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ま え が き 

 
 
大阪産業を取り巻く状況は、長らく続いた不況を脱し、高い成長性を示す中国・アジ

ア地域の旺盛な需要に支えられた輸出主導の回復から、家電製品販売や百貨店売上高の

増加など内需へと波及し、雇用面でも求人数が求職者数を上回るなど、回復の色を一層

鮮明にしております。 

今回の景気回復過程では、旺盛な海外からの需要に応える形で国内生産が回復し、さ

らには設備投資へとつながる製造業の着実な回復の動きが、他の産業へ波及し、さらに

は消費や雇用へと結びついております。このことは、日本の製造業が産業に占めるウェ

イトを少しずつ縮小させながらも、第三次産業と並ぶ車の両輪として、日本経済を支え

る重要な役割を果たしていることを示すとともに、アジア地域や中国の産業発展にとっ

て、日本のものづくりの果たす役割が、大きなものであること示しております。 

 そこで、当研究所では、自動車や家電など日本の量産組立型産業に良質の部品を供給

するための基盤的な役割を果たしてきた、鋳造、鍛造、プレス、プラスチック成形とい

った大阪の素形材関連産業が、国際化が進む近年の事業環境変化に対して、どのように

事業を適応させ、どういった方向に事業を発展させようとしているのかを探ることを目

的として調査を行い、本報告書を取りまとめました。 

 調査に際しまして、ご協力いただいた皆様に心よりお礼申し上げます。 

本報告書が、地域の産業に関わる多くの方々の参考となり、大阪産業発展のためにお

役に立てれば幸いです。 
なお、本報告書の作成は、田中智泰、江頭寛昭が担当しました。 
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要    約 
 

はじめに 

 

アジア地域、特に中国産業の成長とセットメーカー、大手部品メーカーの生産の海外シ

フトによって、それらメーカーに部品を供給してきた中小製造業の取引環境は急速に変化

している。特に、主要取引先の部品の海外調達によって、金属加工、金型、素材成形など

多様な部品加工に関わる企業が多数集積する大阪では、これまで地域の産業・経済を担っ

てきたものづくり機能が大きく揺らいでいる。 

他方で、日本のものづくりの今後の発展を展望すると、アジア地域との連携と棲み分け

を図るべく、高付加価値生産へのシフトと試作・開発機能の一層の高度化を図っていくこ

とが求められ、高い技術を有する素材、部品加工関連工業の役割の重要性は一層高まって

いる。 

そこで、本報告書は、大阪に集積する素形材産業が置かれた取引環境の変化の状況を把

握し、企業が、その取引環境に応じてどのように事業展開を行っているかを捉え、大阪の

素形材産業に求められる役割と今後の発展方向を探ることを目的とする。 

 

第 1 章 産業の国際化と素形材関連産業の現状 

 

１．素形材関連産業の現状 

大阪府内における素形材関連産業の事業所数と従業者数は減少が続き、特に、鉄素形材

では 1990 年から 2003 年の 13 年間でほぼ半減している。その間、一部の期間を除き、すべ

ての業種で年平均成長率がマイナスとなるだけでなく、全国に占める大阪府のシェアも、

低下が続いている。ただ、一部の業種を除いて、労働生産性の低下はみられず、労働から

機械への代替や技術の高度化が進んでいるものと思われる。 

1995 年からの 10 年間の製品単価と販売数量の推移をみると、2000 年以降販売数量が増

加する業種もみられるものの、製品単価の下落が続いており、販売数量の増加が売上増加

に結びつかない状況が続いている。 

 
２．貿易動向 

1995 年から 2000 年までの５年間の素形材関連産業の輸出率と輸入率をみると、輸出力

が低下した一方で、海外からの輸入品の圧力にさらされていることがわかる。また、地域

別の貿易動向をみても、この間に中国、ＡＳＥＡＮからの素形材製品の輸入が大きく伸び

ている。その結果、90 年代後半には輸出入比率の上昇がみられ、また、中国はいずれの製

品でも高い値を示しているが、2002 年以降は日本からの輸出の伸びから、多くの製品で輸

出入比率は低下している。 

 
３．素形材関連産業を取り巻く環境 

素形材製品とその主な完成品の全国的な貿易動向は、1990 年代後半から、中国からの輸
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入が増加したものの、2000 年代に入ると、中国国内での需要の増加に加え、1990 年代後半

から進んだ日本の製造業の中国進出の動きが国内回帰の動きへと変化していること反映し

て、輸入に比べて中国向けの輸出が増え始めてきている。しかしながら、中国を代表とす

る海外から安価な製品が流入することによって、製品単価が下落し、製品の一層の高付加

価値化が求められており、国内、とりわけ素形材関連産業が集積している大阪府内の中小

企業は厳しい状況にさらされている。 

 
第２章 アンケート調査結果の概要 

 

１．実態調査の概要 

・ アンケート調査対象：大阪府内に本社を置く、工業用プラスチック製品製造業、鉄素形

材製造業、非鉄金属素形材製造業、金属素形材製品製造業、金属被覆・彫刻業、熱処理

業、金型・同部分品・附属品製造業、2,000 社  
・ アンケート回収状況：有効発送数 1,968 社、有効回答数 413 社、有効回収率 21.0％  
・ 調査実施時期：平成 17 年 10 月下旬～11 月上旬  
 
２．回答企業の概要 

回答企業を業種別にみると、最も割合が大きいのは「金型製造」（36.0％）で、続いて「メ

ッキ・表面処理」（19.6％）、「金属プレス」（15.9％）、「プラスチック成形」（7.9％）、「鋳

造」（6.7％）の順である。ほかの業種は５％以下とわずかである。また、規模別にみると、

従業者 10～20 人規模の企業が最も多く（35.2％）、５人未満、50 人から 100 人未満、100
人以上の規模の層は、全体の 10％以下である。従業者の平均年齢では、回答企業の半数は

40 歳代（52.6％）で、平均年齢 40 歳以上の企業が全体に占める割合は８割以上と、中高

年層の多い企業がほとんどである。  
 
第３章 素形材関連産業を取り巻く環境 

 

１．国際化と取引環境変化 

産業活動の国際化が進展するなかで、金型製造、金属プレス、プラスチック成形の３つ

の業種では、特に生産の海外シフトや海外企業との競争による影響が大きく表れている。

具体的には、それは、取引先の海外調達の進展による受注の減少よりも、海外企業との競

争や輸入品との競争の結果、国内産業に対するニーズが短納期や少量の加工・製造に向か

い、しかも海外調達との比較から価格引下げ圧力も強まっている。 

 

２．製造・加工を取り巻く状況 

産業活動の国際化の進展やアジア地域産業の成長、環境意識の高まりを受けて、素形材

関連産業の事業環境は引き続き厳しさを増しており、品質・精度に対する要求、納期短縮

要求の厳しさをほとんどの企業が感じ、受注の多頻度、少量化や価格引下げ要求も強まっ

ている。 
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３．技術に関する状況 

技術に関しては、素形材関連産業全般の特色として、取引先が求める技術ニーズへの対

応や取引の中から生じる新たな技術対応のための努力が技術の形成・蓄積の主要な部分を

占めることがあげられ、技術的なニーズを持った取引先の存在や取引先が持つ技術的な課

題を自社の課題として意識することが、自社の技術を高める源泉となっている。 

 

４．環境変化への対応 

製造業を中心に経済の回復傾向がみられるなかで、新たな取引先の開拓が受注拡大に着

実に結びついているほか、受注単価の維持や引き上げにもつながっており、主要な取引先

への依存度を引き下げることが、受注案件に対する選択肢を広げ、採算性の悪い取引を回

避することに結びついている。他方で、受注の回復は、人材に対するニーズも着実に拡大

させている。 

さらに、取引先を増やしている企業では、新たな取引先の開拓に向けて技術提案力の強

化を図る企業や新たな分野や品種の生産に取り組む企業、独自技術の開発に努める企業が

多い。 

他方で、取引先数が減少している企業では、「専門化」や「特注品（一品生産）化」を図

ることによって、積極的に取引先を絞り込み、専門性を活かす目的で「生産ネットワーク

の形成・強化」を図る企業、「技術・ノウハウの流出」に気を配る企業や、「自社製品保有」

に取り組む企業が多い。 

 

第 4 章 素形材関連産業の事業の現状と事業展開の方向 

 

１．取引 

回答企業の取引先数は、大半が 30 社未満である。取引期間別に内訳をみると、取引開始

から 3 年未満の取引先数の割合が 50％を超えている企業が全体の 4 割を占め、全般に新た

な取引先確保の動きが進んでいる。こうした企業では、既存取引先との安定的な取引を継

続しつつも、事業環境の変化に応じて新たな取引先の確保にも努めている。ただ、10 年以

上の取引先が 90％以上の企業も 4 割に達し、新規取引先を確保している企業と従前の取引

先との取引割合が高い企業とに分かれている。 

 上位取引先 3 社への取引依存度が低い企業ほど、売上高が「増加傾向」であり、特定取

引先への取引の集中を避け、多様な取引先を確保することによって、売上の確保・拡大を

可能にしている 

事業環境が大きく変化するなかで、成長性の高い分野や企業との新規の取引を確保する

ことによって一層の発展を図ろうとする企業が多いものの、こうした姿勢もあくまで国内

に限られたものであり、近年のものづくりにおける生産拠点の海外シフトの流れの中でも、

素形材関連製造業の海外へ向かうエネルギーは決して大きくはない。 

主要取引先の所在地をみると、新たな取引先を確保している企業には、西日本のエリア

を超えて、中部や関東など他地域で新たに取引先を確保しているところも多い。また、上
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位 3 社との取引割合は低水準ながら、その割合が高まっている企業ほど、大阪府域を離れ

てより遠方の企業との取引へと取引先が広がっており、主要な取引先からの取引割合を高

められる企業ほど、府域を超えた新規の取引先の確保をも達成している。高い技術力や高

い問題解決能力などの競争力を有している企業が、上位取引先からの受注を拡大させると

ともに、中部、関東など工業生産のウェイトが高まっている地域からの取引を確保してい

ることを示している。 

素形材関連企業は、製品の開発から組立へとつながるものづくりの流れの中で、開発の

最終段階で素材、仕様が定められた部品を量産し、製品化のための組立へとつなげる役割

に位置しているが、一定レベル以上の高い技術水準や専門的な知識、ノウハウ、提案力な

どの能力を有し、開発段階から参画することが重要となっている。 

 

２．製造・加工、設備 

ものづくりの分野において、アジア地域、特に中国の産業の台頭や生産拠点の海外シフ

トが進む中で、そうした地域に対する競争力の維持・強化と棲み分けとを図るために、大

阪の素形材産業も、より付加価値が高く、他の地域では取り組むことができないような難

度の高い製造・加工と、生産の効率化やコストダウンにも併せて取り組んでおり、蓄積す

る技術、ノウハウを活かして生き残りを図ろうとする姿勢がみられる。 

素形材関連企業の強みは、事業特性や取引先の要求、製造、加工内容などに応じて多様

であるが、そうした強みを維持、強化していくための条件としては、取引先からの高いレ

ベルの要求と、それをクリアするための試行錯誤や努力をおこなうヒトの存在が重要であ

るが、優れた設備の有無も素形材関連企業の競争力を左右する大きな要素となってきてい

る。 

 

３．外部連携とＩＴ活用 

素形材関連企業は、日常のものづくりに際して周辺の企業との協力関係を日常的に利用

しつつ、受注の確保と維持を図っている。また、大学、試験研究機関の利用や異業種グル

ープの形成を行う企業自体はそれほど多くはないものの、それらを実施する企業の多くが

その関係を重要と考えている。 

規模の小さな企業が多くを占める素形材関連企業が外部連携を図ろうとする際には、人

的な制約もあり、また、緊密な関係を保つうえでも連携先との距離が重要な要素となって

いる。また、素形材関連企業にとって地域の製造業集積の存在意義は一層高まっているに

もかかわらず、その集積が活用しにくくなっている企業が多いなど、皮肉な結果になって

いる。それは、近年の厳しい事業環境の変化のなかで、より高精度の加工や新たな素材へ

の対応、より効率的な生産への対応が求められ、地域の製造業と作り上げてきたものづく

りネットワークが徐々に変容を迫られ、そうした対応を可能とするための新しい企業間連

携が必要となっているためと考えられる。 

 事業のなかで、インターネットをはじめとするＩＴ活用の重要性が大きくなっているが、

活用姿勢をみるとあまり積極性は認められない。ただ、ＩＴの導入、活用は、企業業績と

相関しており、従業者の平均年齢が低くなるほどＩＴの導入、活用に積極的である。素形
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材関連企業全般に従業者の中高年化が進んでおり、ＩＴ技術の導入とその活用を十分に図

っていくためには、若手人材の確保が重要となっている。 

 

４．雇用と人材 

今後の事業の継承、発展を図るために重要な要素となる技術・技能の継承についてみる

と、ＩＴの導入・活用と同様に若い人材の不足と社内での人材育成体制を整備できていな

いことが、技能継承の制約要因の一つとなっており、多くの企業で必要な技術・技能の社

内での形成・蓄積が難しくなっている。製造・加工の効率化や高精度化、工程の機械によ

る代替も進んでおり、それによって補うことができる可能性は高まっているが、素形材関

連企業の技能や熟練の多くは機械による代替ができず、経験に基づく人的な要素によって

成り立っていると考える企業が多く、依然として素形材関連企業にとって、人材の確保と

育成が最も重要な課題である。 

ただ、職種にかかわらず広く人材の不足感が広がっており、特に、若い人材ばかりでな

く、最も補強したい職種でも「加工（熟練者）」を挙げる企業が 18％に上っている。若い

人材に対するニーズの高まりは、その企業の将来の発展を担う人材を確保する意味で、長

期的な視野に立った課題への対応を目指すものであるが、ベテランに対するニーズの高ま

りは、その企業の強みをなす存立基盤にかかわる課題への喫緊の対応を迫られていること

を示している。 

 

５．国際化への対応と事業展開の方向性 

素形材関連産業においては、海外進出や海外からの受注獲得を具体的に目指すか否かに

かかわらず、取引先の生産と調達にかかわって海外の動向を意識せざるを得ない状況にな

っているが、直接の海外展開や海外からの受注獲得を意識した回答はほとんどみられない。 

ただ、規模の小さな企業においても、潜在的には海外に向けた事業展開や海外からの受注

獲得を求める企業は少なくないものと考えられ、事業規模が小さいがゆえの制約を解消し

て、海外に向けた事業を進められるだけの条件整備が求められる。 

また、素形材関連企業の今後の方針は、厳しい取引環境に晒されるなかで、ものづくり

の能力をさらに高めるとともに、取引の確保と開拓をより確実なものにしようとする方向

に向かっている。また、素形材関連企業の事業における強みは「社内の優秀な人材」であ

り、今後の事業方針を実現する力も社内に確保される人材によるところが大きい。 

新しい加工方法を開発し導入することを重視する企業が多いが、そのためには、設備の

設計開発のための人材や新鋭設備に早期に習熟しうる柔軟性を持った若い人材の存在が重

要である。ただ、これらと並んでベテランの確保、補強が重視されていることは、新たな

加工方法を導入する際にも、これまで蓄積されてきた技術、ノウハウの上に新しい技術を

適用していくことが重要なことを示している。さらに、新たな技術の導入に際して生じる

恐れのある多様な問題点の解決に当たっては、ベテランが有する多様な試行錯誤の経験と

その経験に基づく柔軟な問題解決能力が求められている。 

 

むすび 
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大手電機メーカーが相次いで基幹工場を関西の地に新設するなど、ものづくりの国内回

帰と国内ものづくり産業の再評価が進み、日本の素形材関連産業への需要も拡大を見せる

など、ものづくりにおける日本の素形材関連産業の重要性とその高度化の必要性が一層高

まっているといえよう。 

ここまでの分析からは、大阪の素形材関連産業の育成と高度化を図るために、以下のよ

うな課題をあげることができる。 

①技術の蓄積、活用、連携を担うことができるものづくり人材の育成とベテランの技術、

技能・ノウハウの有効活用 

②海外進出や海外取引の促進 

③蓄積された技術を応用する可能性を高めるための、地域のものづくり企業同士の新たな

連携の促進 

④業種横断的な技術の融合と企業連携 

⑤大学・試験研究機関との連携、活用、交流の一層の促進 

⑥新規取引先開拓のためのＩＴ活用能力の育成と技術経営力の形成・促進 

⑦蓄積技術とその活用能力を高めるための経営に関する実践的な知識の普及・啓発 

 

そして、以上のような課題に向けては、 

第一に、若者の製造業離れの傾向に歯止めをかけ、素形材関連産業に対する３Ｋのイメー

ジを払拭するとともに、ベテランの技術、技能の有効活用を図ることが必要である。その

ためには、 

・高等学校や大学の技術系学部と府内の優良な素形材関連企業の交流促進 

・素形材関連産業の現状に即した技術教育カリキュラムの整備やインターンシップの充実 

・素形材関連企業に在籍する若い人材と高等学校や大学の学生との交流促進 

・企業をリタイアした人材に関するデータベースの整備促進 

・必要とする技術・技能を持った人材の紹介、斡旋、派遣を行う制度の整備・充実 

が必要となる。 

 

第二に、素形材関連企業の海外進出や海外取引を促進するためには、 

・日系企業が多く進出する地域を中心に海外の必要な情報の整備 

・ＩＢＯ上海事務所と、他府県の自治体が主体となって設けている海外事務所との連携・

交流による情報の整備・充実 

・中国をはじめ成長著しいアジア地域からの留学生の活用促進－現在大阪府が進めている、

留学生を対象としたインターンシップの素形材関連企業による活用促進 

・企業自らが足を運んで、海外情報を直接十分に収集すること 

が何よりも必要となる。 

 

第三に、蓄積した技術を高度化し、新たな受注に結びつけるための連携の促進を図るため

には、 
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・異業種交流の機会を通じて、任意の異業種のグループ化を促すための取組みや、そのた

めの条件整備 

・大学、試験研究機関による地域の技術融合のための触媒機能形成の促進 

・こうした機関の企業に対する能動的アプローチの促進 

 

第四に、蓄積した技術を活用するための経営ノウハウの形成については、 

・日本語と海外の主要言語での共通の取引基本契約書の活用、普及や、公正な契約確保の

ための意識啓発 

・技術経営（ＭＯＴ）に関して、素形材分野に特化し、素形材関連企業の実態に即した実

践的な研究成果に結び付くような研究の誘導・促進と、素形材関連企業への実践普及の

促進 

・素形材関連企業の新規取引の開拓に向けて、技術を習得した技術者・技能者に対する営

業能力の育成 

 

以上にまとめた取組みを通じて、大阪の素形材関連産業の経営体質の強化を図り、産業

としての一層の発展を促していくことが、大阪産業の地位と役割を高めていく上でより重

要性を増している。 
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はじめに 

 

アジア地域、特に中国産業の成長と、セットメーカー、大手部品メーカーの生産の海外

シフトによって、それらメーカーに部品を供給してきた中小製造業の取引環境は急速に変

化している。特に、主要取引先での部品の海外調達によって、金属加工、金型製造、素材

成形など多様な部品加工に関わる企業が多数集積する大阪では、これまで地域の産業・経

済を担ってきたものづくり機能が大きく揺らいでいる。 

他方で、日本のものづくりの今後の発展を展望すると、アジア地域との連携と棲み分け

を図るべく、高付加価値生産へのシフトと試作・開発機能の一層の高度化を図っていくこ

とが求められ、高い技術を有する素材、部品加工関連工業の役割の重要性は一層高まって

いる。 

部品加工に関わる産業を取り巻くこうした状況に対して、1999 年「ものづくり基盤技術

振興基本法」が制定され、この法律を受けて、ＮＥＤＯの委託を受けた（財）素形材セン

ターによって設けられた素形材技術戦略策定会議は、2000 年 3 月「素形材技術戦略」を策

定し、素形材産業の長期的な振興方針を示している。 

そこでの素形材技術の振興方向は、 

○新たな技術体系の構築と素形材産業の提案型産業への転換、そのための技術革新に向

けた基盤の構築  

○技術開発の促進による世界のものづくりの生命線を握る重要技術の掌握  

○技術の戦略的活用、事業化による世界市場における優位性の確保 

の三点にまとめられており、この間のものづくりの分野、特に素形材産業振興が産業政策

のなかでも重要な位置付けが与えられていることを示している。 

 ところで、素形材とは、金属、プラスチック、ゴム、ガラスなどの素材に、加熱、加圧

などによる加工を加えて、有意な形状が与えられたものをさす。その加工方法は、射出成

形、プレス、鋳造、鍛造、ダイカスト、粉末冶金など多様である。そして、家電、情報機

器、自動車をはじめ、機械工業の製品を構成するほとんどの部品は、素形材によって構成

されており、まさに、素形材はものづくりの基盤を構成する役割を果たしている。 

そこで、本報告書は、大阪に集積する素形材産業が置かれた取引環境の変化の状況を把

握し、その取引環境に応じて企業がどのように事業展開を行っているかを捉え、大阪の素

形材産業に求められる役割と今後の発展方向を探ることを目的とする。 

なお、本報告書で対象とする業種は、素形材産業に属する「金属プレス」「鋳造」｢鍛造｣

「ダイカスト」「プラスチック成形」に加えて、素形材を作り出すための母型を供給する｢金

型製造｣、そして、素形材に必要な機能を与えるために重要な役割を果たす「熱処理」「メ

ッキ、表面処理」の 8 つであり、これらの業種を総称して「素形材関連産業」、ここの企業

を指して「素形材関連企業」と表現する。 
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第 1 章 産業の国際化と素形材関連産業の現状 

 

１．素形材関連産業の現状 

 
 本章では素形材関連産業を取り巻く環境について概観する。まず、本調査で対象とする

素形材関連産業は、『工業統計表 産業編』の分類によると、「工業用プラスチック製品製

造業」、「鉄素形材製造業」、「非鉄金属素形材製造業」、「金属素形材製品製造業」、「金属被

覆・彫刻業，熱処理業」（但し、金属彫刻業を除く）、「金型・同部分品・附属品製造業」を

指す1。最初に大阪府内の素形材関連産業の概況について触れた上で、全国の動きとして製

品単価と販売数量の推移を概観する。 

 

（１）事業所数・従業者数の推移 

 大阪府内における素形材関連産業の事業所数と期末従業者数の推移は図表Ⅰ-1-1、Ⅰ

-1-2 のとおりである。これによると、すべての業種において事業所数、従業者数ともに減

少が続いている。とくに、鉄素形材では 1990 年から 2003 年の 13 年間で事業所数と従業者

数がほぼ半減している。 

 

図 表 Ⅰ - 1 - 1 　 事 業 所 数 の 推 移

年
工 業 用

プ ラ ス チ ッ
ク

鉄 素 形 材
非 鉄 金 属
素 形 材

金 属 素 形 材
金 属 被 覆 ・
熱 処 理 業

金 型

1 9 9 0 9 5 0 3 4 0 4 1 3 1 , 6 0 3 2 , 1 5 8 2 , 0 4 9
1 9 9 3 9 5 2 3 2 7 3 9 1 1 , 4 4 3 1 , 9 8 4 1 , 9 6 2
1 9 9 5 9 2 7 3 4 4 3 5 7 1 , 3 7 2 1 , 8 7 9 1 , 9 0 6
1 9 9 8 9 2 1 2 6 1 3 4 7 1 , 3 2 8 1 , 8 8 2 1 , 8 9 2
2 0 0 0 8 8 7 1 9 3 2 9 4 1 , 3 1 3 1 , 7 9 5 1 , 7 3 4
2 0 0 3 8 0 2 1 9 3 2 7 2 1 , 0 7 7 1 , 6 1 5 1 , 4 1 8

出 所 ： 大 阪 府 企 画 調 整 部 統 計 課 『 大 阪 の 工 業 』 。

単 位 ： 箇 所 。
注 ： 全 数 調 査 が 行 わ れ た 年 の み 記 載 し て い る 。 産 業 分 類 の 変 更 に よ り 、 工 業 用 プ ラ ス チ ッ ク 以 外 は
デ ー タ が 接 続 し な い 場 合 が あ る の で 注 意 さ れ た い 。  
図 表 Ⅰ - 1 - 2　 期 末 従 業 者 数 の 推 移

年
工 業 用

プ ラ ス チ ッ
ク

鉄 素 形 材
非 鉄 金 属
素 形 材

金 属 素 形 材
金 属 被 覆 ・
熱 処 理 業

金 型

1 9 9 0 1 3 , 6 9 5 7 , 4 7 8 3 , 8 5 1 1 4 , 5 8 5 2 0 , 9 4 3 1 4 , 5 9 1
1 9 9 3 1 2 , 6 7 0 7 , 5 1 0 3 , 9 7 3 1 3 , 1 6 1 1 9 , 2 3 6 1 3 , 3 1 5
1 9 9 5 1 1 , 7 3 4 6 , 7 4 1 3 , 6 0 0 1 3 , 4 3 2 1 8 , 7 0 6 1 2 , 2 7 3
1 9 9 8 1 0 , 8 7 2 5 , 3 0 8 3 , 0 0 3 1 1 , 3 7 2 1 7 , 7 6 8 1 3 , 2 0 4
2 0 0 0 1 0 , 6 5 5 4 , 5 8 2 2 , 8 3 7 1 1 , 5 0 6 1 7 , 2 9 4 1 1 , 5 3 4
2 0 0 3 1 0 , 4 5 8 3 , 7 1 2 2 , 3 4 1 8 , 9 3 4 1 6 , 5 6 5 1 0 , 2 1 9

出 所 ： 大 阪 府 企 画 調 整 部 統 計 課 『 大 阪 の 工 業 』 。

単 位 ： 人 。

注 ： 図 表 Ⅰ － 1－ 1に 同 じ 。  

                                                  
1 産業分類の変更により、工業用プラスチック製品製造業と金型・同部分品・附属品製造業以外の業種

では単純に時系列比較をすることができない。そこでデータの連続性を確保するため、1990 年と 1993

年について、鉄素形材製造業、非鉄金属素形材製造業、金属素形材製品製造業、金属被覆・熱処理業を

それぞれ以下のように定義する。 

鉄素形材：銑鉄鋳物（鋳鉄管、可鍛鋳鉄を除く）、可鍛鋳鉄、鋳鋼、鍛工品の合計。 

非鉄金属素形材：非鉄金属鋳物（銅・同合金鋳物及びダイカストを除く）、非鉄金属ダイカスト（アル

ミニウム・同合金ダイカストを除く）、非鉄金属鍛造品の合計。 

金属素形材：アルミニウム・同合金プレス製品、金属プレス製品（アルミニウム・同合金を除く）、粉

末や金製品製造業の合計。 

金属被覆・熱処理業：金属製品塗装業、溶融めっき業（表面処理鋼材製造業を除く）、電気めっき業（表

面処理鋼材製造業を除く）、金属熱処理業、その他の金属表面処理業の合計。 
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（２）製造品出荷額等の推移 

 次に、素形材関連産業の製造品出荷額等と年平均成長率の推移は図表Ⅰ-1-3 のとおりで

ある。 

金属素形材と金型の一部の期間について年平均成長率がプラスになっているほかは、す

べての業種において年平均成長率がマイナスとなっている。そのうち、非鉄金属素形材で

は 2000 年から 2003 年は－13.05％、金型では 1998 年から 2000 年は－12.08％と、大きく

減少しているものの、工業用プラスチック製品では 1998 年以降、マイナス幅が小さくなっ

ている。 

 

図表Ⅰ-1-3　製造品出荷額等の推移

実数 年平均成長率 実数 年平均成長率 実数 年平均成長率

1990 28,096 19,619 6,770
1993 26,033 -2.51 17,731 -3.32 6,733 -0.18
1995 22,907 -6.20 16,300 -4.12 6,143 -4.48
1998 19,991 -4.44 13,660 -5.72 5,343 -4.54
2000 19,268 -1.82 11,852 -6.85 4,830 -4.92
2003 18,152 -1.97 10,314 -4.53 3,176 -13.05

実数 年平均成長率 実数 年平均成長率 実数 年平均成長率

1990 25,278 27,812 23,640
1993 23,234 -2.77 24,204 -4.53 18,724 -7.48
1995 24,119 1.89 24,121 -0.17 17,530 -3.24
1998 20,526 -5.24 22,521 -2.26 21,703 7.38
2000 19,963 -1.38 21,100 -3.21 16,775 -12.08
2003 15,482 -8.12 19,736 -2.20 14,310 -5.16

出所：大阪府企画調整部統計課『大阪の工業』。

単位：実数は千万円、年平均成長率は％。

注：図表Ⅰ-1-1 に同じ。年平均成長率とは年率のパーセントで、幾何平均より求めたもの。

年
工業用プラスチック 鉄素形材 非鉄金属素形材

年
金属素形材 金属被覆・熱処理業 金型

 

 
 全国に占める大阪府のシェアを示したのが図表Ⅰ-1-4 である。1990 年を 1.00 に基準化

している。これによると、1990 年代前半は鉄素形材と非鉄金属素形材において対全国シェ

アが 1990 年の水準を上回っているが、1990 年代以降、1990 年の水準を超える業種はなく、

大阪府の相対的地位の低下が続いている。とりわけ、工業用プラスチック製品と非鉄金属

素形材の低下が著しく、1990 年と 2003 年の比較では対全国シェアが約 40％程度低下して

いる。 

 

図表 Ⅰ-1-4　製造品出荷額等の対全国シェア

年
工業用

プラスチッ
ク

鉄素形材
非鉄金属
素形材

金属素形材
金属被覆・
熱処理業

金型

1990 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
1993 0.89 1.05 1.10 0.92 0.91 0.92
1995 0.79 0.96 1.04 0.98 0.94 0.88
1998 0.67 0.90 0.98 0.83 0.88 0.87
2000 0.61 0.83 0.92 0.85 0.84 0.76
2003 0.60 0.79 0.63 0.74 0.85 0.70

出所：経済産業省『工業統計表　産業編』、大阪府企画調整部統計課『大阪の工業』。

注：図表Ⅰ－1－1に同じ。  
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（３）労働生産性の推移 

 素形材関連産業の生産効率をみるために、業種別に労働生産性を計算した。ここでは、

労働生産性は従業者１人あたりの粗付加価値額と定義する。その結果は図表Ⅰ-1-5 のとお

りで、1990 年を 1.00 として基準化して表示している。これによると、金属被覆・熱処理

では経年的に低下傾向が続き、非鉄金属素形材と金属素形材では 2000 年から 2003 年にか

けて大きく低下しているが、ほかでは著しい労働生産性の低下はみられない。労働から機

械への代替や技術によって労働生産性が維持されていることが推測される。 

 

図表Ⅰ-1-5　労働生産性の推移

年
工業用

プラスチッ
ク

鉄素形材
非鉄金属
素形材

金属素形材
金属被覆・
熱処理業

金型

1990 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00
1993 1.00 0.98 1.10 1.00 0.94 0.88
1995 1.02 0.95 1.15 1.07 0.98 0.90
1998 0.95 0.98 1.09 1.01 0.95 0.96
2000 0.93 1.01 1.07 1.01 0.88 0.96
2003 1.02 1.05 0.84 0.91 0.85 0.96

出所：大阪府企画調整部統計課『大阪の工業』。

注：図表Ⅰ-1-1 に同じ。  
 

（４）製品単価と販売重量の推移 

 最後に、製品単価と販売重量の推移をみてみる。大阪府内におけるこれらの推移を既存

の統計から直接知ることはできないので、プラスチック製品、鍛工品、銑鉄鋳物、非鉄金

属鋳物、ダイガスト、金型、金属熱処理加工の全国の推移をみることにする。製品単価は、

販売金額を販売数量で除すことによって求めた。1995 年から 2004 年までの 10 年間につい

て、製品単価と販売数量の推移を示したものが図表Ⅰ-1-6-①からⅠ-1-6-⑮である。1995

年を 1.00 に基準化して表示している。 

 

 

図表Ⅰ-1-6-①　プラスチック製品（機械器具部品）

出所：経済産業省『プラスチック製品統計年報』、『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計年報』。
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図 表 Ⅰ -1- 6 -② 　 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 （ 輸 送 機 械 用 部 品 ）

出 所 ： 経 済 産 業 省 『 プ ラ ス チ ッ ク 製 品 統 計 年 報 』 、 『 紙 ・ 印 刷 ・ プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 製 品 統 計 年 報 』 。
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図表Ⅰ -1-6-③　プラスチック製品（電気通信用部品）

出所：経済産業省『プラスチック製品統計年報』、『紙・印刷・プラスチック・ゴム製品統計年報』。
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プラスチック製品では、製品単価と販売重量の推移は用途によって大きく異なることが

わかる。機械器具部品や電気通信用部品については、販売重量に比べて製品単価の伸びが

著しく、部品の軽量化と高付加価値化が進んでいる。一方、需要が堅調な輸送用機械の部

品については、製品単価はほぼ一定で推移し、販売重量は増加が続いている。 

 鍛工品では、製品単価はほぼ一定で推移していたものの、2000 年以降、低下が続いてい

る。それに対して、販売重量は 1998 年以降いったん減少し、2001 年から回復し始め、2004

年には 1995 年を上回る水準まで回復している。販売重量が増加しているにもかかわらず、

製品単価が下落していることから、生産の増加が売上げの増加につながっていない。 

 

図表Ⅰ -1-6-④　鍛工品

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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 銑鉄鋳物の販売重量と製品単価の推移をみてみると、製品単価は用途にかかわらずほぼ

一定で推移している。しかしながら、販売重量では 1997 年以降、用途にかかわらず減少し

ているが、輸送機械用に比べて一般機械・電気機械用の落ち込みが激しい。輸送機械用で

は 2001 年から、一般機械・電気機械用では 2002 年から回復し始め、輸送機械用では 2004

年にはほぼ 1995 年の水準に回復したものの、一般機械・電気機械用では 1995 年の水準の

80％程度しか回復していない。 

 

図表Ⅰ-1-6-⑤　銑鉄鋳物（一般機械・電気機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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図表Ⅰ-1-6-⑥　銑鉄鋳物（輸送機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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 非鉄金属（銅・銅合金）鋳物の製品単価については、一般機械用は 1998 年以降低下し、

2003 年から 2004 年にかけて回復しているが、輸送機械用は 1996 年以降低下し始め、特に、

1999 年から 2000 年にかけて著しく低下しており、2003 年には 1995 年の約 70％となって

いる。販売重量をみると、一般機械用では 1997 年以降減少したが 2002 年から回復し始め、

2004 年には 1995 年の水準まで回復している。一方、輸送機械用では、販売重量は 1995 年

以降増加続き、2004 年には 1995 年の 20％を超える水準に達している。つまり、一般機械

用では製品単価と販売重量ともに 2003 年以降回復基調にあるが、輸送機械用では製品単価

と販売重量の動きが逆であり、生産の増加が売上げの増加につながっていない。 
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図表Ⅰ-1-6-⑦　非鉄金属（銅・銅合金）鋳物（一般機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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図表Ⅰ-1-6-⑧　非鉄金属（銅・銅合金）鋳物（輸送機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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 非鉄金属（アルミニウム）鋳物の製品単価については、一般機械用では一貫して 1995

年の水準を上回る水準で推移しているものの、輸送機械用では緩やかに低下傾向が続いて

いる。販売重量では一般機械用が 1995 年の水準を下回り、輸送機械では多少の変動はある

ものの、1995 年の水準を上回っている。 

 

図表Ⅰ-1-6-⑨　非鉄金属（アルミニウム）鋳物（一般機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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図表Ⅰ -1-6-⑩　非鉄金属（アルミニウム）鋳物（輸送機械用）

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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 ダイカストについては、全体の販売金額に占める割合が最も高いアルミニウム・ダイカ

ストの動きについて注目する。用途別に製品単価の動きをみると、一般機械用と自動車用

が低下傾向で推移し、電気機械用がほぼ横ばいである。それに対して、販売重量の推移は、

一般機械用は 1999 年にピークを向かえ、その後いったん減少したが、2001 年以降、増加

傾向である。電気機械用では 1997 年と 2000 年にピークを向かえ、2000 年以降、減少傾向

である。一方、自動車用は堅調な自動車の需要に牽引され増加が著しく、1995 年から 2004

年の 10 年間で約 1.5 倍に増加している。製品単価と販売重量の両者の動きからわかること

は、一般機械用と自動車用では販売重量の増加ほど売上げが増加しておらず、電気機械用

では 2001 年以降、重量当たりの付加価値が高まっていることがうかがえる。 

 

図 表 Ⅰ -1- 6 -⑪ 　 ア ル ミ ニ ウ ム ・ ダ イ カ ス ト （ 一 般 機 械 用 ）

出 所 ： 経 済 産 業 省 『 機 械 統 計 年 報 』 、 『 鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 ・ 金 属 製 品 統 計 年 報 』 。
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図 表 Ⅰ - 1 - 6 -⑫ 　 ア ル ミ ニ ウ ム ・ ダ イ カ ス ト （ 電 気 機 械 用 ）

出 所 ： 経 済 産 業 省 『 機 械 統 計 年 報 』 、 『 鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 ・ 金 属 製 品 統 計 年 報 』 。
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図 表 Ⅰ -1 - 6 -⑬ 　 ア ル ミ ニ ウ ム ・ ダ イ カ ス ト （ 自 動 車 用 ）

出 所 ： 経 済 産 業 省 『 機 械 統 計 年 報 』 、 『 鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 ・ 金 属 製 品 統 計 年 報 』 。
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 金型の製品単価は上下に変動しながら推移し、2004 年は 1995 年に比べて約 10％低下し

ている。販売重量も上下に変動しながら推移し、2004 年は 1995 年に比べて約 10％増加し

ている。2000 年以降の製品単価と販売重量の推移をみれば、金型においても生産の増加は

売上げの増加につながっていないことがわかる。 

 

図表Ⅰ-1-6-⑭　金型

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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 金属熱処理加工の製品単価の推移は一貫して 1995 年を上回る水準で推移しているが、

2002 年以降、やや低下している。一方、販売重量は 1995 年以降減少が続き、2002 年まで

低位で推移していたものの、それ以降急激に増加し、2004 年には 1995 年の水準を上回る

水準に回復した。2002 年以降でみれば、販売重量の急激な増加とは反対に製品単価が低下

している。 

図表Ⅰ-1-6-⑮　金属熱処理加工

出所：経済産業省『機械統計年報』、『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』。
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２．貿易動向 

 
 次に、素形材関連産業とその主な完成品の貿易動向について概観する。最初に大阪府内

の素形材関連産業の輸出入の動きを把握した上で、全国の素形材製品とその主な完成品の

貿易動向をみてみる。  
 
（１）輸出率と輸入率 

 『大阪府産業連関表』に記載された府内生産額に占める輸出額と輸入額の割合から、素

形材関連産業の輸出率と輸入率を計算することができる。ただし、現段階で利用可能なデ

ータは 1995 年と 2000 年であることに注意されたい。1995 年と 2000 年のこれらの結果は

表Ⅰ-2-1 のとおりである。 

 1995 年から 2000 年までの５年間で府内生産額がマイナス成長している業種はプラスチ

ック製品、銑鉄・粗鋼、鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品である。このうち、プラスチック製

品では輸出率がほぼ横ばいであるが、銑鉄・粗鋼と鋳鍛造品・その他の鉄鋼製品では、輸

出率がほぼ半分以下に落ち込んでいる。また、５年間で府内生産額が唯一プラス成長して

いる非鉄金属加工製品でも輸出率は大幅に落ち込んでいる。 

一方、輸入率の変化をみてみると、非鉄金属加工製品は横ばいであるが、他の３業種で

は上昇しており、鋳鍛造・その他の鉄鋼製品は約 10 倍に上昇している。1995 年から 2000

年までの５年間でみた場合、大阪府内の素形材関連産業は輸出力が低下した一方で、海外

からの輸入品の圧力にもさらされていることがわかる。 

 

図表Ⅰ-2-1　大阪府内素形材関連産業の輸出率と輸入率

年
プラスチック

製品
銑鉄・粗鋼

鋳鍛造品・その他
の鉄鋼製品

非鉄金属加工
製品

輸出率 1995 1.34 0.35 1.30 10.43
2000 1.52 0.15 0.63 2.71

輸入率 1995 1.38 3.71 0.15 5.95
2000 3.08 5.52 1.51 5.75

府内生産額
成長率

1995-2000 -19.13 -26.36 -31.20 4.09

出所：大阪府企画調整部統計課『大阪府産業連関表』。

単位：％。  
 
（２）製品別貿易動向 

 次に、素形材製品およびその主な完成品について、中国、ＡＳＥＡＮ、北米、ＮＩＥＳ

との貿易動向に注目する。『貿易統計』に記載された、「プラスチック及びその製品」（くず、

半製品及び製品）、「鉄鋼製品」、「卑金属製の工具、道具、刃物、スプーン及びフォーク並

びにこれらの部分品」、「電気機器及びその部分品並びに録音機、音声再生機並びにテレビ

ジョンの映像及び音声の記録用又は再生用の危機並びにこれらの部分品及び附属品」、「鉄

道用及び軌道用以外の車両並びにその部分品及び附属品」の、1995 年から 2004 年までの

10 年間の輸出入額を利用する。 
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 まず、製品別の輸入額の推移は図表Ⅰ-2-2-①からⅠ-2-2-⑤に示したとおりである。1995

年を 1.00 に基準化して表示している。これによると、この 10 年間で輸入額の伸びが著し

いのは中国である。生産拠点の海外シフトが盛んになった 1999 年から 2000 年以降、急速

に増加し始め、2004 年の輸入額は 1995 年の約５倍以上にまで増加している。とくに鉄軌

道用以外の車両及びその部分品、附属品についてはこの 10 年間で約８倍に拡大している。

ＡＳＥＡＮからの輸入についても、プラスチック及びその製品、卑金属製の工具・道具等

及び部分品・附属品、鉄軌道用以外の車両及び部分品・附属品が 10 年間で３倍に増加して

いる。北米やＮＩＥＳからの輸入についてはほぼ横ばいで推移している。 

 

図表Ⅰ -2-2-①　プラスチック及びその製品の輸入

出所：財務省『貿易統計』。
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図 表 Ⅰ -2-2-② 　 鉄 鋼 製 品 の 輸 入

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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図表Ⅰ -2-2-③　卑金属製の工具・道具等・部分品の輸入

出所：財務省『貿易統計』。
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図 表 Ⅰ -2-2-④ 　 電 気 機 器 及 び そ の 部 品 の 輸 入

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。

0.00

1 . 0 0

2 . 0 0

3 . 0 0

4 . 0 0

5 . 0 0

6 . 0 0

1 9 9 5 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4

中 国

ASEAN

北 米

NIES

 
 

図表Ⅰ-2-3-⑤　鉄軌道用以外の車両並びにその部分品及び附属品の輸入

出所：財務省『貿易統計』。
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 次に、製品別の輸出動向は図表Ⅰ-2-3-①からⅠ-2-3-⑤のとおりである。1995 年を 1.00

と基準化して表示している。輸入額の推移と同じように、1995 年から 2004 年までの 10 年

間で輸出額が拡大しているのは中国である。とりわけ、プラスチック及びその製品、電気

機器及びその部品、鉄軌道用以外の車両及び部分品・附属品の輸出額が著しく増加してい

る。これは、電気機器や自動車関連の需要が堅調なことに加え、製造業の国内回帰による

ものと考えられる。ＡＳＥＡＮ向けについても、プラスチック及びその製品の輸出が中国

についで増加している。北米やＮＩＥＳ向けの輸出は輸入同様、ほぼ横ばいの推移といえ

る。 

 

図 表 Ⅰ -2-3-① 　 プ ラ ス チ ッ ク 及 び そ の 製 品 の 輸 出

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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図 表 Ⅰ -2-3 -② 　 鉄 鋼 製 品 の 輸 出

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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図 表 Ⅰ -2-3 -③ 　 卑 金 属 製 の 工 具 、 道 具 ・ 部 分 品 の 輸 出

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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図 表 Ⅰ -2-3-④ 　 電 気 機 器 及 び そ の 部 品 の 輸 出

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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図 表 Ⅰ -2-3-⑤ 　 鉄 軌 道 用 以 外 の 車 両 並 び に そ の 部 分 品 及 び 附 属 品 の 輸 出

出 所 ： 財 務 省 『 貿 易 統 計 』 。
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（３）製品別輸出入比率 

 輸出入額をもとに、製品別の輸出入比率の推移をみてみる。ここでは、輸入額を輸出額

で除した値を輸出入比率と定義する。輸出入比率が１を上回ればその製品は輸入超過であ

ることを示し、１を下回れば輸出超過であることを示す。この数値を製品別に計算し、1995

年を 1.00 と基準化して示したものは図表Ⅰ-2-4-①から図表Ⅰ-2-4-⑤のとおりである。 

 プラスチック及びその製品では中国は 1995 年から 2004 年まで 10 年間、１を上回ってお

り、輸入超過が続いているが、2002 年以降、輸出入率が低下している。他の国や地域では

１を下回り輸出超過が続いているが、2002 年以降、北米とＮＩＥＳが低下傾向にあるなか

で、ＡＳＥＡＮはほぼ横ばいである。 

 

図表Ⅰ-2-4-①　プラスチック及びその製品の輸出入比率

出所：財務省『貿易統計』。
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 鉄鋼製品は、中国が 1999 年以降、輸入超過が続いており、ＮＩＥＳがそれに続いて

いるが１を上回ることはない。ＡＳＥＡＮと北米は輸出入比率が低く、輸出超過で推

移している。 

 

 

図表Ⅰ-2-4-②　鉄鋼製品の輸出入比率

出所：財務省『貿易統計』。
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 卑金属製の工具・道具等及び部分品・附属品では、1995 年から 1998 年にかけて中国の

輸出入率が上昇し始めたが、2002 年以降低下傾向にある。他の国や地域では輸出入比率は

0.5 以下で推移し、そのなかで北米は 1999 年以降低下が続いている。 

 

図表Ⅰ-2-4-③　卑金属製の工具・道具等・部分品の輸出入比率

出所：財務省『貿易統計』。
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 電気機器及びその部品は、他の国や地域に比べて中国の輸出入比率が高いが、2001 年以

降、ＡＳＥＡＮの輸出入比率が上昇し、2003 年には 0.17 ポイントの差まで縮小した。電

気機器及びその部品の輸入先が中国からＡＳＥＡＮにシフトしつつあることを示している。 

 

図表Ⅰ-2-4-④　電気機器及びその部品の輸出入比率

出所：財務省『貿易統計』。
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 鉄軌道用以外の車両及び部分品・附属品には、自動車を中心としたわが国の輸出競争力

のある産業を含んでいるため、他の製品に比べて輸出入比率が低い。そのなかで中国の輸

出入比率に注目すると、1995 年から 1999 年にかけて上昇し、1999 年と 2001 年に 0.5 を超

えていたが、2002 年以降、再び低下している。 
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図表Ⅰ-2-4-⑤　鉄軌道用以外の車両並びにその部分品及び附属品の輸入比率

出所：財務省『貿易統計』。
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３．素形材関連産業を取り巻く環境 

 
 本章では素形材関連産業を取り巻く環境について公表された統計を用いて概観した。 

 まず、大阪府内の素形材関連産業は事業所数、従業者数ともに 1990 年以降、減少が続い

ている。製造品出荷額等の推移をみても、ある期間だけプラス成長を示している業種があ

るが、おおむねマイナス成長が続いている。全国の製造品出荷額等に占める大阪府の割合

も低下しており、鍛工品、銑鉄鋳物、金属熱処理といった大阪府の地場産業といわれる業

種においても相対的な地位の低下が続いている。こういった厳しい状況のなかで、労働生

産性の推移をみてみると、1990 年以降、規模の縮小に比べ生産性の大きな低下は起こって

いないことが明らかになった。 

 次に、販売重量あたりの販売金額から素形材製品の単価の全国的な動向をみると、一部

の素形材製品で高付加価値化により上昇しているものがあるが、大部分の製品は低下また

は横ばいで推移している。最近の国内景気の回復や堅調な輸出よって、販売重量は増加し

ているものの、製品単価の動きは鈍く、むしろ、低下が続いているものがある。つまり、

生産の堅調な動きが売上げの増加につながらず、最近の鋼材価格や燃料費の高騰によりコ

ストが上昇していることを考慮すれば、期待されるほどの利益は出ていないことになる。 

 最後に、素形材製品とその主な完成品の全国的な貿易動向をみると、1995 年から 2004

年までの 10 年間で中国との輸出入が顕著に伸び、それについでＡＳＥＡＮからの輸入も増

加している。輸出入の動きを捉えるために、輸入額を輸出額で除した輸出入比率をみれば、

1990 年代後半から中国からの輸入が増加したものの、2000 年代に入ると、輸入に比べて中

国向けの輸出が増え始めてきている。これは、中国国内での需要の増加に加え、1990 年代

後半から進んだ日本の製造業の中国進出の動きが、国内へと回帰する変化を表していると

考えられる。しかしながら、中国を代表とする海外から安価な製品が流入することによっ

て、製品単価が下落するとともに、製品の一層の高付加価値化が求められ、国内、とりわ

け素形材関連産業が集積している大阪府内の中小企業は厳しい状況にさらされている。 
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第２章 アンケート調査結果の概要 

 

１．実態調査の概要 

 
・ アンケート調査対象：大阪府内に本社を置く、工業用プラスチック製品製造業、鉄素形

材製造業、非鉄金属素形材製造業、金属素形材製品製造業、金属被覆・彫刻業、熱処理

業、金型・同部分品・附属品製造業、2,000 社 

・ アンケート回収状況：有効発送数 1,968 社、有効回答数 413 社、有効回収率 21.0％ 

・ 調査実施時期：平成 17 年 10 月下旬～11 月上旬 

 

２．回収企業の概要 

 

（１）回答企業業種 

 回答企業の業種の内訳は図表Ⅱ-2-1 のとおりである。最も割合が大きいのは「金型製造」

（36.0％）で、続いて「メッキ・表面処理」（19.6％）、「金属プレス」（15.9％）、「プラス

チック成形」（7.9％）、「鋳造」（6.7％）の順である。ほかの業種は５％以下とわずかであ

る。 

 
 
 

図表Ⅱ-2-1　回答企業の業種　

業種 回答数 割合（％）
金型製造 145 36.0
金属プレス 64 15.9
鋳造 27 6.7
鍛造 10 2.5
ダイカスト 12 3.0
プラスチック成形 32 7.9
熱処理 16 4.0
メッキ、表面処理 79 19.6
その他 18 4.5
合計 403 100.0
資料：大阪府立産業開発研究所「素形材製造業の生産・取引の
現状に関するアンケート調査」（平成17年10月実施）。なお、
以下特に明記しない限り、同調査による。  
 
 
 
（２）従業者規模 

 回答企業の従業者規模の構成は図表Ⅱ-2-2 のとおりである。回答企業のうち、従業者が

10～20 人未満規模の企業が最も多く（35.2％）、５人未満、50 人～100 人未満と 100 人以

上の規模は、それぞれ全体の 10％以下である。 
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図表Ⅱ-2-2　従業者規模

従業者規模 回答数 割合（％）
5人未満 35 8.7
5～10人未満 63 15.6
10～20人未満 142 35.2
20～30人未満 58 14.4
30～50人未満 53 13.2
50～100人未満 31 7.7
100人以上 21 5.2
合計 403 100.0  
 
 
 
（３）従業者の平均年齢 

 回答企業の従業者の平均年齢の構成は図表Ⅱ-2-3 のとおりである。回答企業の半数は 40

歳代（52.6％）で、全体に占める平均年齢 40 歳以上の企業は８割以上と、中高年層の多い

企業がほとんどである。 

 

図表Ⅱ-2-3　従業者の平均年齢

従業者の平均年齢 回答数 割合（％）
30歳未満 4 1.0
30歳代 85 21.4
40歳代 209 52.6
50歳代 94 23.7
60歳以上 5 1.3
合計 397 100.0  
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第３章 素形材関連産業を取り巻く環境 

 ここではまず、大阪の素形材関連産業を取り巻く事業環境がどのように変化し、それが

個々の企業の事業にどう影響しているのかを概観する。 

 

１．国際化と取引環境変化 

 

21 世紀に入ってからも、中国、アジア地域の産業が一層の台頭をみせ、中国、タイ、ベ

トナムなどへの直接投資の動きが拡大するなど、量産機械工業が展開する産業活動の国際

化の動きは一層の進展を見せている。こうした状況のなかで、素形材関連産業は自らの身

をおく事業環境の現状をどのように見ているのか。 

図表Ⅲ-1-1 は大阪の素形材関連企業の現在の事業環境についての評価である。このうち、

産業の国際化の進展にかかわる項目には、「輸入品や海外企業との競争が激しくなってい

る」「ユーザー業界の生産の海外シフトが進んでいる」「海外コストと比較されるようにな

っている」「ユーザー業界の生産の国内回帰が進んでいる」の 4 つの項目があるが、「ユー

ザー業界の生産の国内回帰が進んでいる」を除く３つの項目で、「当てはまる」「やや当て

はまる」の合計が６割を超えており、輸入品や海外企業との競合や取引先の生産海外シフ

トなどの影響が依然として続いていることを示している。ただ、いずれも「どちらともい

えない」の回答も３割を超えており、国際化による事業環境の厳しさが、大半の企業に及

んでいるわけではない。 

図表Ⅲ-1-1　現在の事業環境に対する評価 (%)
当てはま
る

やや当て
はまる

どちらと
もいえな
い

やや逆の
傾向であ
る

まったく
逆の傾向
である

納期短縮要求が厳しくなっている 60.2 34.1 5.4 0.2 0.0
受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる 43.0 34.8 21.0 0.7 0.5
価格引下げ圧力が強くなっている 41.1 33.7 21.8 3.0 0.5
輸入品や海外企業との競争が激しくなっている 36.5 24.8 35.4 2.5 0.5
ユーザー業界の生産の海外シフトが進んでいる 34.1 32.6 30.8 2.3 0.3
海外コストと比較されるようになった 32.7 30.2 34.0 2.3 0.5
国内の同業者との競争が激しくなっている 31.7 31.2 31.7 4.2 1.2
市場が縮小している 30.8 25.5 33.0 8.8 2.0
取引先による選別強化が進んでいる 28.0 42.0 29.0 0.5 0.5
同業者や取引先の転業、廃業が多くなっている 22.9 35.3 36.0 4.8 1.0
ユーザー業界の生産の国内回帰が進んでいる 2.0 8.6 64.8 14.7 9.9  

 

特に、３つの項目いずれにおいても、金型製造、金属プレス、プラスチック成形の３つ

の業種で「当てはまる」とする回答が特に多く、これらの業種で生産の海外シフトや海外

企業との競争による影響が大きいことがわかる（図表Ⅲ-1-2～4）。 

他方、中国をはじめとするアジア地域への製造業の生産シフトが進むなかで、近年、基

幹部品や高付加価値製品の生産拠点を新たに国内で増強する動きがみられるが、こうした

生産の国内回帰の動きについては、「どちらともいえない」が６割を超え、「やや逆の傾向

である」も 15％に上っている。一部大手企業の生産拠点の国内回帰の動きも、素形材関連

産業レベルで影響が及ぶほどの趨勢とはなっていないといえよう。 
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図 表 Ⅲ - 1 - 2　 事 業 環 境 に つ い て の 評 価 （  輸 入 品 や 海 外 企 業 と の 競 争 が 激 し く な っ て い る  ）
輸 入 品 や 海 外 企 業 と の 競 争 が 激 し く な っ て い る 合 計
当 て は ま
る

や や 当 て
は ま る

ど ち ら と
も い え な
い

や や 逆 の
傾 向 で あ
る

全 く 逆 の
傾 向 で あ
る

業 種 金 型 製 造 5 9 3 2 4 5 7 2 1 4 5
( % ) 4 0 . 7 2 2 . 1 3 1 . 0 4 . 8 1 . 4 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 2 3 2 0 1 8 0 0 6 1
( % ) 3 7 . 7 3 2 . 8 2 9 . 5 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
鋳 造 3 1 0 1 4 0 0 2 7
( % ) 1 1 . 1 3 7 . 0 5 1 . 9 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
鍛 造 2 3 5 0 0 1 0
( % ) 2 0 . 0 3 0 . 0 5 0 . 0 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 5 3 3 0 0 1 1
( % ) 4 5 . 5 2 7 . 3 2 7 . 3 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 4 6 1 1 0 0 3 1
( % ) 4 5 . 2 1 9 . 4 3 5 . 5 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
熱 処 理 1 3 9 1 0 1 4
( % ) 7 . 1 2 1 . 4 6 4 . 3 7 . 1 0 . 0 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 3 1 1 8 2 8 1 0 7 8
( % ) 3 9 . 7 2 3 . 1 3 5 . 9 1 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 7 3 7 1 0 1 8
( % ) 3 8 . 9 1 6 . 7 3 8 . 9 5 . 6 0 . 0 1 0 0 . 0

合 計 1 4 5 9 8 1 4 0 1 0 2 3 9 5
( % ) 3 6 . 7 2 4 . 8 3 5 . 4 2 . 5 0 . 5 1 0 0 . 0  
 
図 表 Ⅲ -1-3　 事 業 環 境 に つ い て の 評 価 （  ユ ー ザ ー 業 界 の 生 産 の 海 外 シ フ ト が 進 ん で い る  ）

ユ ー ザ ー 業 界 の 生 産 の 海 外 シ フ ト が 進 ん で い る 合 計
当 て は ま
る

や や 当 て
は ま る

ど ち ら と
も い え な
い

や や 逆 の
傾 向 で あ
る

全 く 逆 の
傾 向 で あ
る

業 種 金 型 製 造 55 49 39 2 1 146
(%) 37.7 33.6 26.7 1.4 0.7 100.0
金 属 プ レ ス 26 21 14 0 0 61
(%) 42.6 34.4 23.0 0.0 0.0 100.0
鋳 造 1 11 14 2 0 28
(%) 3.6 39.3 50.0 7.1 0.0 100.0
鍛 造 1 2 6 1 0 10
(%) 10.0 20.0 60.0 10.0 0.0 100.0
ダ イ カ ス ト 2 6 4 0 0 12
(%) 16.7 50.0 33.3 0.0 0.0 100.0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 13 8 11 0 0 32
(%) 40.6 25.0 34.4 0.0 0.0 100.0
熱 処 理 2 10 3 1 0 16
(%) 12.5 62.5 18.8 6.3 0.0 100.0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 27 21 27 2 0 77
(%) 35.1 27.3 35.1 2.6 0.0 100.0
そ の 他 9 2 5 1 0 17
(%) 52.9 11.8 29.4 5.9 0.0 100.0

合 計 136 130 123 9 1 399
(%) 34.1 32.6 30.8 2.3 0.3 100.0  
 

図 表 Ⅲ - 1 - 4　 事 業 環 境 に つ い て の 評 価 （  海 外 コ ス ト と 比 較 さ れ る よ う に な っ て い る  ）
海 外 コ ス ト と 比 較 さ れ る よ う に な っ て い る 合 計
当 て は ま
る

や や 当 て
は ま る

ど ち ら と
も い え な
い

や や 逆 の
傾 向 で あ
る

全 く 逆 の
傾 向 で あ
る

業 種 金 型 製 造 5 2 4 0 4 4 6 2 1 4 4
( % ) 3 6 . 1 2 7 . 8 3 0 . 6 4 . 2 1 . 4 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 2 3 1 7 1 9 0 0 5 9
( % ) 3 9 . 0 2 8 . 8 3 2 . 2 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
鋳 造 4 1 5 7 1 0 2 7
( % ) 1 4 . 8 5 5 . 6 2 5 . 9 3 . 7 0 . 0 1 0 0 . 0
鍛 造 3 3 4 0 0 1 0
( % ) 3 0 . 0 3 0 . 0 4 0 . 0 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 2 7 3 0 0 1 2
( % ) 1 6 . 7 5 8 . 3 2 5 . 0 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 4 9 8 0 0 3 1
( % ) 4 5 . 2 2 9 . 0 2 5 . 8 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
熱 処 理 1 3 1 0 0 0 1 4
( % ) 7 . 1 2 1 . 4 7 1 . 4 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 2 3 2 0 3 1 2 0 7 6
( % ) 3 0 . 3 2 6 . 3 4 0 . 8 2 . 6 0 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 7 4 7 0 0 1 8
( % ) 3 8 . 9 2 2 . 2 3 8 . 9 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0

合 計 1 2 9 1 1 8 1 3 3 9 2 3 9 1
( % ) 3 3 . 0 3 0 . 2 3 4 . 0 2 . 3 0 . 5 1 0 0 . 0  
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他方で「市場が縮小している」は「どちらともいえない」が３割を超えるなど、強い傾

向は見られないことから、ユーザーの海外調達の進展による受注の減少よりも、海外企業

との競争や輸入品との競争の結果、国内の素形材関連産業に対するニーズが、短納期や少

量の加工・製造に向かっており、しかも海外調達との比較から価格引下げ圧力も強まって

いることがわかる。 

また、以上の傾向を業種別に見ると、「価格引下げ圧力が強くなっている」については、

「輸入品や海外企業との競争」をあげる企業が多かった「プラスチック成形」「金型製造」

で半数を上回っており、ユーザーの海外調達やアジア地域の産業の成長による競争の激化

によって、受注価格下落による影響が大きいものと判断できる。一方、生産の海外シフト

や海外企業との競合の面で影響があまりみられなかった「鋳造」「熱処理」では、「当ては

まる」が３割を下回る一方で、「どちらともいえない」の割合が高く、受注価格引下げ圧力

が他業種に比べて小さいことがわかる（図表Ⅲ-1-5）。 

 

図表Ⅲ-1-5　事業環境についての評価（ 価格引き下げ圧力が強くなっている）
合計

当てはま
る

やや当て
はまる

どちらと
もいえな
い

やや逆の
傾向であ
る

全く逆の
傾向であ
る

業種 金型製造 74 43 23 4 1 145
(%) 51.0 29.7 15.9 2.8 0.7 100.0
金属プレス 27 25 12 0 0 64
(%) 42.2 39.1 18.8 0.0 0.0 100.0
鋳造 4 8 11 3 1 27
(%) 14.8 29.6 40.7 11.1 3.7 100.0
鍛造 3 4 1 2 0 10
(%) 30.0 40.0 10.0 20.0 0.0 100.0
ダイカスト 4 4 4 0 0 12
(%) 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 20 8 4 0 0 32
(%) 62.5 25.0 12.5 0.0 0.0 100.0
熱処理 4 6 5 1 0 16
(%) 25.0 37.5 31.3 6.3 0.0 100.0
メッキ、表面処理 21 35 22 2 0 80
(%) 26.3 43.8 27.5 2.5 0.0 100.0
その他 9 3 6 0 0 18
(%) 50.0 16.7 33.3 0.0 0.0 100.0

合計 166 136 88 12 2 404
(%) 41.1 33.7 21.8 3.0 0.5 100.0

価格引き下げ圧力が強くなっている

 
 

２．製造・加工を取り巻く状況 

 

次に、製造・加工にかかわる近年の状況を、素形材関連企業はどうみているのであろう

か。 

原油、鉄鋼、化学製品などの素材価格の近年の世界的な高騰を受けて、「原材料価格が高

騰している」に関しては、ほとんどの企業が「当てはまる」「やや当てはまる」と回答して

おり、広く産業への影響が拡大していることがわかる（図表Ⅲ-2-1）。ただ、業種別でみる

と、「熱処理」や「メッキ、表面処理」など、加工対象となる素材の供給を受けて、加工の

みを行う業種では他の業種に比べて「当てはまる」とする割合は幾分低くなっており、素

材を自ら調達するか、主に加工のみを行うかによって、原材料価格上昇の影響度合いは異

なっているようである（図表Ⅲ-2-2）。 
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図 表 Ⅲ -2 - 1　 製 造 ・ 加 工 に か か わ る 近 年 の 状 況 に 対 す る 評 価 ( % )
当 て は ま
る

や や 当 て
は ま る

ど ち ら と
も い え な
い

や や 逆 の
傾 向 で あ
る

ま っ た く
逆 の 傾 向
で あ る

原 材 料 価 格 が 高 騰 し て い る 73 . 9 2 1 . 4 4 . 4 0 . 2
品 質 ・ 精 度 要 求 が 厳 し く な っ て い る 62 . 6 2 9 . 2 7 . 9 0 . 2
素 材 、 加 工 の 環 境 配 慮 へ の 要 求 が 強 ま っ て い る 39 . 4 3 5 . 7 2 3 . 9 0 . 5 0 . 5
ユ ー ザ ー 側 技 術 変 化 へ の 対 応 が 必 要 に な っ て い 29 . 2 4 5 . 6 2 4 . 4 0 . 5 0 . 2
業 界 で 技 術 革 新 や 新 技 術 導 入 が 進 ん で い る 22 . 6 3 7 . 5 3 8 . 2 1 . 2 0 . 5  
 

図 表 Ⅲ - 2 - 2 　 製 造 ・ 加 工 に か か わ る 近 年 の 状 況 に 対 す る 評 価 （ 原 材 料 価 格 が 高 騰 し て い る ）
原 材 料 価 格 が 高 騰 し て い る 合 計
当 て は ま る や や 当 て は

ま る
ど ち ら と も
い え な い

や や 逆 の 傾
向 で あ る

業 種 金 型 製 造 1 1 5 2 7 4 1 1 4 7
( % ) 7 8 . 2 1 8 . 4 2 . 7 0 . 7 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 4 7 1 5 1 0 6 3
( % ) 7 4 . 6 2 3 . 8 1 . 6 0 . 0 1 0 0 . 0
鋳 造 2 3 5 0 0 2 8
( % ) 8 2 . 1 1 7 . 9 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
鍛 造 8 1 1 0 1 0
( % ) 8 0 . 0 1 0 . 0 1 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 1 1 1 0 0 1 2
( % ) 9 1 . 7 8 . 3 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 2 4 6 2 0 3 2
( % ) 7 5 . 0 1 8 . 8 6 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0
熱 処 理 9 4 3 0 1 6
( % ) 5 6 . 3 2 5 . 0 1 8 . 8 0 . 0 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 5 5 1 9 6 0 8 0
( % ) 6 8 . 8 2 3 . 8 7 . 5 0 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 8 9 1 0 1 8
( % ) 4 4 . 4 5 0 . 0 5 . 6 0 . 0 1 0 0 . 0

合 計 3 0 0 8 7 1 8 1 4 0 6
( % ) 7 3 . 9 2 1 . 4 4 . 4 0 . 2 1 0 0 . 0  
 

また、製造・加工における環境への配慮に関しては、「要求が強まっている」に対して「当

てはまる」「やや当てはまる」合わせて 75％に上っており、近年の環境意識の高まりが素

形材関連製造業の製造・加工における対応を迫っていることがわかる。特に、業種別にみ

ると、「メッキ、表面処理」と「プラスチック成形」の２業種では、「当てはまる」が 6 割

前後の高い割合となっている（図表Ⅲ-2-3）。ともに環境に対する意識の高まりに対して、

メッキでは環境負荷の大きなクロム薬剤の負荷のより小さなものへの転換が、プラスチッ

ク成形では生分解性プラスチックや再生可能性の高い原料に対するニーズの高まりに対す

る加工側の能力向上が必要となるなど、一定の対応が求められており、環境に配慮した対

応をより強く意識することが必要となっている。 

 

図表Ⅲ-2-3　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（素材,加工の環境配慮への要求が強まっている）
素材,加工の環境配慮への要求が強まっている 合計
当てはまる やや当ては

まる
どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

全く逆の傾
向である

業種 金型製造 35 50 54 2 2 143
(%) 24.5 35.0 37.8 1.4 1.4 100.0
金属プレス 30 27 7 0 0 64
(%) 46.9 42.2 10.9 0.0 0.0 100.0
鋳造 6 15 7 0 0 28
(%) 21.4 53.6 25.0 0.0 0.0 100.0
鍛造 3 0 7 0 0 10
(%) 30.0 0.0 70.0 0.0 0.0 100.0
ダイカスト 4 8 0 0 0 12
(%) 33.3 66.7 0.0 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 18 9 5 0 0 32
(%) 56.3 28.1 15.6 0.0 0.0 100.0
熱処理 5 7 4 0 0 16
(%) 31.3 43.8 25.0 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 49 20 9 0 0 78
(%) 62.8 25.6 11.5 0.0 0.0 100.0
その他 8 7 3 0 0 18
(%) 44.4 38.9 16.7 0.0 0.0 100.0

合計 158 143 96 2 2 401
(%) 39.4 35.7 23.9 0.5 0.5 100.0  
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以上のように、産業活動の国際化の進展やアジア地域産業の成長、環境意識の高まりを

受けて、素形材関連産業の事業環境は引き続き厳しさを増している。 

次に、直接製造・加工にかかわる項目をみると、「品質・精度要求が厳しくなっている」

と「納期短縮要求が厳しくなっている」で「当てはまる」が６割を超え、「やや当てはまる」

を加えると９割以上の企業が、製造・加工の品質・精度に対する要求や納期短縮要求が厳

しくなっていると感じていることがわかる。また、「受注の多頻度化・少量化、小口化が進

んでいる」も「当てはまる」、「やや当てはまる」で７割を超えている。 

 

 

図表Ⅲ-2-4　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（品質・精度要求が厳しくなっている）
合計

当てはまる やや当ては
まる

どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

業種 金型製造 91 37 16 1 145
(%) 62.8 25.5 11.0 0.7 100.0
金属プレス 46 16 2 0 64
(%) 71.9 25.0 3.1 0.0 100.0
鋳造 12 13 3 0 28
(%) 42.9 46.4 10.7 0.0 100.0
鍛造 4 4 2 0 10
(%) 40.0 40.0 20.0 0.0 100.0
ダイカスト 6 6 0 0 12
(%) 50.0 50.0 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 19 10 2 0 31
(%) 61.3 32.3 6.5 0.0 100.0
熱処理 11 5 0 0 16
(%) 68.8 31.3 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 52 23 5 0 80
(%) 65.0 28.8 6.3 0.0 100.0
その他 12 4 2 0 18
(%) 66.7 22.2 11.1 0.0 100.0

合計 253 118 32 1 404
(%) 62.6 29.2 7.9 0.2 100.0

品質・精度要求が厳しくなっている

 

 

図表Ⅲ-2-5　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（納期短縮要求が厳しくなっている）
納期短縮要求が厳しくなっている 合計
当てはまる やや当ては

まる
どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

業種 金型製造 93 48 4 1 146
(%) 63.7 32.9 2.7 0.7 100.0
金属プレス 39 21 4 0 64
(%) 60.9 32.8 6.3 0.0 100.0
鋳造 13 14 1 0 28
(%) 46.4 50.0 3.6 0.0 100.0
鍛造 5 4 1 0 10
(%) 50.0 40.0 10.0 0.0 100.0
ダイカスト 8 2 2 0 12
(%) 66.7 16.7 16.7 0.0 100.0
プラスチック成形 17 12 3 0 32
(%) 53.1 37.5 9.4 0.0 100.0
熱処理 9 7 0 0 16
(%) 56.3 43.8 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 47 27 6 0 80
(%) 58.8 33.8 7.5 0.0 100.0
その他 13 3 1 0 17
(%) 76.5 17.6 5.9 0.0 100.0

合計 244 138 22 1 405
(%) 60.2 34.1 5.4 0.2 100.0  
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以上の傾向を業種別に見ると、「品質・精度要求が厳しくなっている」は「鋳造」「鍛造」

を、「納期短縮要求が厳しくなっている」は「鋳造」を除く全ての業種で「当てはまる」が

半数を上回っており、素形材関連産業全般にユーザーから高精度化や短納期対応を迫られ

ていることが示されている。また、「受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる」では、

「当てはまる」との回答が「ダイカスト」「プラスチック成形」「メッキ、表面処理」「金属

プレス」で半数を超えているのに対して、「鋳造」「鍛造」では３割以下となっており、業

種によるばらつきが大きくなっている（図表Ⅲ-2-4～6）。 

 

 

図表Ⅲ-2-6　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる）
受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる 合計
当てはまる やや当ては

まる
どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

全く逆の傾
向である

業種 金型製造 46 49 47 2 2 146
(%) 31.5 33.6 32.2 1.4 1.4 100.0
金属プレス 34 23 7 0 0 64
(%) 53.1 35.9 10.9 0.0 0.0 100.0
鋳造 8 14 6 0 0 28
(%) 28.6 50.0 21.4 0.0 0.0 100.0
鍛造 3 4 3 0 0 10
(%) 30.0 40.0 30.0 0.0 0.0 100.0
ダイカスト 7 3 2 0 0 12
(%) 58.3 25.0 16.7 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 18 7 7 0 0 32
(%) 56.3 21.9 21.9 0.0 0.0 100.0
熱処理 7 9 0 0 0 16
(%) 43.8 56.3 0.0 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 42 25 12 0 0 79
(%) 53.2 31.6 15.2 0.0 0.0 100.0
その他 9 7 1 1 0 18
(%) 50.0 38.9 5.6 5.6 0.0 100.0

合計 174 141 85 3 2 405
(%) 43.0 34.8 21.0 0.7 0.5 100.0  
 

 

３．技術に関する状況 

 

技術に関しては、「ユーザー側技術変化への対応が必要になっている」「業界で技術革新

や新技術導入が進んでいる」の２つの項目について質問したが、ともに「当てはまる」は

３割未満の企業に止まっており、他の項目に比べて特に高い割合を示してはいない。ただ、

「やや当てはまる」を加えるとともに６割を超えている。 

日本の素形材関連産業に関してはいずれの業種においても技術的には世界のトップレベ

ルの水準を維持していると考えられ、また、新たな革新的な技術や生産性を大幅に高める

ような技術が一朝一夕に生み出され普及することは考えにくい。 

ただ、素形材関連産業全般の技術的な特色として、取引先が求める技術ニーズへの対応

や取引のなかから生じる新たな技術対応のための努力が技術の形成・蓄積の主要な部分を

占めることがあげられる。そこで、「ユーザー側技術変化への対応が必要になっている」と

「業界で技術革新や新技術導入が進んでいる」との関連をみると相互に強い相関を示して

おり、ユーザーや取引先における技術ニーズや技術的な課題解決の要求が技術革新や新技
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術を導入するきっかけとしてあるものと考えられ、技術的なニーズを持った取引先の存在

や取引先が持つ技術的な課題を自社の課題として意識することが、自社の技術のあり方を

意識する源泉となっていることが示されているといえよう（図表Ⅲ-3-1）。 

 

図表Ⅲ-3-1　ユーザー側技術変化への対応 と 業界で技術革新や新技術導入 の関連
合計

当てはま
る

やや当て
はまる

どちらと
もいえな
い

やや逆の
傾向であ
る

全く逆の
傾向であ
る

当てはまる 64 31 20 1 0 116
(%) 55.2 26.7 17.2 0.9 0.0 100.0
やや当てはまる 21 99 62 1 0 183
(%) 11.5 54.1 33.9 0.5 0.0 100.0
どちらともいえな 5 20 72 1 1 99
(%) 5.1 20.2 72.7 1.0 1.0 100.0
やや逆の傾向であ 0 0 0 2 0 2
(%) 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0
全く逆の傾向であ 0 0 0 0 1 1
(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0

合計 90 150 154 5 2 401
(%) 22.4 37.4 38.4 1.2 0.5 100.0

業界で技術革新や新技術導入が進んでいる

ユーザー
側技術変
化への対
応が必要
になって
いる

 
 

 

特に、業種別でみた「ダイカスト」では、「ユーザー側技術変化への対応が必要になって

いる」で 12 社中５社が「当てはまる」と回答しているが、「業界で技術革新や新技術導入

が進んでいる」でも同じ５社が「当てはまる」と回答し、回答企業数が少なく、判断する

ことは難しいものの、他の業種に比べて強い傾向を示しているとみてよかろう（図表Ⅲ-3-2、

3）。 

 

図表Ⅲ-3-2　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（ユーザー側技術変化への対応が必要になっている）
ユーザー側技術変化への対応が必要になっている 合計
当てはまる やや当ては

まる
どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

全く逆の傾
向である

業種 金型製造 48 65 29 2 1 145
(%) 33.1 44.8 20.0 1.4 0.7 100.0
金属プレス 18 29 16 0 0 63
(%) 28.6 46.0 25.4 0.0 0.0 100.0
鋳造 4 12 12 0 0 28
(%) 14.3 42.9 42.9 0.0 0.0 100.0
鍛造 2 3 5 0 0 10
(%) 20.0 30.0 50.0 0.0 0.0 100.0
ダイカスト 5 5 2 0 0 12
(%) 41.7 41.7 16.7 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 9 15 7 0 0 31
(%) 29.0 48.4 22.6 0.0 0.0 100.0
熱処理 3 11 2 0 0 16
(%) 18.8 68.8 12.5 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 22 35 21 0 0 78
(%) 28.2 44.9 26.9 0.0 0.0 100.0
その他 6 8 4 0 0 18
(%) 33.3 44.4 22.2 0.0 0.0 100.0

合計 117 183 98 2 1 401
(%) 29.2 45.6 24.4 0.5 0.2 100.0  
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図表Ⅲ -3-3　製造・加工にかかわる近年の状況に対する評価（業界で技術革新や新技術導入が進んでいる）
業界で技術革新や新技術導入が進んでいる 合計
当てはまる やや当ては

まる
どちらとも
いえない

やや逆の傾
向である

全く逆の傾
向である

業種 金型製造 42 57 41 4 1 145
(%) 29.0 39.3 28.3 2.8 0.7 100.0
金属プレス 15 23 25 0 0 63
(%) 23.8 36.5 39.7 0.0 0.0 100.0
鋳造 0 10 16 1 1 28
(%) 0.0 35.7 57.1 3.6 3.6 100.0
鍛造 2 2 6 0 0 10
(%) 20.0 20.0 60.0 0.0 0.0 100.0
ダイカスト 5 4 3 0 0 12
(%) 41.7 33.3 25.0 0.0 0.0 100.0
プラスチック成形 8 12 12 0 0 32
(%) 25.0 37.5 37.5 0.0 0.0 100.0
熱処理 2 8 6 0 0 16
(%) 12.5 50.0 37.5 0.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 14 28 37 0 0 79
(%) 17.7 35.4 46.8 0.0 0.0 100.0
その他 3 7 8 0 0 18
(%) 16.7 38.9 44.4 0.0 0.0 100.0

合計 91 151 154 5 2 403
(%) 22.6 37.5 38.2 1.2 0.5 100.0  
 

４．事業への影響 

 

（１）取引の状況 

以上見てきたように、近年の素形材関連産業を取り巻く環境は、海外企業や輸入品との

競争激化、取引先からの要求の高度化、受注単価の引下げなど厳しい状況が続いている。

ここでは、こうした事業環境の厳しさが、企業の事業にどのように影響しているのかを、

最近の事業状況の側面から検討してみる。 

まず、回答企業の受注・販売状況をみると、「受注・販売量」については、「ほぼ横ばい」

が 39％を占めるものの、「増加」企業も 33％、「減少」企業も 28％あり、ばらつきが大き

くなっている（図表Ⅲ-4-1）。製造業を中心に経済の回復傾向がみられるなかで、受注量が

「増加」する企業が「減少」する企業を上回るなど、素形材関連産業にも回復傾向を認め

ることができるが、近年、企業間格差の拡大が指摘されるように、一部の企業に受発注が

集中するなど回復傾向にばらつきが生じていることがわかる。 

 

図 表 Ⅲ - 4 - 1　  受 注 ・ 販 売 量 の 変 化
受 注 ・ 販 売 量 の 変 化 合 計
増 加 ほ ぼ 横 ば

い
減 少

業 種 金 型 製 造 3 6 6 2 4 9 1 4 7
( % ) 2 4 . 5 4 2 . 2 3 3 . 3 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 1 4 3 4 1 6 6 4
( % ) 2 1 . 9 5 3 . 1 2 5 . 0 1 0 0 . 0
鋳 造 1 8 8 2 2 8
( % ) 6 4 . 3 2 8 . 6 7 . 1 1 0 0 . 0
鍛 造 7 1 2 1 0
( % ) 7 0 . 0 1 0 . 0 2 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 5 2 5 1 2
( % ) 4 1 . 7 1 6 . 7 4 1 . 7 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 2 1 4 6 3 2
( % ) 3 7 . 5 4 3 . 8 1 8 . 8 1 0 0 . 0
熱 処 理 1 2 1 2 1 5
( % ) 8 0 . 0 6 . 7 1 3 . 3 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 2 0 3 3 2 8 8 1
( % ) 2 4 . 7 4 0 . 7 3 4 . 6 1 0 0 . 0
そ の 他 1 0 3 5 1 8
( % ) 5 5 . 6 1 6 . 7 2 7 . 8 1 0 0 . 0

合 計 1 3 4 1 5 8 1 1 5 4 0 7
( % ) 3 2 . 9 3 8 . 8 2 8 . 3 1 0 0 . 0  
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これに対して「受注・販売単価」では、「上昇」とする企業は 16％に止まっており、「下

落」企業が 4 割に達している（図表Ⅲ-4-2）。素形材関連産業の取引においても、近年の低

価格化の流れが続き、受注量が回復傾向にあるのに比べて回復が遅れているものと思われ

る。ただ、受注・販売量で「増加」割合が高かった「熱処理」「鍛造」「鋳造」では、受注・

販売価格においても「上昇」とする企業の割合が他の業種に比べて高く、遅れはみられる

ものの、受注・販売量の回復にしたがって受注・販売単価の回復も進んでいることがわか

る。他方で、先にみた「輸入品や海外企業との競争が激しくなっている」とする企業の割

合が高かった「プラスチック成形」「金型製造」「金属プレス」といった業種では受注・販

売単価が「下落」とする割合が高く、内外の競争激化のなかで、受注単価の下落が続いて

いることがわかる。 

 

図 表 Ⅲ - 4 - 2 　  受 注 ・ 販 売 単 価 の 変 化
受 注 ・ 販 売 単 価 の 変 化 合 計
上 昇 ほ ぼ 横 ば

い
下 落

業 種 金 型 製 造 1 8 6 2 6 6 1 4 6
( % ) 1 2 . 3 4 2 . 5 4 5 . 2 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 6 3 0 2 8 6 4
( % ) 9 . 4 4 6 . 9 4 3 . 8 1 0 0 . 0
鋳 造 1 5 1 0 3 2 8
( % ) 5 3 . 6 3 5 . 7 1 0 . 7 1 0 0 . 0
鍛 造 5 1 4 1 0
( % ) 5 0 . 0 1 0 . 0 4 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 2 5 5 1 2
( % ) 1 6 . 7 4 1 . 7 4 1 . 7 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 2 1 4 1 6 3 2
( % ) 6 . 3 4 3 . 8 5 0 . 0 1 0 0 . 0
熱 処 理 6 5 4 1 5
( % ) 4 0 . 0 3 3 . 3 2 6 . 7 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 9 4 4 2 8 8 1
( % ) 1 1 . 1 5 4 . 3 3 4 . 6 1 0 0 . 0
そ の 他 2 6 1 0 1 8
( % ) 1 1 . 1 3 3 . 3 5 5 . 6 1 0 0 . 0

合 計 6 5 1 7 7 1 6 4 4 0 6
( % ) 1 6 . 0 4 3 . 6 4 0 . 4 1 0 0 . 0  
 

また、販売先数の変化については、「熱処理」を除けば「ほぼ横ばい」が半数を超えてお

り、取引先数の大きな変化は認められない。ただし、「金型製造」を除いて「増加」の割合

が「減少」の割合を上回っており、新たな取引先の開拓が先の取引量の増加につながって

いることを予測させる結果となっている（図表Ⅲ-4-3）。 

 

図 表 Ⅲ - 4 - 3 　  販 売 先 ・ 受 注 先 数 の 変 化
販 売 先 ・ 受 注 先 数 の 変 化 合 計
増 加 ほ ぼ 横 ば

い
減 少

業 種 金 型 製 造 2 7 7 9 4 1 1 4 7
( % ) 1 8 . 4 5 3 . 7 2 7 . 9 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 1 2 4 3 9 6 4
( % ) 1 8 . 8 6 7 . 2 1 4 . 1 1 0 0 . 0
鋳 造 1 1 1 5 2 2 8
( % ) 3 9 . 3 5 3 . 6 7 . 1 1 0 0 . 0
鍛 造 3 6 1 1 0
( % ) 3 0 . 0 6 0 . 0 1 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 4 4 4 1 2
( % ) 3 3 . 3 3 3 . 3 3 3 . 3 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 8 2 0 4 3 2
( % ) 2 5 . 0 6 2 . 5 1 2 . 5 1 0 0 . 0
熱 処 理 1 0 4 2 1 6
( % ) 6 2 . 5 2 5 . 0 1 2 . 5 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 2 2 4 2 1 7 8 1
( % ) 2 7 . 2 5 1 . 9 2 1 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 4 9 5 1 8
( % ) 2 2 . 2 5 0 . 0 2 7 . 8 1 0 0 . 0

合 計 1 0 1 2 2 2 8 5 4 0 8
( % ) 2 4 . 8 5 4 . 4 2 0 . 8 1 0 0 . 0
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そこで、取引先数が増加している企業について、受注・取引量の変化をみると、受注販

売先数が増加している企業ほど、受注・販売量が増加している割合が高く、新たな取引先

の開拓が受注拡大に着実に結びついていることが示されている（図表Ⅲ-4-4）。加えて、こ

の受注・取引先数の変化と受注・販売単価の変化をみても、同様の傾向をみることができ

る（図表Ⅲ-4-5）。新たな販路の開拓が、受注量の拡大に効果があるばかりでなく、単価の

低下傾向のなかでも受注単価を維持し、引き上げることにも効果があることが確認できる。 

 

Ⅲ-4-4　販売先・受注先数 と 受注・販売量 の変化
合計

増加 ほぼ横
ばい

減少

増加 65 28 8 101
(%) 64.4 27.7 7.9 100.0
ほぼ横ば 62 108 52 222
(%) 27.9 48.6 23.4 100.0
減少 8 22 54 84
(%) 9.5 26.2 64.3 100.0

合計 135 158 114 407
(%) 33.2 38.8 28.0 100.0

Ⅲ-4-5　販売先・受注先数 と 受注・販売単価 の変化
受注・販売単価 合計
上昇 ほぼ横

ばい
下落

増加 34 41 26 101
(%) 33.7 40.6 25.7 100.0
ほぼ横ば 28 108 86 222
(%) 12.6 48.6 38.7 100.0
減少 3 29 52 84
(%) 3.6 34.5 61.9 100.0

合計 65 178 164 407
(%) 16.0 43.7 40.3 100.0

販売先・
受注先数

受注・販売量

販売先・
受注先数

 
 

新たな販路確保による受注に対する効果は、販売先の追加による受注量の維持・拡大ば

かりでなく、主要な取引先への依存度を引き下げることによって、受注案件に対する選択

肢を広げ、採算性の悪い取引を回避することによって受注単価の維持や引き上げに効果を

持つといえよう。 

 

（２）事業の状況 

次に、取引の現在の状況は、事業にどのように反映されているのか、近年（最近 3 年間

の変化）の事業状況を概観してみよう。 

「既存事業の状況」をみると、「ほぼ横ばい」が過半数を占め、「改善」と「悪化」がほ

ぼ同じ割合となっている（図表Ⅲ-4-6）。業種別にみると、受注・販売先数、受注・販売量

ともに増加している「熱処理」でおよそ 7 割の企業が「改善」しており、他の業種に比べ

て業況の改善が顕著である。加えて、受注・販売量が「増加」した割合の高かった「鋳造」

「鍛造」で「改善」が「悪化」を上回っており、受注単価の低下傾向が続くなかにも、受

注量の回復が業況改善につながっていることを示している。 
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図表Ⅲ-4-6　 既存事業の業況
既存事業の業況 合計
改善 ほぼ横ば

い
悪化

業種 金型製造 23 83 39 145
(%) 15.9 57.2 26.9 100.0
金属プレス 14 38 12 64
(%) 21.9 59.4 18.8 100.0
鋳造 12 13 3 28
(%) 42.9 46.4 10.7 100.0
鍛造 3 5 2 10
(%) 30.0 50.0 20.0 100.0
ダイカスト 4 3 5 12
(%) 33.3 25.0 41.7 100.0
プラスチック成形 7 15 10 32
(%) 21.9 46.9 31.3 100.0
熱処理 11 4 1 16
(%) 68.8 25.0 6.3 100.0
メッキ、表面処理 13 46 22 81
(%) 16.0 56.8 27.2 100.0
その他 7 7 4 18
(%) 38.9 38.9 22.2 100.0

合計 94 214 98 406
(%) 23.2 52.7 24.1 100.0  
 

この業況に関わる内容を「売上高」と「経常利益」の変化をもとに具体的にみると、「売

上高」については、「増加傾向」が 34％と「受注・販売量」の増減と同様の傾向を示して

おり、受注・販売量の増加が売上高の増加に結びついていることがわかる（図表Ⅲ-4-7）。

また、「経常利益」に関しては、「増加傾向」は 26％に止まるのに対して、「減少傾向」が

36％に上っている。売上高の回復傾向に比べて経常利益にはどちらかといえば悪化傾向を

見ることができ、全体として取引における採算性の低下が認められ、先にみた受注・取引

単価の低下傾向が続いていることが影響していると考えられる（図表Ⅲ-4-8）。また、業種

別にみると、先にみた受注販売量と同様に「熱処理」「鋳造」「鍛造」で売上高、経常利益

の改善を示す割合が高く、受注販売量の増加の違いがそのまま企業業績にもつながってい

ることを示している。 

 

図表Ⅲ-4-7　  売上高の変化
売上高 合計
増加傾向 ほぼ横ば

い
減少傾向

業種 金型製造 37 68 43 148
(%) 25.0 45.9 29.1 100.0
金属プレス 20 31 13 64
(%) 31.3 48.4 20.3 100.0
鋳造 19 7 2 28
(%) 67.9 25.0 7.1 100.0
鍛造 6 3 1 10
(%) 60.0 30.0 10.0 100.0
ダイカスト 4 3 5 12
(%) 33.3 25.0 41.7 100.0
プラスチック成形 12 14 6 32
(%) 37.5 43.8 18.8 100.0
熱処理 12 3 1 16
(%) 75.0 18.8 6.3 100.0
メッキ、表面処理 23 33 25 81
(%) 28.4 40.7 30.9 100.0
その他 7 6 5 18
(%) 38.9 33.3 27.8 100.0

合計 140 168 101 409
(%) 34.2 41.1 24.7 100.0  
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図表Ⅲ -4-8　  経常利益の変化
経常利益 合計
増加傾向 ほぼ横ば

い
減少傾向

業種 金型製造 29 58 60 147
(%) 19.7 39.5 40.8 100.0
金属プレス 10 33 21 64
(%) 15.6 51.6 32.8 100.0
鋳造 15 9 4 28
(%) 53.6 32.1 14.3 100.0
鍛造 5 2 3 10
(%) 50.0 20.0 30.0 100.0
ダイカスト 5 2 5 12
(%) 41.7 16.7 41.7 100.0
プラスチック成形 8 7 17 32
(%) 25.0 21.9 53.1 100.0
熱処理 11 4 1 16
(%) 68.8 25.0 6.3 100.0
メッキ、表面処理 17 35 29 81
(%) 21.0 43.2 35.8 100.0
その他 5 8 5 18
(%) 27.8 44.4 27.8 100.0

合計 105 158 145 408
(%) 25.7 38.7 35.5 100.0  

 

以上のように業種によって事業の改善傾向に格差が認められるが、こうした格差は、企

業の事業体制にどのように影響しているのかを、「資金繰り」「競争力」「人材」の 3 つの側

面から確認してみよう。 

資金繰りに関しては、「ほぼ横ばい」が 58％を占めており、大きな変化は認められない

が、業種別の「熱処理」「鋳造」では「改善」が他の業種に比べて高い割合を示しており、

業況の改善が資金面での企業体力の回復にも結びついていることがわかる（図表Ⅲ-4-9）。

また、「自社の既存の製品・技術・サービス」の競争力に関しては、「ほぼ横ばい」が 63％

と多数を占めるものの、「競争力向上」した企業も 34％に上っており、事業環境に厳しさ

が増すなかで、多くの企業が事業競争力の向上に向けて努力を続けていることを反映して

いる（図表Ⅲ-4-10）。 

 

Ⅲ-4-9　資金繰りの変化
資金繰りの変化 合計
改善 ほぼ横ば

い
悪化

業種 金型製造 23 89 34 146
(%) 15.8 61.0 23.3 100.0
金属プレス 9 39 16 64
(%) 14.1 60.9 25.0 100.0
鋳造 10 14 4 28
(%) 35.7 50.0 14.3 100.0
鍛造 2 7 1 10
(%) 20.0 70.0 10.0 100.0
ダイカスト 3 6 3 12
(%) 25.0 50.0 25.0 100.0
プラスチック成形 4 19 8 31
(%) 12.9 61.3 25.8 100.0
熱処理 10 5 1 16
(%) 62.5 31.3 6.3 100.0
メッキ、表面処理 13 49 19 81
(%) 16.0 60.5 23.5 100.0
その他 4 9 5 18
(%) 22.2 50.0 27.8 100.0

合計 78 237 91 406
(%) 19.2 58.4 22.4 100.0  
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Ⅲ -4-10　 自 社 の 既 存 の 製 品 ・ 技 術 ・ サ ー ビ ス の 競 争 力

合 計
競 争 力 向
上

ほ ぼ 横 ば
い

陳 腐 化

業 種 金 型 製 造 45 97 4 1 4 6
( % ) 3 0. 8 6 6. 4 2. 7 1 0 0. 0
金 属 プ レ ス 20 39 4 6 3
( % ) 3 1. 7 6 1. 9 6. 3 1 0 0. 0
鋳 造 10 15 1 2 6
( % ) 3 8. 5 5 7. 7 3. 8 1 0 0. 0
鍛 造 0 10 0 1 0
( % ) 0. 0 1 0 0. 0 0. 0 1 0 0. 0
ダ イ カ ス ト 5 5 2 12
( % ) 4 1. 7 4 1. 7 1 6. 7 1 0 0. 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 13 18 1 3 2
( % ) 4 0. 6 5 6. 3 3. 1 1 0 0. 0
熱 処 理 7 9 0 16
( % ) 4 3. 8 5 6. 3 0. 0 1 0 0. 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 32 49 0 8 1
( % ) 3 9. 5 6 0. 5 0. 0 1 0 0. 0
そ の 他 4 13 1 1 8
( % ) 2 2. 2 7 2. 2 5. 6 1 0 0. 0

合 計 136 25 5 1 3 4 0 4
( % ) 3 3. 7 6 3. 1 3. 2 1 0 0. 0

自 社 の 既 存 の 製 品 ・ 技 術 ・
サ ー ビ ス

 
 

人材の過不足に関しては、「ほぼ横ばい」が 67％を占めるものの、「過剰」とする企業は

7％しかなく、「不足」が 26％に上っている（図表Ⅲ-4-11）。受注・販売量に増加傾向が見

られるなかで、徐々に企業の人材不足感が拡大しているものと考えられる。特に受注・取

引量の増加企業が多かった「熱処理」「鋳造」では「不足」とする企業の割合が高くなって

おり、受注量の増加が着実に人材に対するニーズの拡大に結びついていることがわかる。 

 

Ⅲ -4-11　 人 材 (全 体 と し て ） の 過 不 足
人 材 (全 体 と し て ） の 過 不 足 合 計
不 足 ほ ぼ 横 ば

い
過 剰

業 種 金 型 製 造 41 98 7 146
(%) 28.1 67.1 4.8 100.0
金 属 プ レ ス 14 47 3 64
(%) 21.9 73.4 4.7 100.0
鋳 造 10 17 1 28
(%) 35.7 60.7 3.6 100.0
鍛 造 3 6 1 10
(%) 30.0 60.0 10.0 100.0
ダ イ カ ス ト 2 8 2 12
(%) 16.7 66.7 16.7 100.0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 10 18 4 32
(%) 31.3 56.3 12.5 100.0
熱 処 理 7 8 1 16
(%) 43.8 50.0 6.3 100.0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 13 60 8 81
(%) 16.0 74.1 9.9 100.0
そ の 他 5 12 1 18
(%) 27.8 66.7 5.6 100.0

合 計 105 274 28 407
(%) 25.8 67.3 6.9 100.0  
 

（３）生産、技術面の対応 

以上のような事業環境変化やその変化の事業への影響に対して、大阪の素形材関連企業

は生産や技術の面でどのように対応しようとしているのであろうか。 

生産、技術面で特に重視している内容をみると、先の事業環境変化の状況でみた「原材

料価格が高騰している」「品質・精度要求が厳しくなっている」「納期短縮要求が厳しくな



 - 40 -

っている」「価格引下げ圧力が強くなっている」といった傾向を反映して、「製造コストの

削減」（43％）「納期短縮」（35％）「精度向上」（32％）を重視する企業が多くなっている（図

表Ⅲ-4-12）。またこれらに続いて、「素材、加工の環境配慮への要求」や「ユーザー側技術

変化への対応」の必要もあって「技術対応力の強化（新素材対応、新技術導入など）」（18％）

が、受注・販売量確保のための新規取引先開拓の動きを反映して「生産品種・分野の拡大、

多様化」（13％）「独自技術の開発」（13％）も多くなっている。 

 

Ⅲ - 4 - 1 2 　 生 産 、 技 術 面 で 特 に 重 視 し て い る こ と
生 産 、 技 術 面 で 特 に 重 視 し て い る こ と
製 造 コ ス
ト の 削 減

納 期 短 縮 精 度 向 上 技 術 対 応
力 の 強 化

生 産 品
種 ・ 分 野
の 拡 大 、
多 様 化

独 自 技 術
の 開 発

難 加 工 技
術 の 強 化

取 引 先 へ
の 技 術 提
案 力 強 化

増 加 3 6 2 9 2 4 1 8 1 8 1 6 1 1 . 0 1 7
( % ) 3 8 . 3 3 0 . 9 2 5 . 5 1 9 . 1 1 9 . 1 1 7 . 0 1 1 . 7 1 8 . 1
横 ば い 1 0 0 8 0 7 5 3 2 2 1 2 3 2 2 1 2
( % ) 4 7 . 2 3 7 . 7 3 5 . 4 1 5 . 1 9 . 9 1 0 . 8 1 0 . 4 5 . 7
減 少 2 9 2 6 2 5 1 9 1 0 1 0 6 6
( % ) 3 6 . 7 3 2 . 9 3 1 . 6 2 4 . 1 1 2 . 7 1 2 . 7 7 . 6 7 . 6

合 計 1 6 5 1 3 5 1 2 4 6 9 4 9 4 9 3 9 3 5
( % ) 4 2 . 9 3 5 . 1 3 2 . 2 1 7 . 9 1 2 . 7 1 2 . 7 1 0 . 1 9 . 1

専 門 化 特 注 ( 一
品 生 産 ）
化

生 産 ネ ッ
ト ワ ー ク
の 形 成 ・
強 化

技 術 ・ ノ
ウ ハ ウ の
流 出 防 止

生 産 品
種 ・ 分 野
の 絞 込 み

自 社 製 品
保 有 へ の
取 組

そ の 他 合 計

7 5 . 0 2 1 1 2 0 9 4
7 . 4 5 . 3 2 . 1 1 . 1 1 . 1 2 . 1 0 . 0 2 4 . 4

1 4 1 3 5 5 7 2 5 2 1 2
6 . 6 6 . 1 2 . 4 2 . 4 3 . 3 0 . 9 2 . 4 5 5 . 1

8 7 5 5 1 5 0 7 9
1 0 . 1 8 . 9 6 . 3 6 . 3 1 . 3 6 . 3 0 . 0 2 0 . 5

2 9 2 5 1 2 1 1 9 9 5 3 8 5
7 . 5 6 . 5 3 . 1 2 . 9 2 . 3 2 . 3 1 . 3 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答

取 引 先 数
の 変 化

 
 

そこで、取引先数の変化が生産、技術面の企業の対応の方向とどのように関連している

かをみると、取引先数の変化にかかわらず「製造コストの削減」「納期短縮」「精度向上」

に関しては高い割合を示しており、事業環境変化のなかで多くの企業が生産面での対応を

広くおこなっていることがわかる。これに対して、取引先数が増加している企業をみると、

「取引先への技術提案力強化」（18％）「生産品種・分野の拡大・多様化」（19％）「独自技

術の開発」（17％）で、取引先数が横ばいや減少した企業に比べて、高い割合となっており、

取引先を増加させている企業では、新たな取引先の開拓に向けて技術提案力の強化を図る

企業や受注の間口を広げるため新たな分野や品種の生産に取り組む企業、独自技術の開発

に努める企業が多く、こうした企業の姿勢が新たな取引先の確保につながっていることが

わかる。 

他方、取引先数が減少している企業を見ると、割合自体はそれほど大きくはないが、取

引先増加企業や横ばい企業に比べて「専門化」（10％）「特注（一品生産）化」（9％）のほ

か、「技術・ノウハウの流出防止」（6％）「生産ネットワークの形成強化」（6％）「自社製品

保有への取り組み」（6％）といった項目でやや高い割合を示している。取引先が減少して

いる企業のなかには、市場の縮小や取引先からの取引の絞り込みや取引先の転・廃業によ

る取引先の減少ばかりでなく、「専門化」や「特注品（一品生産）化」を図ることによって

積極的に取引先を絞り込み、そのために専門性を活かす目的で「生産ネットワークの形成・

強化」を図る企業、「技術・ノウハウの流出」に気を配る企業や、「自社製品保有」に取り

組む企業がみられることがわかる。 
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第 4 章 素形材関連産業の事業の現状と事業展開の方向 

 前章では、大阪の素形材関連産業を取り巻く事業環境変化の状況と環境変化が事業に及

ぼす影響について検討し、受注単価の下落をはじめとする事業環境の厳しさが続いている

なかで、生産や技術面での対応や新規取引の開拓に向けた姿勢がみられることをみてきた

が、ここでは、現在の素形関連製造業の事業状況を取引や生産をはじめとする幾つかの側

面から特徴を捉えていく。 

 

１．取引 

日本のものづくりの特徴を最も端的に現しているのが、セットメーカーを頂点にして、

一次部品メーカー、二次部品メーカーから外注加工メーカーへと連なるピラミッド構造を

有する生産・取引関係の下に、効率的な生産・部品調達体制を構築してきたことにある。

そして、この生産・調達体制を細分化していくと、その一つひとつは、特定取引先との長

期間に及ぶ安定した取引関係から成り立っている。 

そこでまずここでは、大阪の素形材関連企業の取引の状況が現在どのようになっている

のかを検討していく。 

 

（１）取引先数 

まず、回答企業の取引先数をみると、規模別では従業者規模 20 人未満の企業が 6 割を占

めるなど、大半が規模の小さな企業からなっていることから、7 割近い企業が取引先数 30

社未満であり、50 社以上の取引先を抱える企業は 2 割に止まっている（図表Ⅳ-1-1）。 

 

図 表 Ⅳ - 1 - 1 　 取 引 先 数
取 引 先 数 合 計
5 社 未 満 5 ～ 1 0 社

未 満
1 0 ～ 3 0 社
未 満

3 0 ～ 5 0 社
未 満

5 0 ～ 1 0 0
社 未 満

1 0 0 社 以
上

業 種 金 型 製 造 6 4 3 7 3 4 6 2 2 1 4 5
( % ) 4 4 . 1 2 5 . 5 2 3 . 4 4 . 1 1 . 4 1 . 4 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 1 4 7 1 8 8 1 2 2 6 1
( % ) 2 3 . 0 1 1 . 5 2 9 . 5 1 3 . 1 1 9 . 7 3 . 3 1 0 0 . 0
鋳 造 3 4 1 1 2 6 1 2 7
( % ) 1 1 . 1 1 4 . 8 4 0 . 7 7 . 4 2 2 . 2 3 . 7 1 0 0 . 0
鍛 造 1 1 4 2 0 2 1 0
( % ) 1 0 . 0 1 0 . 0 4 0 . 0 2 0 . 0 0 . 0 2 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 2 3 3 2 2 0 1 2
( % ) 1 6 . 7 2 5 . 0 2 5 . 0 1 6 . 7 1 6 . 7 0 . 0 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 6 6 1 2 3 4 1 3 2
( % ) 1 8 . 8 1 8 . 8 3 7 . 5 9 . 4 1 2 . 5 3 . 1 1 0 0 . 0
熱 処 理 2 2 1 3 3 4 1 5
( % ) 1 3 . 3 1 3 . 3 6 . 7 2 0 . 0 2 0 . 0 2 6 . 7 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 5 3 1 7 1 0 2 0 2 1 7 6
( % ) 6 . 6 3 . 9 2 2 . 4 1 3 . 2 2 6 . 3 2 7 . 6 1 0 0 . 0
そ の 他 3 2 8 2 1 2 1 8
( % ) 1 6 . 7 1 1 . 1 4 4 . 4 1 1 . 1 5 . 6 1 1 . 1 1 0 0 . 0

合 計 1 0 0 6 5 1 0 8 3 8 5 0 3 5 3 9 6
( % ) 2 5 . 3 1 6 . 4 2 7 . 3 9 . 6 1 2 . 6 8 . 8 1 0 0 . 0  
 

ただ、業種別にみると、取引先数に明確な格差がみられ、業種ごとの事業特性が取引先

数に強く関わっていることがわかる。 

従業者数 10 人未満の企業が過半数を占める「金型製造」では、取引先数 5 社未満の企業

が 44％を占め、10 社未満の企業では 7 割を占めており、取引を少数の特定取引先に依存す

る傾向が強いことが分かる。他方で、「メッキ、表面処理」では、取引先数が 50 社以上の

企業が過半数を占めており、「熱処理」では取引先数を 100 社以上抱える企業が 27％を占
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めるなど、多数の取引先と取引を行っている企業が多くを占めている。 

「金型製造」は、部品や成形品を量産するために必要となるマザーツールとしての役割

を果たすもので、それ自体は一品生産的な性格を強く持っている。そのため他の素形材関

連製造業に比べて従業者規模の小さな企業が多い傾向を有しているが、金型の精度を確保

することは、それを転写して作られる成形品の精度を確保するための欠くことのできない

重要な要素となる。そのため、金型の製作に際しては、発注元との綿密な摺り合わせや調

整が必要であり、企業規模の小ささもあって取引先数は他の業種に比べて絞られるものと

考えられる。 

一方、「メッキ、表面処理」「熱処理」は、加工すべき素材の支給を受けて、必要な加工

処理を行うものであり、受託加工としての色彩が最も強い業種であり、こうした業種特性

が取引先数の違いとなって表れているものと考えられる。 

 

（２）取引期間 

上記の取引先数を取引先との取引開始からの期間で見ると、取引先総数に占める取引開

始から 3 年未満の取引先数の割合が 50％を超えている企業が全体の 4 割を占めており、素

形材関連製造業全般に新たな取引先確保の動きが進んでいることを示している（図表Ⅳ

-1-2）。他方で、取引開始から 10 年以上の取引先数の取引先数全体に占める割合が 90％以

上の企業も 4 割に達しており、新規取引先を確保している企業と引き続き従前の取引先と

の取引割合が高い企業とに大きく二分されていることがわかる（図表Ⅳ-1-3）。 

 

Ⅳ -1-2　３年 未 満 取 引 先 の 取 引 先 全 体 に 占 め る割 合
３ 年 未 満 取 引 先 の 取 引 先 全 体 に 占 め る 割 合 合 計
10％ 未 満 30％ 未 満 50％ 未 満 80％ 未 満 90％ 未 満 90％ 以 上

業 種 金 型 製 造 29 40 26 27 4 17 143
(%) 20.3 28.0 18.2 18.9 2.8 11.9 100.0
金 属 プ レ ス 12 28 9 4 0 5 58
(%) 20.7 48.3 15.5 6.9 0.0 8.6 100.0
鋳 造 5 14 4 3 0 0 26
(%) 19.2 53.8 15.4 11.5 0.0 0.0 100.0
鍛 造 3 4 0 3 0 0 10
(%) 30.0 40.0 0.0 30.0 0.0 0.0 100.0
ダ イ カ ス ト 2 6 1 3 0 0 12
(%) 16.7 50.0 8.3 25.0 0.0 0.0 100.0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 7 12 5 6 0 1 31
(%) 22.6 38.7 16.1 19.4 0.0 3.2 100.0
熱 処 理 5 4 4 2 0 0 15
(%) 33.3 26.7 26.7 13.3 0.0 0.0 100.0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 11 39 12 6 0 6 74
(%) 14.9 52.7 16.2 8.1 0.0 8.1 100.0
そ の 他 5 5 4 2 0 0 16
(%) 31.3 31.3 25.0 12.5 0.0 0.0 100.0

合 計 79 152 65 56 4 29 385
(%) 20.5 39.5 16.9 14.5 1.0 7.5 100.0  
 

次に、現在最も取引額の大きな取引先との取引開始からの期間をみると、取引期間が「10

年以上」の企業が全体の 8 割を占めており、業種別にみても大きな相違はみられない。上

記のように、新規取引先の確保が進んでいるとはいえ、多くの企業が大幅な取引先の変化

を被っているというよりも、既存取引先との安定的な取引を継続しつつも、事業環境の変

化に応じて新たな取引先の確保にも努めていることを表わしているといえよう（図表Ⅳ

-1-4）。 
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Ⅳ-1-3　10年以上取引先の取引先全体に占める割合
10年以上取引先率 合計
10％未満 30％未満 50％未満 80％未満 90％未満 90％以上

業種 金型製造 4 5 7 53 11 65 145
(%) 2.8 3.4 4.8 36.6 7.6 44.8 100.0
金属プレス 3 4 7 22 4 21 61
(%) 4.9 6.6 11.5 36.1 6.6 34.4 100.0
鋳造 0 0 0 11 3 13 27
(%) 0.0 0.0 0.0 40.7 11.1 48.1 100.0
鍛造 0 0 0 4 1 5 10
(%) 0.0 0.0 0.0 40.0 10.0 50.0 100.0
ダイカスト 0 1 1 3 0 7 12
(%) 0.0 8.3 8.3 25.0 0.0 58.3 100.0
プラスチック成形 0 3 2 13 2 11 31
(%) 0.0 9.7 6.5 41.9 6.5 35.5 100.0
熱処理 0 1 1 2 2 9 15
(%) 0.0 6.7 6.7 13.3 13.3 60.0 100.0
メッキ、表面処理 1 6 9 30 9 19 74
(%) 1.4 8.1 12.2 40.5 12.2 25.7 100.0
その他 1 1 0 7 0 9 18
(%) 5.6 5.6 0.0 38.9 0.0 50.0 100.0

合計 9 21 27 145 32 159 393
(%) 2.3 5.3 6.9 36.9 8.1 40.5 100.0  
 

図表Ⅳ-1-4　最大取引先との取引開始からの期間
最大取引先との取引開始からの期間 合計
3年未満 3年以上5

年未満
5年以上
10年未満

10年以上

業種 金型製造 4 10 16 118 148
(%) 2.7 6.8 10.8 79.7 100.0
金属プレス 2 5 5 52 64
(%) 3.1 7.8 7.8 81.3 100.0
鋳造 0 0 4 24 28
(%) 0.0 0.0 14.3 85.7 100.0
鍛造 0 0 2 8 10
(%) 0.0 0.0 20.0 80.0 100.0
ダイカスト 0 1 2 9 12
(%) 0.0 8.3 16.7 75.0 100.0
プラスチック成形 1 3 3 25 32
(%) 3.1 9.4 9.4 78.1 100.0
熱処理 0 1 2 13 16
(%) 0.0 6.3 12.5 81.3 100.0
メッキ、表面処理 2 4 7 67 80
(%) 2.5 5.0 8.8 83.8 100.0
その他 0 0 2 16 18
(%) 0.0 0.0 11.1 88.9 100.0

合計 9 24 43 332 408
(%) 2.2 5.9 10.5 81.4 100.0  
 

（３）上位取引先への依存度 

そこで、取引先上位企業 3 社の取引額合計がその企業の取引総額に占める割合をみると、

「50～80％未満」の企業が 3 分の 1 を占めるものの、「50％未満」の企業も約 3 割、「80％

以上」の企業も 38％を占めており、企業によって上位取引先への依存度にばらつきがある

ことがわかる（図表Ⅳ-1-5）。もちろん、業種別にみると、取引先数の少ない企業が多かっ

た「金型製造」では「90％以上」とする企業が 3 割に達するなど、高い依存度を示す割合

が高いのに対して、取引先数の多い企業の割合が高かった「メッキ、表面処理」「熱処理」

では「50％未満」が過半数に達するなど、取引先数の多寡と上位取引先への依存度とは強

く関連しているものの、各業種ともに依存度が「50％未満」の割合もある程度の割合に達

するなど、ばらつきが認められる。 
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図表Ⅳ -1-5　上位 3社の 取引割合
上位 3社の取引割合 合計

10％未満
10～ 30％
未満

30～ 50％
未満

50～ 80％
未満

80～ 90％
未満 90％以上

業種 金型製造 0 6 12 53 30 45 146
(%) 0.0 4.1 8.2 36.3 20.5 30.8 100.0
金属プレス 0 4 15 21 9 15 64
(%) 0.0 6.3 23.4 32.8 14.1 23.4 100.0
鋳造 0 2 4 13 4 3 26
(%) 0.0 7.7 15.4 50.0 15.4 11.5 100.0
鍛造 0 2 3 3 1 1 10
(%) 0.0 20.0 30.0 30.0 10.0 10.0 100.0
ダイカスト 0 1 3 5 2 1 12
(%) 0.0 8.3 25.0 41.7 16.7 8.3 100.0
プラスチック 成形 0 2 6 7 8 9 32
(%) 0.0 6.3 18.8 21.9 25.0 28.1 100.0
熱処理 0 4 4 6 0 1 15
(%) 0.0 26.7 26.7 40.0 0.0 6.7 100.0
メッキ、表面処理 1 20 23 22 6 7 79
(%) 1.3 25.3 29.1 27.8 7.6 8.9 100.0
その他 0 2 4 3 5 4 18
(%) 0.0 11.1 22.2 16.7 27.8 22.2 100.0

合計 1 43 74 133 65 86 402
(%) 0.2 10.7 18.4 33.1 16.2 21.4 100.0  
 

上位取引先への依存度が売上高の変化とどのように関連しているのかをみると、上位取

引先 3 社への取引依存度が低い企業ほど、売上高が「増加傾向」とする割合が高く、依存

度が「10％～30％未満」の企業では 57％で売上高が「増加傾向」である（図表Ⅳ-1-6）。 

事業環境が激しく変化するなかで、特定取引先への取引の集中を避け、多様な取引先を

確保することによって、売上げの確保・拡大を可能にしているものと考えられる。 

 

図表Ⅳ-1-6　上位3社の取引割合と売上高の変化の相関
売上高の変化 合計
増加傾向 ほぼ横ば

い
減少傾向

10％未満 0 1 0 1
(%) 0.0 100.0 0.0 100.0
10～30％未満 25 15 4 44
(%) 56.8 34.1 9.1 100.0
30～50％未満 26 29 19 74
(%) 35.1 39.2 25.7 100.0
50～80％未満 45 51 37 133
(%) 33.8 38.3 27.8 100.0
80～90％未満 21 28 16 65
(%) 32.3 43.1 24.6 100.0
90％以上 21 42 23 86
(%) 24.4 48.8 26.7 100.0

合計 138 166 99 403
(%) 34.2 41.2 24.6 100.0

階層別上
位3社の
取引割合

 
 

また、上位取引先 3 社への依存度の割合変化をみると、「横ばい」の企業がほぼ半数を占

めまた、業種によるばらつきは認められるものの、割合が「拡大している」企業と「減少

している」企業がほぼ同数となっており、二極化する傾向がみられる（図表Ⅳ-1-7）。 

以下の分析では、新規取引先の確保と特定取引先への依存度という取引の特徴の視点を

中心に取引関係、生産構造の特質、変化など、大阪の素形材関連産業の特徴を抽出するこ

とを試みていく。 
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図 表 Ⅳ -1 - 7　 上 位 3社 取 引 先 取 引 割 合 の 変 化
合 計

割 合 は 拡 大
し て い る

横 ば い 程 度 割 合 は 減 少
し て い る

業 種 金 型 製 造 34 7 4 3 8 1 4 6
( % ) 2 3 . 3 5 0 . 7 2 6 . 0 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 14 4 5 5 6 4
( % ) 2 1 . 9 7 0 . 3 7 . 8 1 0 0 . 0
鋳 造 1 2 1 2 3 2 7
( % ) 4 4 . 4 4 4 . 4 1 1 . 1 1 0 0 . 0
鍛 造 3 6 1 1 0
( % ) 3 0 . 0 6 0 . 0 1 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 5 5 2 1 2
( % ) 4 1 . 7 4 1 . 7 1 6 . 7 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 11 1 0 1 1 3 2
( % ) 3 4 . 4 3 1 . 3 3 4 . 4 1 0 0 . 0
熱 処 理 7 8 0 1 5
( % ) 4 6 . 7 5 3 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 14 3 7 2 8 7 9
( % ) 1 7 . 7 4 6 . 8 3 5 . 4 1 0 0 . 0
そ の 他 4 1 0 4 1 8
( % ) 2 2 . 2 5 5 . 6 2 2 . 2 1 0 0 . 0

合 計 1 0 4 2 0 7 9 2 4 0 3
( % ) 2 5 . 8 5 1 . 4 2 2 . 8 1 0 0 . 0

上 位 3社 取 引 先 取 引 割 合 の 変 化

 
 

（４）今後の受注・取引の方針 

今後の受注・取引の方針をみると、「主要取引先との安定的な取引の継続」が 64％と最

も多く、既存取引の安定的な確保を重視する企業が多くを占めていることがわかるが、他

方で「新たな取引先（国内）の開拓」も 61％に達している。他方で「主要取引先との取引

の一層の拡大」は 33％に止まっている（図表Ⅳ-1-8）。 

 

図 表 Ⅳ -1 - 8　 今 後 の 受 注 ・ 取 引 の 方 針
今 後 の 受 注 ・ 取 引 の 方 針 合 計
主 要 取 引
先 と の 安
定 的 な 取
引 の 継 続

主 要 取 引
先 と の 取
引 の 一 層
の 拡 大

新 た な 取
引 先 （ 国
内 ） の 開
拓

海 外 販 路
の 開 拓

業 種 金 型 製 造 10 3 4 6 7 6 1 0 1 4 8
( % ) 6 9 . 6 3 1 . 1 5 1 . 4 6 . 8 3 6 . 4
金 属 プ レ ス 40 2 8 4 2 3 6 4
( % ) 6 2 . 5 4 3 . 8 6 5 . 6 4 . 7 1 5 . 7
鋳 造 2 2 4 1 9 0 2 8
( % ) 7 8 . 6 1 4 . 3 6 7 . 9 0 . 0 6 . 9
鍛 造 9 2 3 0 1 0
( % ) 9 0 . 0 2 0 . 0 3 0 . 0 0 . 0 2 . 5
ダ イ カ ス ト 7 6 8 0 1 2
( % ) 5 8 . 3 5 0 . 0 6 6 . 7 0 . 0 2 . 9
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 13 1 4 2 2 3 3 2
( % ) 4 0 . 6 4 3 . 8 6 8 . 6 9 . 4 7 . 9
熱 処 理 7 9 1 0 0 1 6
( % ) 4 3 . 8 5 6 . 3 6 2 . 5 0 . 0 3 . 9
メ ッ キ 、 表 面 処 理 47 2 3 5 6 1 7 9
( % ) 5 9 . 5 2 9 . 1 7 0 . 9 1 . 3 1 9 . 4
そ の 他 12 3 1 2 0 1 8
( % ) 6 6 . 7 1 6 . 7 6 6 . 7 0 . 0 4 . 4

合 計 2 6 0 1 3 5 2 4 8 1 7 4 0 7
( % ) 6 3 . 9 3 3 . 2 6 0 . 9 4 . 2 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答  
 

既存の主要取引先との安定的な取引を重視しつつも、事業環境が大きく変化するなかで、

主要取引先との一層の取引の拡大に向かうよりも、新たな取引先を開拓してリスク分散を

図ることや、成長性の高い分野や企業との新規の取引を確保することによって一層の発展

を図ろうとしているものと考えられ、先の取引の状況における新規取引の開拓が進んでい

ることを裏付ける結果となっている。 
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ただ、この新たな取引先の開拓に向かおうとする姿勢も、あくまで、国内に限られたも

のであり、「海外販路の開拓」の方針を示す企業はわずか 4％に止まっている。近年のもの

づくりにおける生産拠点の海外シフトの流れのなかでも、素形材関連製造業の海外へ向か

うエネルギーは決して大きくはないことがわかる。 

 

（５）海外取引 

そこで、回答企業の海外取引の状況をみると、「海外企業との取引はない」が 6 割を超え

ており、大半の企業が国内での取引に終始していることがわかる。ただ、4 割近くの企業

が海外取引をおこなっており、ものづくりの国際化が進むなかで海外との取引実績を持つ

ようになった企業も少なくない（図表Ⅳ-1-9）。 

 

図 表 Ⅳ - 1 - 9 　 現 在 の 海 外 企 業 と の 取 引 状 況
 現 在 の 海 外 企 業 と の 取 引 状 況 合 計
日 系 以 外
の 企 業 と
の 直 取 引

日 系 企 業
と の 直 取
引

日 系 以 外
の 企 業 と
の 商 社 経
由 の 取 引

日 系 企 業
と の 商 社
経 由 の 取
引

国 内 取 引
先 を 通 じ
た 取 引

海 外 企 業
と の 取 引
は な い

業 種 金 型 製 造 7 5 1 5 8 5 2 5 7 6 1 2 5
( % ) 5 . 6 1 2 . 0 6 . 4 4 . 0 2 0 . 0 6 0 . 8 3 6 . 0
金 属 プ レ ス 2 9 1 4 1 3 3 2 5 6
( % ) 3 . 6 1 6 . 1 1 . 8 7 . 1 2 3 . 2 5 7 . 1 1 6 . 1
鋳 造 2 3 3 0 1 1 6 2 5
( % ) 8 . 0 1 2 . 0 1 2 . 0 0 . 0 4 . 0 6 4 . 0 7 . 2
鍛 造 0 1 0 0 5 3 9
( % ) 0 . 0 1 1 . 1 0 . 0 0 . 0 5 5 . 6 3 3 . 3 2 . 6
ダ イ カ ス ト 2 0 1 1 1 6 1 0
( % ) 2 0 . 0 0 . 0 1 0 . 0 1 0 . 0 1 0 . 0 6 0 . 0 2 . 9
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 6 2 3 1 0 1 3 3 0
( % ) 3 . 3 2 0 . 0 6 . 7 1 0 . 0 3 3 . 3 4 3 . 3 8 . 6
熱 処 理 0 0 . 0 1 1 3 1 1 1 4
( % ) 0 . 0 0 . 0 7 . 1 7 . 1 2 1 . 4 7 8 . 6 4 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 3 4 3 2 1 3 4 3 6 2
( % ) 4 . 8 6 . 5 4 . 8 3 . 2 2 1 . 0 6 9 . 4 1 7 . 9
そ の 他 0 2 1 1 2 1 3 1 6
( % ) 0 . 0 1 2 . 5 6 . 3 6 . 3 1 2 . 5 8 1 . 3 4 . 6

合 計 1 7 4 0 2 0 1 7 7 3 2 1 3 3 4 7
( % ) 4 . 9 1 1 . 5 5 . 8 4 . 9 2 1 . 0 6 1 . 4 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答  
 

その海外取引の内容をみると、「国内取引先（メーカー）を通じた取引」がもっとも多く、

21％を占めている。次いで「日系企業との直接取引」が 12％と多くなっており、日本の製

造業の海外展開に応じて、国内における取引関係の延長で海外との取引に進む企業が多い

ことがわかる。 

他方、割合は少ないものの、「日系以外の企業との商社経由の取引」（6％）や「日系以外

の企業との直接取引」（5％）もみられ、徐々にではあるが、海外企業との取引を実現する

企業が現れていることがわかる。 

 

（６）主要取引先の所在地 

上記でみたように、海外取引をおこなう素形材関連企業はあまり多くはない。そこで、

その主要取引先の所在地をみると、取引先の「ほとんどが大阪府内に立地」している企業

が 62％と大半を占めており、また、「大阪府以外の近畿圏内に立地」する企業も 44％と多

く、素形材関連企業の多くが近隣の企業との取引を主体としていることがわかる（図表Ⅳ

-1-10）。 
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図表Ⅳ-1-10　主要な取引先の所在地
主要な取引先の所在地 合計
ほとんど
が大阪府
内に立地

府外の近
畿圏内に
立地

近畿圏を
除く西日
本に立地

西日本を
除く国内
に立地

ある程度
海外にも
立地

ほとんど
海外に立
地

業種 金型製造 83 68 16 35 13 0 145
(%) 57.2 46.9 11.0 24.1 9.0 0.0 36.1
金属プレス 43 27 7 9 4 2 64
(%) 67.2 42.2 10.9 14.1 6.3 3.1 15.9
鋳造 14 15 5 8 0 0 27
(%) 51.9 55.6 18.5 29.6 0.0 0.0 6.7
鍛造 7 6 3 3 1 0 10
(%) 70.0 60.0 30.0 30.0 10.0 0.0 2.5
ダイカスト 7 6 1 2 1 0 12
(%) 58.3 50.0 8.3 16.7 8.3 0.0 3.0
プラスチック成形 15 14 4 11 8 1 32
(%) 46.9 43.8 12.5 34.4 25.0 3.1 8.0
熱処理 12 5 0 1 0 0 16
(%) 75.0 31.3 0.0 6.3 0.0 0.0 4.0
メッキ、表面処理 58 26 10 7 2 1 79
(%) 73.4 32.9 12.7 8.9 2.5 1.3 19.7
その他 9 9 2 2 1 0 17
(%) 52.9 52.9 11.8 11.8 5.9 0.0 4.2

合計 248 176 48 78 30 4 402
(%) 61.7 43.8 11.9 19.4 7.5 1.0 100.0

注：複数回答  

 

また、主要取引先の近畿圏外立地の状況をみると、「近畿圏を除く西日本に立地」する企

業は 12％であるのに対して、「西日本を除く国内に立地」する企業は 19％と多くなってい

る。これは、主要取引先の大半が近畿圏内に立地することから分かるように、素形材関連

製造業の取引はユーザーとなる取引先の近隣に立地する需要地立地の傾向が強かったが、

こうした傾向が幾分変容していることを思わせる結果である。 

そこで、この主な取引先の所在地と取引先との取引期間との関連をみると、取引開始か

らの取引期間 3 年未満の取引先数が全ての取引先数に占める割合が 3 割未満の企業に比べ

て 3 割以上の企業で、主要取引先が「西日本を除く国内に立地」の割合が高くなっており、

西日本のエリアを超えて、中部や関東など他地域で新たに取引先を確保している状況をう

かがわせている（図表Ⅳ-1-11）。 

 

図表Ⅳ-1-11　  主要取引先の所在地（３年未満取引先の割合別）
主要取引先の所在地 合計
ほとんど
が大阪府
内

府外の近
畿圏内に
立地

近畿圏を
除く西日
本に立地

西日本を
除く国内
に立地

ある程度
海外にも
立地

ほとんど
海外に立
地

10％未満 44 32 11 14 4 0 76
(%) 57.9 42.1 14.5 18.4 5.3 0.0 20.0
30％未満 102 63 17 27 15 4 150
(%) 68.0 42.0 11.3 18.0 10.0 2.7 39.5
50％未満 39 28 8 16 4.0 0 65
(%) 60.0 43.1 12.3 24.6 6.2 0.0 17.1
80％未満 26 30 5 15 5 0 56
(%) 46.4 53.6 8.9 26.8 8.9 0.0 14.7
90％未満 1 2 2 0 0.0 0 4
(%) 25.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 1.1
90％以上 19 13 3 5 2 0 29
(%) 65.5 44.8 10.3 17.2 6.9 0.0 7.6

合計 231 168 46 77 30.0 4 380
(%) 60.8 44.2 12.1 20.3 7.9 1.1 100.0

注：複数回答

３年未満
取引先数
の取引先
数全体に
占める割
合
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他方、主な取引先の所在地と主要取引先との取引割合の変化との関連をみると、取引総

額に占める取引先上位 3 社合計の取引割合が「拡大している」企業では、「横ばい」または

「縮小している」企業に比べて、「ほとんどが大阪府内に立地」の割合が低く、その分「府

外の近畿圏内に立地」「近畿圏を除く西日本に立地」「西日本を除く国内に立地」の割合が

高くなっていることがわかる（図表Ⅳ-1-12）。上記で見たように、素形材関連企業全般に

は大阪府内を中心に近隣地域の企業との取引が多くを占めている状況を考慮に入れると、

上位 3 社との取引割合が高まっている企業ほど、大阪府域を離れてより遠方の企業との取

引へと取引先が広がっているものと考えられる。 

 

 

図表Ⅳ-1-12　主要取引先の所在地（上位３社割合の変化別）
主要取引先の所在地 合計
ほとんど
が大阪府
内

府外の近
畿圏内に
立地

近畿圏を
除く西日
本に立地

西日本を
除く国内
に立地

ある程度
海外にも
立地

ほとんど
海外に立
地

拡大している 45 54 14 27 8 3 103
(%) 43.7 52.4 13.6 26.2 7.8 2.9 25.9
横ばい程度 140 84 24 40 16 1 204
(%) 68.6 41.2 11.8 19.6 7.8 0.5 51.3
縮小している 59 37 10 11 6.0 0 91
(%) 64.8 40.7 11.0 12.1 6.6 0.0 22.9

合計 244 175 48 78 30.0 4 398
(%) 61.3 44.0 12.1 19.6 7.5 1.0 100.0

注：複数回答

上位3社
割合の変
化

 
 

近年、製造業においても受注を確保できる企業とできない企業との間で企業間格差が拡

大していると言われているが、上記の集計結果からは、主要な取引先からの受注を拡大さ

せ、取引割合を高められる企業ほど、府域を超えて新規の取引先の確保にも結び付けてい

ることを推察することができ、素形材関連企業においても、受注の確保・拡大ができてい

る企業とそうでない企業との間で企業間格差の拡大が進んでいるものと考えられる。 

そこで、上記の上位取引先の取引割合と主要取引先所在地との関連を企業の売上高の変

化状況別にみてみよう。 

まず、売上高が増加傾向の企業と減少傾向の企業の違いとして、売上高が増加傾向の企

業では、上位取引先への依存度が拡大している企業がおよそ半数に上るのに対して、減少

傾向の企業では、大半の企業が上位取引先への依存度が横ばいないしは低下していること

がわかる（図表Ⅳ-1-13-①、②）。次に、売上高が増加傾向の主要取引先の所在地は、先に

みた全体の集計結果に比べて、上位取引先との取引割合が拡大している企業で更に「ほと

んど大阪府内」の割合が低く「西日本を除く国内に立地」する割合が高くなっている。 

最近の全国の工業生産額の変化をみると、大阪府のウェイトが着実に低下する一方で、

中部、関東などの西日本以外の地域のウェイトが高まってきており、高い技術力や高い問

題解決能力などの競争力を有している企業が、上位取引先からの受注を拡大させるととも

に、工業生産のウェイトが高まっている地域からの取引を確保していることを示している

といえよう。 
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図 表 Ⅳ -1-13-① 　 主 要 取 引 先 の 所 在 地 （ 上 位 ３ 社 割 合 の 変 化 別 、 売 上 増 加 企 業 ）
主 要 取 引 先 の 所 在 地 合 計
ほ と ん ど
が 大 阪 府
内

府 外 の 近
畿 圏 内 に
立 地

近 畿 圏 を
除 く 西 日
本 に 立 地

西 日 本 を
除 く 国 内
に 立 地

あ る 程 度
海 外 に も
立 地

ほ と ん ど
海 外 に 立
地

拡 大 し て い る 25 34 7 21 2 3 67
(%) 37.3 50.7 10.4 31.3 3.0 4.5 49.3
横 ば い 程 度 37 29 11 17 8 0 56
(%) 66.1 51.8 19.6 30.4 14.3 0.0 41.2
縮 小 し て い る 7 4 2 2 2.0 0 13
(%) 53.8 30.8 15.4 15.4 15.4 0.0 9.6

合 計 69 67 20 40 12.0 3 136
(%) 50.7 49.3 14.7 29.4 8.8 2.2 100.0

注 ： 複 数 回 答

図 表 Ⅳ -1-13-② 　 主 要 取 引 先 の 所 在 地 （ 上 位 ３ 社 割 合 の 変 化 別 、 売 上 減 少 企 業 ）
主 要 取 引 先 の 所 在 地 合 計
ほ と ん ど
が 大 阪 府
内

府 外 の 近
畿 圏 内 に
立 地

近 畿 圏 を
除 く 西 日
本 に 立 地

西 日 本 を
除 く 国 内
に 立 地

あ る 程 度
海 外 に も
立 地

ほ と ん ど
海 外 に 立
地

拡 大 し て い る 2 3 1 2 0 0 4
(%) 50.0 75.0 25.0 50.0 0.0 0.0 4.0
横 ば い 程 度 28 13 1 4 1 1 41
(%) 68.3 31.7 2.4 9.8 2.4 2.4 41.4
縮 小 し て い る 33 22 6 5 3 0 54
(%) 61.1 40.7 11.1 9.3 5.6 0.0 54.5

合 計 63 38 8 11 4 1 99
(%) 63.6 38.4 8.1 11.1 4.0 1.0 100.0

注 ： 複 数 回 答

上 位 3社
割 合 の 変
化

上 位 3社
割 合 の 変
化

 
 

（７）開発段階からの参加による取引関係の変化 

以上の分析から、売上高が増加傾向の企業の特徴は、特定取引先への取引依存度の割合

は低いながらも、最近ではその割合が高まっており、取引先の所在地では大阪府内が少な

く、西日本以外の国内に多く取引先を確保している、とまとめることができる。 

それでは、こうした取引先との関係は、取引先の開発への参画とどのようにかかわって

いるのであろうか。 

まず、受注確保に際して回答企業は取引先の開発段階にどの程度かかわっているのかを

みると、開発段階から参画して受注を確保することのある企業が 54％と、全体の過半数を

占めている（図表Ⅳ-1-14）。 

 

図 表 Ⅳ -1-14　 開 発 段 階 か ら の 参 画  の 有 無
開 発 段 階 か ら の 参 画 合 計
あ る な い

業 種 金 型 製 造 78 66 144
(%) 54.2 45.8 100.0
金 属 プ レ ス 39 24 63
(%) 61.9 38.1 100.0
鋳 造 18 10 28
(%) 64.3 35.7 100.0
鍛 造 4 6 10
(%) 40.0 60.0 100.0
ダ イ カ ス ト 8 4 12
(%) 66.7 33.3 100.0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 22 10 32
(%) 68.8 31.3 100.0
熱 処 理 10 6 16
(%) 62.5 37.5 100.0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 31 48 79
(%) 39.2 60.8 100.0
そ の 他 7 11 18
(%) 38.9 61.1 100.0

合 計 217 185 402
(%) 54.0 46.0 100.0  
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素形材関連企業は、製品の開発から組立へとつながるものづくりの流れのなかで、開発

の最終段階で素材、仕様が定められた部品を量産し、製品化のための組立へとつなげる役

割に位置し、製品の開発と量産を結びつける役割を果たしている。したがって製品開発へ

の関与の度合いが、その素形材関連企業がどの程度重要な部品生産にかかわることができ

るのかの力量を反映するものと考えられる。 

そこで、次にこの開発段階からの関与の有無と、取引先数に占める取引開始から 3 年未

満の取引先数の割合との関連をみると、取引開始から 3 年未満の新しい取引先の割合が 3

割を超える企業では、開発段階からの参画経験のある企業が参加経験のない企業に比べて

高い割合となっており、参画経験のある企業の 4 社に 1 社は 3 年未満の新しい取引先が取

引先数の半数を超えている（図表Ⅳ-1-15）。 

 

図表Ⅳ-1-15　３年未満取引先数の取引先数に占める割合（開発段階からの参画の有無別）
３年未満取引先率 合計
10％未満 30％未満 50％未満 80％未満 90％未満 90％以上

ある 37 77 38 37 4 13 206
(%) 18.0 37.4 18.4 18.0 1.9 6.3 100.0
ない 42 74 26 18 0 16 176
(%) 23.9 42.0 14.8 10.2 0.0 9.1 100.0

合計 79 151 64 55 4 29 382
(%) 20.7 39.5 16.8 14.4 1.0 7.6 100.0

開発段階
からの参
画

 

 

取引先の製品開発にかかわるには、一定レベル以上の高い技術水準や専門的な知識、ノ

ウハウ、提案力などが必要と考えられ、こうした能力を有していることが、新しい取引先

の確保に結びついているものといえよう。 

さらに、先に売上高との関連が認められた取引先上位 3 社との取引割合の変化との関連

をみると、開発段階からの参画経験のある企業は、経験のない企業に比べて上位取引先と

の取引割合が増加している企業が多いことがわかる（図表Ⅳ-1-16）。 

 

図表Ⅳ-1-16　上位3社取引先取引割合の変化（開発段階からの参画の有無別）
上位3社取引先取引割合の変化合計
割合は拡
大してい
る

横ばい程
度

割合は減
少してい
る

ある 64 107 42 213
(%) 30.0 50.2 19.7 100.0
ない 39 98 49 186
(%) 21.0 52.7 26.3 100.0

合計 103 205 91 399
(%) 25.8 51.4 22.8 100.0

開発段階
からの参
画

 
 

以上のように、既存取引を維持・拡大させ、新たな取引先を開拓する上で開発段階から

の参画と、そのために必要な様々な能力を保持していることが重要な要件となっているこ

とが示されている。 
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２．製造・加工、設備 

 

（１）工場数と工場所在地 

回答企業の工場数を見ると、大阪府内では「1 か所」の企業が 8 割に上っており、大阪

府以外の西日本に工場のある企業は８％、中部・東日本にある企業は４％と少数で、大半

の企業は大阪府内 1 工場の単独事業所であると思われる（図表Ⅳ-2-1）。また、中国をはじ

め海外の工場所有の有無を見ると、中国、中国以外のアジア地域、その他の海外ともに工

場を持つ企業は数パーセントに止まっており、中小企業の割合の高い素形材関連企業にと

って、海外での生産拠点確保は容易ではないといえよう。 

 

図表Ⅳ-2-1　地域別工場数
層別府内工場数
1か所 2～3か所 4～5か所 1か所 2～3か所 1か所 2～3か所

業種 金型製造 128 10 3 3 0 3 0
(%) 90.8 7.1 2.1 2.1 0.0 2.1 0.0
金属プレス 46 14 2 9 1 1 0
(%) 74.2 22.6 3.2 14.5 1.6 1.6 0.0
鋳造 21 3 0 4 0 4 0
(%) 87.5 12.5 0.0 16.7 0.0 16.7 0.0
鍛造 8 1 0 0 0 0 0
(%) 88.9 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ダイカスト 7 4 0 1 0 0 0
(%) 63.6 36.4 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0
プラスチック成形 20 10 0 2 4 1 0
(%) 66.7 33.3 0.0 6.7 13.3 3.3 0.0
熱処理 12 4 0 1 0 0 1
(%) 75.0 25.0 0.0 6.3 0.0 0.0 6.3
メッキ、表面処理 53 23 0 3 0 4 1
(%) 69.7 30.3 0.0 3.9 0.0 5.3 1.3
その他 12 4 1 2 0 1 0
(%) 70.6 23.5 5.9 11.8 0.0 5.9 0.0

合計 307 73 6 25 5 14 2
(%) 79.5 18.9 1.6 6.5 1.3 3.6 0.5

合計
1か所 2～3か所 1か所 2～3か所 1か所 2～3か所

0 1 1 0 0 0 141
0.0 0.7 0.7 0.0 0.0 0.0 100.0

3 0 1 0 1 0 62
4.8 0.0 1.6 0.0 1.6 0.0 100.0

1 0 0 0 1 0 24
4.2 0.0 0.0 0.0 4.2 0.0 100.0

1 0 0 0 0 0 9
11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

0 0 0 0 0 0 11
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

5 2 3 1 0 1 30
16.7 6.7 10.0 3.3 0.0 3.3 100.0

0 0 0 0 0 0 16
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

0 0 1 0 1 0 76
0.0 0.0 1.3 0.0 1.3 0.0 100.0

0 0 1 0 1 0 17
0.0 0.0 5.9 0.0 5.9 0.0 100.0

10 3 7 1 4 1 386
2.6 0.8 1.8 0.3 1.0 0.3 100.0

その他海外

西日本 中部・東日本

中国 アジア
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ただ、従業者数同様に工場の所在状況をみても業種により幾分のばらつきがみられる。

従業者数 20 人未満の企業が大半を占める「金型製造」では、９割が大阪府内に工場 1 か所

であり、大阪府以外に工場のある企業がほとんどないのに比べて、従業者 20 人～50 人未

満の企業の割合が高い「プラスチック」では、3 分の 1 の企業が大阪府内に複数の事業所

を持っており、西日本地域に工場のある企業も 2 割に上っている。また、「プラスチック」

では、中国をはじめアジア地域に工場を持つ企業も相当数に上っており、素形材関連業種

のなかで最もアジア地域への事業展開が進んでいることを示している。先に分析したよう

に、海外との競争激化や受注単価の下落を意識する企業が多かった「金型製造」「金属プレ

ス」「プラスチック」の業種のなかで、従業者規模のより大きな企業の割合が高かった「プ

ラスチック」において、コスト削減や生産の海外シフトのなかでアジア地域に生産拠点を

確保する企業が多いことがわかる。 

 

（２）製造・加工内容の変化 

ここまで分析してきたように、素形材関連製造業の事業の特性をみると、従業者規模が

小さく、日本のものづくり拠点のアジア地域へのシフトが続く状況のなかで、多くの企業

が、生産拠点も単独事業所であるなど、事業環境変化への適応には制約が多く、内外の事

業環境変化により厳しく晒されていることがわかる。 

そこで、最近 3 年間の製造・加工内容の変化をみると、「大きな変化はない」は 37％に

止まり、多くの企業が製造・加工内容を変化させていることがわかる。その内容をみると、

「製造・加工難度が高度化した」が 38％と最も多く、「新たな製造・加工方法が導入され

た」（23％）「ユーザーへの対応で生産体制が変化した」（19％）の順に多くを占めている（図

表Ⅳ-2-2）。 

 

図表Ⅳ-2-2　最近3年間の製造・加工内容の変化
最近3年間の製造・加工内容の変化 合計
製造・加
工難度が
高度化し
た

新たな製
造・加工
方法が導
入された

ユーザー
への対応
で生産体
制が変化
した

製品の内
容が大き
く変化し
た

生産規模
が大幅に
縮小した

技術が陳
腐化した

他の素
材、成型
分野を事
業化した

その他 大きな変
化はない

業種 金型製造 71 37 15 13 13 4 2 2 51 146
(%) 48.6 25.3 10.3 8.9 8.9 2.7 1.4 1.4 34.9 36.2
金属プレス 20 7 15 8 7 4 1 1 29 62
(%) 32.3 11.3 24.2 12.9 11.3 6.5 1.6 1.6 46.8 15.4
鋳造 8 3 10 4 3 2.0 1.0 1.0 11 28
(%) 28.6 10.7 35.7 14.3 10.7 7.1 3.6 3.6 39.3 6.9
鍛造 2 2 2 2 0 0 0 1 4 10
(%) 20.0 20.0 20.0 20.0 0.0 0.0 0.0 10.0 40.0 2.5
ダイカスト 8 3 3.0 0 1 0.0 0.0 0.0 2 12
(%) 66.7 25.0 25.0 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 16.7 3.0
プラスチック成形 11 12 9 7 5 1 2 0 9 32
(%) 34.4 37.5 28.1 21.9 15.6 3.1 6.3 0.0 28.1 7.9
熱処理 4 5 5 2 0 0 0 0 10 16
(%) 25.0 31.3 31.3 12.5 0.0 0.0 0.0 0.0 62.5 4.0
メッキ、表面処理 25 19 14 13 8 0 2 1 26 79
(%) 31.6 24.1 17.7 16.5 10.1 0.0 2.5 1.3 32.9 19.6
その他 4 4 5.0 3 2 2.0 1.0 0.0 7 18
(%) 22.2 22.2 27.8 16.7 11.1 11.1 5.6 0.0 38.9 4.5

合計 153 92 78 52 39 13 9 6 149 403
(%) 38.0 22.8 19.4 12.9 9.7 3.2 2.2 1.5 37.0 100.0

注：複数回答  
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ものづくりの分野において、アジア地域、特に中国の産業の台頭やそうした地域への生

産拠点のシフトが進むなかで、日本国内に残るものづくりの現場では、そうした地域に対

する競争力の維持・強化と、アジア、中国地域との棲み分けとを図るために、取引先の要

求に応えつつ、より付加価値が高く、他の地域では取り組むことができないような難度の

高い製造・加工に取り組むとともに、生産の効率化やコストダウンにも取り組んでいるこ

とを反映している。 

他方で、「他の素材、成形分野を事業化した」（2％）や「製品の内容が大きく変化した」

（13％）といった回答は少なく、事業内容の大幅な転換や多角化、大幅な取引先の変更に

取り組む企業は少なく、既存の事業や取引先の枠組みを保ちつつ、蓄積する技術、ノウハ

ウを活かして生き残りを図ろうとする姿勢を読み取ることができる。 

以上のような素形材関連企業の製造・加工にかかわる姿勢を確認するために、これらの

企業の製造・加工分野に関する今後の方針をみると、上記の結果を裏付けるように「現状

の分野・品種の確保・維持に注力」が 64％と過半数を大きく上回っている。次いで、「生

産・加工分野・品種の多様化」（25％）も多いが、「生産・加工分野・品種の転換」（4％）

や「同絞込み」（7％）という回答は少なく、既存の製造・加工内容の枠組みを維持しつつ、

受注の間口を広げるための対応を重視する方針の企業が多いことがわかる（図表Ⅳ-2-3）。 

 

図 表 Ⅳ - 2 - 3　 製 造 ・ 加 工 分 野 の 今 後 の 方 針
製 造 ・ 加 工 分 野 の 今 後 の 方 針 合 計
現 状 の 分
野 ・ 品 種
の 確 保 ・
維 持 に 注
力

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 緒 絞
込 み

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 の 多
様 化

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 の 転
換

業 種 金 型 製 造 1 0 6 1 1 2 9 1 1 4 7
( % ) 7 2 . 1 7 . 5 1 9 . 7 0 . 7 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 3 6 5 1 5 7 6 3
( % ) 5 7 . 1 7 . 9 2 3 . 8 1 1 . 1 1 0 0 . 0
鋳 造 2 0 4 4 0 2 8
( % ) 7 1 . 4 1 4 . 3 1 4 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0
鍛 造 7 1 2 0 1 0
( % ) 7 0 . 0 1 0 . 0 2 0 . 0 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 7 1 3 0 1 1
( % ) 6 3 . 6 9 . 1 2 7 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 5 3 1 1 2 3 1
( % ) 4 8 . 4 9 . 7 3 5 . 5 6 . 5 1 0 0 . 0
熱 処 理 1 2 1 2 1 1 6
( % ) 7 5 . 0 6 . 3 1 2 . 5 6 . 3 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 4 5 4 2 7 4 8 0
( % ) 5 6 . 3 5 . 0 3 3 . 8 5 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 1 2 0 6 0 1 8
( % ) 6 6 . 7 0 . 0 3 3 . 3 0 . 0 1 0 0 . 0

合 計 2 6 0 3 0 9 9 1 5 4 0 4
( % ) 6 4 . 4 7 . 4 2 4 . 5 3 . 7 1 0 0 . 0  
 

そこで、先にみたように新規取引先確保との関連がみられた取引先の開発段階からの参

画の有無と製造・加工分野の方針との関連をみると、開発段階からの参画経験のない企業

に比べて経験のある企業では、「現状の分野・品種の確保・維持に注力」が少なく、「生産・

加工分野・品種の多様化」と「生産・加工分野・品種の絞込み」がともに多くなっている

（図表Ⅳ-2-4）。取引先となるメーカーの開発段階からの参画による取引の確保・開拓に向

けて、製造・加工における分野や品種の多様化による受注間口の拡大や、逆に専門性を高

めることを通じて、受注能力を高めようとする企業が多いことを反映しているといえよう。 
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図 表 Ⅳ -2- 4　 製 造 ・ 加 工 分 野 の 今 後 の 方 針 （ 発 段 階 か ら の 参 画 の 有 無 別 ）
製 造 ・ 加 工 分 野 の 今 後 の 方 針 合 計
現 状 の 分
野 ・ 品 種
の 確 保 ・
維 持 に 注
力

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 緒 絞
込 み

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 の 多
様 化

生 産 ・ 加
工 分 野 ・
品 種 の 転
換

あ る 126 2 2 5 8 9 2 1 5
( % ) 5 8 . 6 1 0 . 2 2 7 . 0 4 . 2 1 0 0 . 0
な い 132 7 3 8 7 1 8 4
( % ) 7 1 . 7 3 . 8 2 0 . 7 3 . 8 1 0 0 . 0

合 計 258 2 9 9 6 1 6 3 9 9
( % ) 6 4 . 7 7 . 3 2 4 . 1 4 . 0 1 0 0 . 0

開 発 段 階
か ら の 参
画

 
 

（３）必要な設備の状況 

 事業環境変化の厳しさが続くなかでも、製造・加工内容には大きな変化はみられないが、

製造・加工の能力の現状を設備の現状からみると、「必要な設備、能力は十分整っている」

企業は 33％に止まっており、「自社に設備がなく、外注を利用している工程・加工がある」

が 35％、「設備のグレードアップを抑制している」が 34％に達しており、設備能力を抑え

て、外注の活用によって不足する能力を補填する企業や、既存設備のやりくりで何とかカ

ヴァーしている企業が多いことを示している（図表Ⅳ-2-5）。 

 

図 表 Ⅳ -2-5　 事 業 を 進 め る う え で 必 要 な 設 備 の 状 況
事 業 を 進 め る う え で 必 要 な 設 備 の 状 況 合 計
必 要 な 設
備 、 能 力
は 十 分
整 っ て い
る

設 備 の 更
新 ・ グ
レ ー ド
ア ッ プ を
抑 制 し て
い る

設 備 の 生
産 能 力 増
強 を 抑 制
し い て る

自 社 に 設
備 が な
く 、 他 の
設 備 で や
り く り し
て い る 工
程 ・ 加 工
が あ る

自 社 に 設
備 が な
く 、 外 注
を 利 用 し
て い る 工
程 ・ 加 工
が あ る

業 種 金 型 製 造 40 54 17 2 6 5 6 1 4 4
( % ) 2 7 . 8 3 7 . 5 1 1 . 8 1 8 . 1 3 8 . 9 3 6 . 6
金 属 プ レ ス 15 24 7 9 2 8 6 1
( % ) 2 4 . 6 3 9 . 3 1 1 . 5 1 4 . 8 4 5 . 9 1 5 . 5
鋳 造 9 11 2 5 . 0 6 2 8
( % ) 3 2 . 1 3 9 . 3 7 . 1 1 7 . 9 2 1 . 4 7 . 1
鍛 造 1 1 1 2 8 1 0
( % ) 1 0 . 0 1 0 . 0 1 0 . 0 2 0 . 0 8 0 . 0 2 . 5
ダ イ カ ス ト 3 2 1 2 4 1 1
( % ) 2 7 . 3 1 8 . 2 9 . 1 1 8 . 2 3 6 . 4 2 . 8
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 14 11 1 4 8 3 1
( % ) 4 5 . 2 3 5 . 5 3 . 2 1 2 . 9 2 5 . 8 7 . 9
熱 処 理 6 3 4 2. 0 4 1 4
( % ) 4 2 . 9 2 1 . 4 2 8 . 6 1 4 . 3 2 8 . 6 3 . 6
メ ッ キ 、 表 面 処 理 37 25 9 2 1 7 7 8
( % ) 4 7 . 4 3 2 . 1 1 1 . 5 2 . 6 2 1 . 8 1 9 . 8
そ の 他 5 1 4 6 6 1 6
( % ) 3 1 . 3 6 . 3 2 5 . 0 3 7 . 5 3 7 . 5 4 . 1

合 計 130 13 2 4 6 5 8 1 3 7 3 9 3
( % ) 3 3 . 1 3 3 . 6 1 1 . 7 1 4 . 8 3 4 . 9 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答  

 

（４）製造・加工における強み 

では、受注確保や新規の取引先開拓をする際の鍵となる、製造・加工における強みとし

て、それぞれの企業はどのような要素を重視しているのであろうか。 

製造・加工における強みとしては、「品質の安定性」が 23％と最も多いものの、「製品・

加工精度」（21％）、「納期」（20％）も同様に 2 割程度を占めており、「製品設計、加工方法
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等、ユーザーへの技術提案力」（14％）、「加工工程、製品などの設計、構想力」（10％）な

ど、ばらつきがみられる（図表Ⅳ-2-6）。 

 

図表Ⅳ-2-6　製造・加工における強み
主たる事と製造・加工における強み 合計
品質安定
性

製品・加
工精度

納期 製品設
計、加工
方法等、
ユーザー
への技術
提案力

加工工
程、製品
などの設
計・構想
力

コスト対
応力

難加工、
新素材加
工、複雑
形状要求
などへの
対応力

メンテ、
アフター
サービス

その他

業種 金型製造 14 37 29 23 20 6 9 5 1 137
(%) 10.2 27.0 21.2 16.8 14.6 4.4 6.6 3.6 0.7 35.4
金属プレス 11 9 10 11 7 11 4 1 2 62
(%) 17.7 14.5 16.1 17.7 11.3 17.7 6.5 1.6 3.2 16.0
鋳造 9 1 7 1 0 3 2 0 2 25
(%) 36.0 4.0 28.0 4.0 0.0 12.0 8.0 0.0 8.0 6.5
鍛造 5 1 1 1 1 1 1 0 0 10
(%) 50.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 0.0 0.0 2.6
ダイカスト 1 2 1 1 2 2 1 0 1 11
(%) 9.1 18.2 9.1 9.1 18.2 18.2 9.1 0.0 9.1 2.8
プラスチック成形 4 9 3 7 5 3 2 0 0 31
(%) 12.9 29.0 9.7 22.6 16.1 9.7 6.5 0.0 0.0 8.0
熱処理 9 1 3 1 0 1.0 1.0 0 0 16
(%) 56.3 6.3 18.8 6.3 0.0 6.3 6.3 0.0 0.0 4.1
メッキ、表面処理 31 18 23 6 3 3 7 2 1 78
(%) 39.7 23.1 29.5 7.7 3.8 3.8 9.0 2.6 1.3 20.2
その他 4.0 4 2.0 3 1 3.0 2.0 0 0 17
(%) 23.5 23.5 11.8 17.6 5.9 17.6 11.8 0.0 0.0 4.4

合計 88 82 79 54 39 33 29 8 7 387
(%) 22.7 21.2 20.4 14.0 10.1 8.5 7.5 2.1 1.8 100.0

注：複数回答  
 

こうした製造・加工における強みは、それぞれの製造・加工内容の特性によって異なっ

てくるものと考えられるので、業種による違いをみると、「品質安定性」は「熱処理」（56％）、

「鍛造」（50％）で特に多いほか、「メッキ、表面処理」（40％）、「鋳造」（36％）でも高い

割合となっている。こうした業種は、素材や加工時の温度管理や薬液の管理など、加工に

伴う安定的な工程管理に高度のノウハウを必要とすることが多く、品質の安定性を確保す

ることが難しい分野である。 

また、「製品・加工精度」は、「プラスチック」（29％）、「金型製造」（27％）の二つの業

種で高い割合となっている。プラスチックの成形加工における難しさは、成形量産に入っ

てからの工程の管理よりも、高い精度の金型を確保することと、金型や素材の設定温度や

材料投入時の圧力など、その金型と成形品の形状、大きさ、素材に応じた適正な成形条件

を求め、設定することにあり、設定された条件を誤れば、成形品の寸法制度を損なうこと

になる。また、金型は、プラスチックや金属をはじめとする多様な素材の成形加工により、

求める成形品を作り出すための母型となるものであり、成形される製品の要求精度よりも

一段高い精度が求められる。ともに、精度を確保することが重要な分野である。 

他方、「金属プレス」は特に割合の高い項目はなく、多くの項目に強みの回答が分散して

いるが、金属プレスには、主なものでも「単発」、「トランスファ」、「順送」などの種類が

あり、加工内容もブランキング、曲げ、絞りやそれらの組み合わせなど多様である。また、

加工される素材やその大きさによってもノウハウが異なるなど、多様な要素を含んでいる

ことから、製造・加工における強みも多岐にわたっているものと考えられる。 

このほか、「納期」を強みとする企業も「メッキ、表面処理」（30％）、「鋳造」（28％）な

ど多くの業種で高い割合を示しており、強みとして挙げられる項目は必ずしも特定の項目

に集中しているわけではない。 
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（５）強みの源泉 

素形材関連企業の強みは、品質安定性や精度など多岐にわたっていたが、その多様な強

みの源泉は、どのような要素からなるのであろうか。素形材関連企業の強みを維持、強化

するために必要な要素をみると、「社内の優秀な人材の存在」が 68％と高い割合を示して

おり、全ての業種で過半数の企業が人材の重要性を挙げる結果となっている（図表Ⅳ-2-7）。 

 

図表Ⅳ-2-7　強みを維持する上で重要なもの
強みを維持する上で重要なもの 合計
社内の優
秀な人材
の存在

ユーザー
からの厳
しい要求

優れた設
備の保有

優れた技
術を持つ
外注先の
存在

優れた素
材、部品
提供者の
存在

優れた技
術を持つ
異業種連
携先の存
在

大学や研
究機関な
ど連携先
の存在

その他

業種 金型製造 100 59 48 18 7 5 3 2 145
(%) 69.0 40.7 33.1 12.4 4.8 3.4 2.1 1.4 36.3
金属プレス 46 18 11 16 4 3 0 1 63
(%) 73.0 28.6 17.5 25.4 6.3 4.8 0.0 1.6 15.8
鋳造 14.0 10 6 8 3 0 3.0 0 26
(%) 53.8 38.5 23.1 30.8 11.5 0.0 11.5 0.0 6.5
鍛造 9 2 3 1 2 0 0 0 10
(%) 90.0 20.0 30.0 10.0 20.0 0.0 0.0 0.0 2.5
ダイカスト 8.0 6 3 2 1 1.0 0 0 12
(%) 66.7 50.0 25.0 16.7 8.3 8.3 0.0 0.0 3.0
プラスチック成形 21 19 5 4 1 1 0 1 32
(%) 65.6 59.4 15.6 12.5 3.1 3.1 0.0 3.1 8.0
熱処理 10 7 7 1 0 0 0 0 16
(%) 62.5 43.8 43.8 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0
メッキ、表面処理 52 43 17 9 6 3 2 1 78
(%) 66.7 55.1 21.8 11.5 7.7 3.8 2.6 1.3 19.5
その他 11 4 6 4 2 2.0 0 0 17
(%) 64.7 23.5 35.3 23.5 11.8 11.8 0.0 0.0 4.3

合計 271 168 106 63 26 17 8 5 399
(%) 67.9 42.1 26.6 15.8 6.5 4.3 2.0 1.3 100.0

注：複数回答  
 

素形材関連製造業は、これまで職人の経験に基づく熟練の技を糧に、優れたものづくり

を実現してきたといわれており、現在でも依然としてヒトの存在が最も重要であることを

示している。 

次いで、「ユーザーからの厳しい要求」も 42％に上っており、業種別でみても「鍛造」

を除く全ての業種で「優秀な人材」に次ぐ高い割合を示している。 

素形材関連業種は、既に述べたように、取引先である部品メーカーや完成品メーカーの

ニーズに基づく製造・加工技術の発揮を求められるものである。したがって、事業におけ

る強みの維持・強化も、自社に求められる技術の創出や、課題に対する解決策の提示など、

取引先との関係のなかから生み出されるものである。つまり、取引先からの高いレベルの

要求に対する条件をクリアするための試行錯誤や努力、技術の開発が事業における強みと

して結実する性格のものである。 

また、「ユーザーからの厳しい要求」に続いて、「優れた設備の保有」も 27％と高い割合

となっている。 

他の製造業と同様、素形材関連企業の製造現場においても、高度の制御技術を利用した

高精度の加工機械の導入が進んでいる。金型製造業の工場では、高速のマシニングセンタ

やＮＣ制御の旋盤、放電加工機やワイヤカッタといった工作機械、3 次元のソリッドモデ

リングの導入とＣＡＭによるデータへの効率的な変換ができるシステムの導入が着実に進

んでいる。加工機械でも、油圧制御からサーボモーターを利用したより正確で省電力の電
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機による制御の設備の導入が進むなど、加工効率や精度、加工安定性を左右する優れた設

備の導入が進んでいる。 

こうした優れた設備の導入が可能となるにしたがって、優れた設備の有無が素形材関連

企業の競争力を左右する要素となってきているものと考えられ、ユーザーからの厳しい要

求に応えていくための条件として、優秀な人材の存在と並んで、こうした設備の保有が重

要となってきていることを反映しているといえよう。 

以上のように、素形材関連企業の強みは、事業特性や取引をおこなう取引先の要求、製

造、加工内容などに応じて多様であるものの、そうした強みを維持、強化していくための

条件は、基本的に共通な要素を含んでいることがわかる。 

 

３．外部連携とＩＴ活用 

以上のように、素形材関連企業の製造・加工における強みの源泉としては、社内の人的

資源の存在とともに、ユーザーからの要求と優れた設備の保有が主要な要素の一つとなっ

ているが、社外の連携先になる外注先や素材・部品供給者、異業種企業や大学、研究機関

の存在の重要性を認める企業が必ずしも多くなかった。 

ただ、事業環境変化が激しく、新たな取引先の開拓が事業存続のための重要な要素とな

っている現在の状況のなかで、小規模な企業が多く、強みの源泉となっている人的資源や

設備に制約が多い素形材関連企業にとって、ユーザーとの取引をサポートし、生産を支援

する存在として、地域に集積する外注先や研究機関などの自社の外部にある資源とＩＴ技

術の活用が重要な役割を果たすようになっている。 

そこで、次に素形材関連企業の活動を事業の内外から支える役割を果たす外部連携の状

況とＩＴの活用状況についてみてみよう。 

 

（１）外部連携の状況 

素形材関連企業が生産、取引確保のためにどういった相手と連携関係を有しているかを

みると、「近隣の製造業と常時連携」が 4 割近くを占めており、日常のものづくりに際して

周辺に存在する企業との協力関係を利用して、自社に不足する技術、ノウハウ、設備能力

などを相互に補い合うことによって、受注の確保と維持を図っていることが確認でき、地

域的な製造業の集積の有益性を示す結果となっている（図表Ⅳ-3-1）。 

また、「近隣の製造業と常時連携」に次いで「中小企業団体に加盟」が 33％、「同業種で

グループを構成」も 28％と多くを占めている。近隣の製造業との連携や同業種によるグル

ープの構成は受注の確保、開拓を進める上で、製造・加工能力を補填する重要な要素とな

ると思われ、中小企業団体は業界情報の収集、交換発信の役割を果たすだけでなく、中小

企業施策の受け皿として、依然重要な役割を果たしており、素形材関連企業の多くがこう

した団体に加盟、活用している。 

ただ、「異業種交流会に参加」（17％）や「大学・試験研究機関を利用」（10％）などの回

答もある程度の割合に達しており、素形材関連企業が多様な連携関係を有していることが

わかる。 
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図表Ⅳ-3-1　生産、取引に関する外部連携の状況
生産、取引に関する外部連携の状況 合計
中小企業
団体に加
盟

異業種交
流会に参
加

独自の異
業種グ
ループを
形成

同業種で
グループ
を構成

大学・試
験研究機
関を利用

近隣の製
造業と常
時連携

技術的に
依存して
いる外部
メーカー
がある

その他

業種 金型製造 30 15 11 30 6 59 13 9 121
(%) 24.8 12.4 9.1 24.8 5.0 48.8 10.7 7.4 34.9
金属プレス 18 12 4 10 3 27 9 2 55
(%) 32.7 21.8 7.3 18.2 5.5 49.1 16.4 3.6 15.9
鋳造 12 4.0 2 12 7 8.0 3 1 25
(%) 48.0 16.0 8.0 48.0 28.0 32.0 12.0 4.0 7.2
鍛造 4 1 0 5 1 4 2 0 10
(%) 40.0 10.0 0.0 50.0 10.0 40.0 20.0 0.0 2.9
ダイカスト 4 1.0 3 1.0 0 4 1 1 10
(%) 40.0 10.0 30.0 10.0 0.0 40.0 10.0 10.0 2.9
プラスチック成形 13 4 2 9 3 6 7 3 27
(%) 48.1 14.8 7.4 33.3 11.1 22.2 25.9 11.1 7.8
熱処理 7 5 2 7 2 4 1 1 16
(%) 43.8 31.3 12.5 43.8 12.5 25.0 6.3 6.3 4.6
メッキ、表面処理 25 18 6 19 14 18 9 6 74
(%) 33.8 24.3 8.1 25.7 18.9 24.3 12.2 8.1 21.3
その他 2 0 0 5.0 0 4 3 0 9
(%) 22.2 0.0 0.0 55.6 0.0 44.4 33.3 0.0 2.6

合計 115 60 30 98 36 134 48 23 347
(%) 33.1 17.3 8.6 28.2 10.4 38.6 13.8 6.6 100.0

18 24 19 42 24 57 28 2 214
8.4 11.2 8.9 19.6 11.2 26.6 13.1 0.9 100.0

15.7 40.0 63.3 42.9 66.7 42.5 58.3 8.7 61.7

注：複数回答

外部連携で最も重視するも
の
外部連携先のうちの最も重
視するものの割合（％）

 
 

では、こうした多用な連携関係のなかで最も重要な関係は何かをみると、「近隣の製造業

と常時連携」が 27％と最も多く、次いで「同業種でグループを構成」も 20％を占めるなど、

連携関係を有している割合が高いものが、最も重要な連携先としても多いことがわかる。

ただ、連携関係で 2 番目に多かった「中小企業団体に加盟」は 8％に止まっており、広く

多くの企業が中小企業団体には加盟しているものの、他の連携関係に比べると重要度はそ

れほど高くはないといえよう。 

次に、それぞれの連携関係の重要性の度合いをみるために、「連携状況」の回答企業数と

「最も重視する連携関係」の回答企業数とを比較すると、「大学・試験研究機関を利用」す

る企業ではその連携が最も重要とする割合が 67％に達しており、「独自の異業種グループ

を構成」でも 63％に達している。大学、試験研究機関の利用や異業種グループの形成を行

う企業自体はそれほど多くはないものの、それらを実施する企業の多くがその関係に対し

て重要性を認識していることがわかる。 

同業種が集まる業界団体や同業種グループ、外注先などの近隣の製造業グループと異な

り、大学、試験研究機関や異業種グループとの連携や交流は、事業を進めるなかで必然的

につながりが作られるものではなく、事業で抱える課題の解決や技術の積極的な活用、も

のづくりに関する能力の強化など、具体的な目的意識を持って、主体的に関係を作ってい

こうとする積極的な態度があって初めて可能となるものである。したがって、そうした外

部連携関係を作る企業の割合は必ずしも高くはないが、そうした関係を有する企業にとっ

て、大学、試験研究機関の存在や異業種グループの存在が大きな意義を有していることを

示している。 
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こうした外部連携を図ることの意義はどこにあるのか、それぞれの連携関係ごとに連携

の目的をみてみよう。クロス集計をすることによってそれぞれの項目ごとの回答企業数が

少なくなるために、解釈には注意を要するが、それぞれの連携関係ごとに異なる目的を有

する傾向があることがわかる（図表Ⅳ-3-2）。 

 

図表Ⅳ-3-2　連携で最も重視する目的（最も重視する連携先別）
連携で最も重視する目的 合計
製造・加
工機能の
強化

情報交換 現有技術
力の強化

新規取引
先の開拓

受注能力
の確保・
拡大

新技術・
新製品開
発

新技術の
導入

中小企業団体 2 7 2 1 1 1 2 17
(%) 11.8 41.2 11.8 5.9 5.9 5.9 11.8 100.0
異業種交流会 3 4 4 5 1 1 3 24
(%) 12.5 16.7 16.7 20.8 4.2 4.2 12.5 100.0
独自の異業種グループ 3 3 2 5 1 2 1 18
(%) 16.7 16.7 11.1 27.8 5.6 11.1 5.6 100.0
同業主グループ 7 8 8 4 9 0 1 42
(%) 16.7 19.0 19.0 9.5 21.4 0.0 2.4 100.0
大学・市研究機関 4 0 4 1 1 7 5 23
(%) 17.4 0.0 17.4 4.3 4.3 30.4 21.7 100.0
近隣の製造業との常時連携 14 6 5 10 8 3 0 56
(%) 25.0 10.7 8.9 17.9 14.3 5.4 0.0 100.0
技術的に依存している外部メー 7 0 2 1 5 5 4 27
(%) 25.9 0.0 7.4 3.7 18.5 18.5 14.8 100.0
その他 0 1 0 0 0 0 0 2
(%) 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

合計 40 29 27 27 26 19 16 209
(%) 19.1 13.9 12.9 12.9 12.4 9.1 7.7 100.0
注：回答数の少ない項目は省略

最も重視
する連携
先

 
 

重視する企業の少なかった「中小企業団体に加盟」では、「情報交換」が 41％と特に多

く、業界情報や市場情報、業界向けの施策の情報など事業を進めるうえで有益な情報を得

るために、業種別組合など中小企業団体が活用されているものと思われる。 

一方、連携実績を有する企業にとって、その重要性が高く認められていた「大学・試験

研究機関を利用」の目的では「新技術・製品開発」が多く、技術開発や製品開発において

大学や試験研究機関の果たす役割の重要性を確認することができる。また、「近隣の製造業

との常時連携」と「技術的に依存している外部メーカーがある」では「製造、加工機能の

強化」が多く、先にみたように、製造業同士の外部連携により広く自らの製造、加工機能

の不足を補うことが行われている。 

さらに、「同業種でグループを構成」では「受注能力の確保・拡大」が多いのに対して「異

業種交流会に参加」と「独自の異業種グループを構成」では「新規取引の開拓」が多くな

っている。受注可能性を高めるために企業グループの形成や異業種交流など企業間連携が

活用されており、特に、一般的な受注の確保・拡大のためには同業種のグループが活用さ

れる傾向にあるのに対して、新規取引の開拓においては異業種のグループの形成、活用の

傾向がみられる。 

以上のように、多様な目的に対して、それに応じた外部連携が図られる傾向がみられ、

多くの企業が明確な目的意識を持って外部連携に取り組んでいるものと推察できる。 

次に、重要な連携先の所在地をみると、最も重要な外部連携先が同一市町村内も含めて

大阪府内にある企業が 77％と大半を占めており、近畿圏内も含めると 92％とほとんどが近

畿圏内に主要な連携先がある（図表Ⅳ-3-3）。 
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図 表 Ⅳ -3-3　 最 も 重 要 な 外 部 連 携 先 の 所 在 地
最 も 重 要 な 外 部 連 携 先 の 所 在 地 合 計
同 一 市 町
村 内

そ の 他 の
大 阪 府 内

大 阪 府 以
外 の 近 畿
圏 内

近 畿 圏 以
外 の 西 日
本

西 日 本 以
外 の 国 内

海 外

業 種 金 型 製 造 27 72 1 7 4 6 2 12 8
(% ) 2 1. 1 5 6 .3 1 3 .3 3 . 1 4 . 7 1. 6 1 0 0 .0
金 属 プ レ ス 5 39 11 2 0 0 5 7
(% ) 8. 8 6 8 .4 1 9 .3 3 . 5 0 . 0 0. 0 1 0 0 .0
鋳 造 4 13 6 0 0 2 2 5
(% ) 1 6. 0 5 2 .0 2 4 .0 0 . 0 0 . 0 8. 0 1 0 0 .0
鍛 造 2 7 1 0 0 0 1 0
(% ) 2 0. 0 7 0 .0 1 0 .0 0 . 0 0 . 0 0. 0 1 0 0 .0
ダ イ カ ス ト 1 6 2 0 2 0 1 1
(% ) 9. 1 5 4 .5 1 8 .2 0 . 0 18 . 2 0. 0 1 0 0 .0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 14 6 0 3 2 2 6
(% ) 3. 8 5 3 .8 2 3 .1 0 . 0 11 . 5 7. 7 1 0 0 .0
熱 処 理 5 9 0 0 0 0 1 4
(% ) 3 5. 7 6 4 .3 0 .0 0 . 0 0 . 0 0. 0 1 0 0 .0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 12 49 6 1 2 1 7 1
(% ) 1 6. 9 6 9 .0 8 .5 1 . 4 2 . 8 1. 4 1 0 0 .0
そ の 他 2 5 4 0 3 0 1 4
(% ) 1 4. 3 3 5 .7 2 8 .6 0 . 0 21 . 4 0. 0 1 0 0 .0

合 計 59 21 4 5 3 7 1 6 7 35 6
( % ) 1 6. 6 6 0 .1 1 4 .9 2 . 0 4 . 5 2. 0 1 0 0 .0  
 

小規模の企業が多くを占める素形材関連企業が外部連携を図ろうとする際には、人的な

制約もあり、また、緊密な関係を保つうえでも連携先との距離が連携の実現に際して重要

な要素となっている。外部連携により能力の補填や向上を図ろうとする際には、連携対象

となる企業や大学研究機関が近隣に存在することと、その存在を明らかにしうる情報の整

備が重要と思われる。 

では、連携の主要な対象となると思われる製造業の地域集積の状況を、素形材関連企業

はどのように評価しているのであろうか。 

地域製造業集積の状況変化に対する評価をみると、「集積の機能」、「集積の厚み」、「集積

の活用しやすさ」、「集積の重要性」のいずれの項目においても「変わらない」が最も多く

なっている。長引く景気の低迷やものづくりの海外へのシフトに伴う製造業事業所数の減

少など、地域のものづくりの空洞化が懸念され、全国でも有数のものづくり企業の集積を

誇る東大阪地域においても、製造業の衰退が叫ばれているが、調査結果を見る限り、地域

集積の機能に関しては、急激な変容は認められない結果となっている（図表Ⅳ-3-4）。 

 

 

図表Ⅳ -3-4　府内製造業集積に対する評価
集積の機
能

高まって
いる

低下して
いる

変わらな
い

わからな
い

合計

62 35 164 120 381
(%) 16.3 9.2 43.0 31.5 100.0
集積の厚
み

増してい
る

希薄に
なってい
る

変わらな
い

わからな
い

47 61 162 112 382
(%) 12.3 16.0 42.4 29.3 100.0
活用しや
すさ

しやすく
なってい
る

しにくく
なってい
る

変わらな
い

使えない わからな
い

25 51 186 102 17 381
(%) 6.6 13.4 48.8 26.8 4.5 100.0
集積の重
要性

高まって
いる

低くなっ
ている

変わらな
い

重要では
ない

91 21 205 52 369
(%) 24.7 5.7 55.6 14.1 100.0  
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さらに詳しくみると、集積の厚みに関しては、厚みが「希薄になっている」が「増して

いる」を若干上回っており、近年の製造業事業所の漸減傾向を映しているものの、集積の

機能に関しては、機能が「高まっている」（16％）が「低下している」（9％）を上回ってお

り、集積の重要性でも「高まっている」（25％）が「低下している」（6％）を大幅に上回っ

ている。素形材関連企業にとって、自らが立地する近隣地域に存在する製造業の厚い集積

の重要性が高まっていることがわかる。 

ただ、他方で生産の連携先や横受け先、外注先としての地域製造業集積の活用しやすさ

の面では、活用「しやすくなっている」は僅かに 7％に止まっており、「しにくくなってい

る」（13％）を下回っている。 

集積の機能の面でも重要性の面でも評価は高まる傾向にあり、素形材関連企業にとって

地域の製造業集積の存在意義は一層高まっているにもかかわらず、その集積の活用面では

活用しにくくなるという、皮肉な結果になっている。 

その要因としては、既に見たように、受注単価の低下や納期短縮、品質・精度要求の高

度化、海外への生産シフトとアジアとの競争激化など伴う、近年の厳しい事業環境の変化

のなかで、より高精度の加工や新たな素材への対応、より効率的な生産への対応が求めら

れ、地域の製造業と作り上げてきたものづくりネットワークが徐々に変容を迫られ、そう

した対応を可能とするための新しい企業間連携が必要となっているのではないかと考えら

れる。 

 

（２）ＩＴの活用 

以上、素形材関連企業は外部連携を通じて、自らの能力を外側から補い、情報交換や製

造加工機能の強化、新製品や新技術の開発、取引先の確保・開拓を行おうとしているが、

企業外部から不足する能力を補い、情報の効率的な活用と製造・加工の効率化や能力向上

を促すものとして、インターネットをはじめとするＩＴ活用の重要性が大きくなっている

といえよう。 

まず、素形材関連企業のＩＴ活用に対する姿勢をみると、「業界平均程度に導入、活用」

が過半数を占め、「積極的に導入、活用」は 19％に止まっている。どちらかといえば横並

び意識が強く、あまり積極性は認められない結果となっている（図表Ⅳ-3-5）。 

 

図 表 Ⅳ - 3 - 5 　 I T の 活 用 に 対 す る 姿 勢
I T の 活 用 に 対 す る 姿 勢 合 計
積 極 的 に
導 入 、 活
用

業 界 平 均
程 度 に 導
入 、 活 用

あ ま り 積
極 的 で は
な い

業 種 金 型 製 造 3 4 7 9 3 1 1 4 4
( % ) 2 3 . 6 5 4 . 9 2 1 . 5 1 0 0 . 0
金 属 プ レ ス 1 3 2 9 2 1 6 3
( % ) 2 0 . 6 4 6 . 0 3 3 . 3 1 0 0 . 0
鋳 造 5 1 1 1 0 2 6
( % ) 1 9 . 2 4 2 . 3 3 8 . 5 1 0 0 . 0
鍛 造 1 5 4 1 0
( % ) 1 0 . 0 5 0 . 0 4 0 . 0 1 0 0 . 0
ダ イ カ ス ト 4 6 2 1 2
( % ) 3 3 . 3 5 0 . 0 1 6 . 7 1 0 0 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 7 2 1 3 3 1
( % ) 2 2 . 6 6 7 . 7 9 . 7 1 0 0 . 0
熱 処 理 0 1 2 4 1 6
( % ) 0 . 0 7 5 . 0 2 5 . 0 1 0 0 . 0
メ ッ キ 、 表 面 処 理 1 0 4 2 2 8 8 0
( % ) 1 2 . 5 5 2 . 5 3 5 . 0 1 0 0 . 0
そ の 他 3 8 6 1 7
( % ) 1 7 . 6 4 7 . 1 3 5 . 3 1 0 0 . 0

合 計 7 7 2 1 3 1 0 9 3 9 9
( % ) 1 9 . 3 5 3 . 4 2 7 . 3 1 0 0 . 0  
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ただ、ＩＴ活用に対する姿勢とその企業の業績傾向との関連をみると、売上高、経常利

益ともに、ＩＴの導入、活用に積極的な企業ほど増加、改善傾向の割合が高く、ＩＴの導

入、活用と企業業績とが相関していることがわかる（図表Ⅳ-3-6、7）。 

 

 

図表Ⅳ-3-6　売上高の変化（ITの活用に対する姿勢別）
売上高の変化 合計
増加傾向 ほぼ横ばい 減少傾向

積極的に導入、活用 36 24 17 77
(%) 46.8 31.2 22.1 100.0
業界平均程度に導入、活 75 93 45 213
(%) 35.2 43.7 21.1 100.0
あまり積極的ではない 28 47 35 110
(%) 25.5 42.7 31.8 100.0

合計 139 164 97 400
(%) 34.8 41.0 24.3 100.0

図表Ⅳ-3-7　経常利益の変化（ITの活用に対する姿勢別）
合計

増加傾向 ほぼ横ばい 減少傾向
積極的に導入、活用 27 28 22 77
(%) 35.1 36.4 28.6 100.0
業界平均程度に導入、活 58 81 74 213
(%) 27.2 38.0 34.7 100.0
あまり積極的ではない 19 45 46 110
(%) 17.3 40.9 41.8 100.0

合計 104 154 142 400
(%) 26.0 38.5 35.5 100.0

経常利益の変化

ITの活用
に対する
姿勢

ITの活用
に対する
姿勢

 
 

そこで、ＩＴのなかでも主要な要素となっているインターネットについて、ＩＴ活用姿

勢により、活用の仕方にどのように格差があるのかをみてみよう。 

ＩＴ活用姿勢により最も大きな較差を示しているのは、「活用なし」であり、ＩＴの活用

にあまり積極的ではない企業では 7 割がインターネットを活用していないのに対して、積

極的に活用している企業で「活用なし」とする割合は 13％に止まっており、大半の企業が

インターネットを何らかの形で活用していることがわかる（図表Ⅳ-3-8）。 

 

 

 

図表Ⅳ-3-8　インターネットの活用状況（情報化に対する姿勢別）
インターネットで現在自社が活用しているもの 合計
受発注サ
イトへの
登録

ｅ－マー
ケットプ
レイスへ
の参加

自社サイ
トでの会
社概要の
提供

自社サイ
トによる
ネット調
達

自社サイ
トによる
ネット受
注

自社サイ
トによる
人材募集

その他 なし

積極的に導入、活用 28 1 42 0 16 2 3 9 70
(%) 40.0 1.4 60.0 0.0 22.9 2.9 4.3 12.9 18.8
業界平均程度に導入、活 81 4 94 12 21 0 8 45 199
(%) 40.7 2.0 47.2 6.0 10.6 0.0 4.0 22.6 53.5
あまり積極的でない 12 0 18 3 3 0 4 72 103
(%) 11.7 0.0 17.5 2.9 2.9 0.0 3.9 69.9 27.7

合計 121 5 154 15 40 2 15 126 372
(%) 32.5 1.3 41.4 4.0 10.8 0.5 4.0 33.9 100.0

注：複数回答

情報化
に対す
る姿勢
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次に、具体的な活用内容について、積極的に活用している企業と業界平均程度に活用し

ている企業を比較しながらみていこう。 

インターネットを事業のなかで活用する場合、自社でサイトを開設し、積極的に情報発

信するものと、他のサイトにアクセス、登録して情報の受発信を行うものに大別できる。

このうち、他のサイトを活用する場合には、積極的に導入、活用している企業と業界平均

程度に導入、活用している企業との間で大きな違いは認められない。「ｅ－マーケットプレ

イス」に参加して受発注取引を確保しようとする企業はともに数％に止まっているが、「受

発注サイトへの登録」はともに４割程度の企業が行っており、受発注サイトの活用が広く

普及していることがわかる。 

これに対して、自社のサイトを開設してインターネットを活用する方法には、積極的な

企業と平均程度の企業では格差が認められる。まず、自社でサイトを開設する際には基本

的に会社概要による情報提供が行われるので、「自社サイトでの会社概要の提供」の割合が、

自社サイトを開設する企業の割合とほぼ一致するものと考えられるが、その割合は積極的

な企業では６割を占め、業界平均程度の企業の 47％に比べると、幾分高い割合となってい

る。また、サイトの具体的な活用の面では「自社サイトによるネット受注」を行っている

企業が、積極的な企業では 23％に上るのに対して、平均程度の企業では 11％に止まってお

り、サイトの開設、活用両方の面で格差があることがわかる。 

ただ、サイトの具体的な活用方法である「調達」「受注」「人材募集」のいずれにおいて

も、活用しているのはサイトを開設する企業の５割にも達していない。インターネット上

にサイトを開設する企業が増えてはいるものの、そのサイトの具体的な活用の面では会社

概要の提供程度に止まっており、有効に活用できている企業が少ないことを表わしている。 

以上のようなＩＴの活用状況は、ＩＴに対する理解力や技術的な適応力によって左右さ

れるものと考えられる。そこで、従業者の平均年齢とＩＴに対する活用姿勢との関連をみ

ると、平均年齢の高い企業層ほどＩＴ導入、活用に積極的な企業の割合が低くなっており、

従業者の平均年齢が低くなるほどＩＴの導入、活用に積極的であることがわかる（図表Ⅳ

-3-9）。 

 

図表Ⅳ-3-9　ITの活用に対する姿勢（従業者の平均年齢別）
従業者の平均年齢 合計
30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

積極的に導入、活用 1 28 39 9 0 77
(%) 1.3 36.4 50.6 11.7 0.0 100.0
業界平均程度に導入、活 3 46 122 35 2 208
(%) 1.4 22.1 58.7 16.8 1.0 100.0
あまり積極的ではない 0 11 47 46 2 106
(%) 0.0 10.4 44.3 43.4 1.9 100.0

合計 4 85 208 90 4 391
(%) 1.0 21.7 53.2 23.0 1.0 100.0

ITの活用
に対する
姿勢

 
 

ただ、回答企業の従業者の平均年齢をみると、回答企業の 76％が 40 歳代以上であり、

素形材関連企業全般に従業者の中高年化が進んでいることがわかる。事業に有効となるＩ

Ｔ技術の導入とその活用を十分に図っていくためには、若手人材の確保が重要な要件とな

ってくるものといえよう。 
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４．雇用と人材 

 以上のように、ＩＴの活用面では若手人材の確保が大きな要素であることが分かったが、

若手人材の確保は事業を継承させ、今後の事業の発展を図るうえで重要な要素でもある。

そこで、ここでは若手を中心に人材の確保と活用の状況についてみていく。 

 

（１）事業に必要な技術・技能の継承 

まず、今後の事業の継承、発展を図るために重要な要素となる技術・技能の継承につい

てみると、「順調に継承されている」企業は 4 社に 1 社に止まっており、多くの企業で技能・

技術継承が順調ではないことが分かる。これに対して「技術・技能を担うべき若い人材が

不足している」が 55％に上っており、ＩＴの導入・活用同様に若い人材の不足が技能継承

を妨げる要因となっている（図表Ⅳ-4-1）。また、「技術・技能の社内教育体制が確立でき

ていない」も多くの業種で 2 割前後に達しており、若手人材の不足とともに、社内での人

材育成体制を整備できていないことが、技能継承の制約要因の一つとなっていることが分

かる。 

 

図表Ⅳ-4-1　事業に必要な技術・技能の継承
事業に必要な技術・技能の継承 合計
順調に継承
されている

技術・技能
を担うべき
若い人材が
不足してい
る

必要な技
術・技能習
熟前の転・
退職が増加

技術・技能
の社内教育
体制が確立
されていな
い

業種 金型製造 33 87 3 18 141
(%) 23.4 61.7 2.1 12.8 100.0
金属プレス 14 34 3 11 62
(%) 22.6 54.8 4.8 17.7 100.0
鋳造 11 10 2 5 28
(%) 39.3 35.7 7.1 17.9 100.0
鍛造 2 7 0 1 10
(%) 20.0 70.0 0.0 10.0 100.0
ダイカスト 4 7 0 1 12
(%) 33.3 58.3 0.0 8.3 100.0
プラスチック成形 4 18 0 8 30
(%) 13.3 60.0 0.0 26.7 100.0
熱処理 3 9 1 3 16
(%) 18.8 56.3 6.3 18.8 100.0
メッキ、表面処理 25 35 2 13 75
(%) 33.3 46.7 2.7 17.3 100.0
その他 4 8 2 4 18
(%) 22.2 44.4 11.1 22.2 100.0

合計 100 215 13 64 392
(%) 25.5 54.8 3.3 16.3 100.0  
 

こうした技術・技能の継承が順調ではない結果、企業内に形成・蓄積されるべき技術の

状況をみても、「必要な技術は十分確保できている」企業は 4 割に止まっており、「維持す

べき技術の保全・強化ができていない」企業が 4 割近くに上っている（図表Ⅳ-4-2）。さら

に、「新しい技術への対応が困難になっている」企業も 2 割を超えており、若い人材の不足

や教育体制の不備により、多くの企業が必要な技術・技能の社内への形成・蓄積が難しく

なっていることが示されている。 
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図 表 Ⅳ - 4 - 2 　 必 要 な 技 術 の 形 成 ・ 蓄 積 の 状 況
必 要 な 技 術 の 形 成 ・ 蓄 積 の 状 況 合 計
必 要 な 技
術 は 十 分
確 保 で き
て い る

維 持 す べ
き 技 術 の
保 全 ・ 強
化 が で き
て い な い

従 来 の 技
術 の 陳 腐
化 が 進 ん
で い る

新 し い 技
術 へ の 対
応 が 困 難
に な っ て
い る

業 種 金 型 製 造 5 5 5 8 1 8 3 6 1 4 6
( % ) 3 7 . 7 3 9 . 7 1 2 . 3 2 4 . 7 3 6 . 8
金 属 プ レ ス 2 0 2 9 9 1 5 6 2
( % ) 3 2 . 3 4 6 . 8 1 4 . 5 2 4 . 2 1 5 . 6
鋳 造 1 2 1 2 . 0 4 4 . 0 2 7
( % ) 4 4 . 4 4 4 . 4 1 4 . 8 1 4 . 8 6 . 8
鍛 造 3 4 3 2 1 0
( % ) 3 0 . 0 4 0 . 0 3 0 . 0 2 0 . 0 2 . 5
ダ イ カ ス ト 5 5 . 0 2 0 . 0 1 2
( % ) 4 1 . 7 4 1 . 7 1 6 . 7 0 . 0 3 . 0
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 1 3 1 2 0 6 3 1
( % ) 4 1 . 9 3 8 . 7 0 . 0 1 9 . 4 7 . 8
熱 処 理 6 7 . 0 2 1 . 0 1 6
( % ) 4 0 . 0 4 6 . 7 1 3 . 3 6 . 7 3 . 8
メ ッ キ 、 表 面 処 理 3 8 2 4 1 1 2 1 7 6
( % ) 5 0 . 0 3 1 . 6 1 4 . 5 2 7 . 6 1 9 . 1
そ の 他 9 5 . 0 3 3 . 0 1 8
( % ) 5 0 . 0 2 7 . 8 1 6 . 7 1 6 . 7 4 . 5

合 計 1 6 1 1 5 6 5 2 8 8 3 9 7
( % ) 4 0 . 6 3 9 . 3 1 3 . 1 2 2 . 2 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答  

 

（２）技能の機械への代替可能性 

もちろん、近年の機械設備の高度化、高性能化によって、製造・加工の効率化や高精度

化や、従来ヒトの手によって行われてきた工程の機械による代替も進んでおり、若手を中

心とする人材不足を設備の高度化によって補うことができる可能性は高まっているといえ

よう。 

そこで、人材と機械の関係についてみると、「コアの技能や熟練は機械では代替できない」

（56％）、「コアではないが機械では代替できない技能や熟練がある」（59％）がともに半数

を超えており、素形材関連企業の技能や熟練の多くが機械による代替ができずに、経験に

基づく人的な要素によって成り立っていることが分かる（図表Ⅳ-4-3）。このことは先にみ

た事業上の強みを維持・強化するための要素として「社内の優秀な人材の存在」をあげる

企業が多かったことを裏付けるものであり、素形材関連企業にとって、人材の確保と育成

が最も重要な課題であることを示している。 

 

図 表 Ⅳ - 4 - 3 　 技 能 、 熟 練 の 機 械 に よ る 代 替 可 能 性
技 能 、 熟 練 の 機 械 に よ る 代 替 可 能 性 合 計
コ ア の 技
能 や 熟 練
で も 機 械
で 代 替 が
可 能

コ ア の 技
能 や 熟 練
は 機 械 で
は 代 替 で
き な い

コ ア で は
な い 技 能
や 熟 練 は
す べ て 機
械 で 代 替
が 可 能

コ ア で は
な い が 機
械 で は 代
替 で き な
い 技 能 や
熟 練 が あ
る

業 種 金 型 製 造 1 8 7 4 2 0 8 6 1 4 2
( % ) 1 2 . 7 5 2 . 1 1 4 . 1 6 0 . 6 3 6 . 2
金 属 プ レ ス 9 3 1 1 0 3 4 6 1
( % ) 1 4 . 8 5 0 . 8 1 6 . 4 5 5 . 7 1 5 . 6
鋳 造 4 1 6 . 0 1 1 9 . 0 2 7
( % ) 1 4 . 8 5 9 . 3 3 . 7 7 0 . 4 6 . 9
鍛 造 1 6 0 8 1 0
( % ) 1 0 . 0 6 0 . 0 0 . 0 8 0 . 0 2 . 6
ダ イ カ ス ト 3 4 . 0 3 6 . 0 1 2
( % ) 2 5 . 0 3 3 . 3 2 5 . 0 5 0 . 0 3 . 1
プ ラ ス チ ッ ク 成 形 7 1 7 4 1 5 3 2
( % ) 2 1 . 9 5 3 . 1 1 2 . 5 4 6 . 9 8 . 2
熱 処 理 2 8 . 0 1 1 2 1 6
( % ) 1 2 . 5 5 0 . 0 6 . 3 7 5 . 0 4 . 1
メ ッ キ 、 表 面 処 理 5 5 6 2 4 2 7 5
( % ) 6 . 7 7 4 . 7 2 . 7 5 6 . 0 1 9 . 1
そ の 他 3 8 . 0 0 1 0 . 0 1 7
( % ) 1 7 . 6 4 7 . 1 0 . 0 5 8 . 8 4 . 3

合 計 5 2 2 2 0 4 1 2 3 2 3 9 2
( % ) 1 3 . 3 5 6 . 1 1 0 . 5 5 9 . 2 1 0 0 . 0

注 ： 複 数 回 答  
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ただ、「コアの技能や熟練でも機械で代替が可能」（13％）や「コアではない技能や熟練

はすべて機械で代替が可能」（11％）の回答も１割を超えており、設備・機械の高性能化が

進んでおり、こうした設備・機械を導入することによって人の能力を代替することができ

ると考える企業が今後増えてくることも予想されるとともに、素形材関連企業にとって、

今後設備・機械の重要性がますます高くなるものと考えられよう。 

 

（３）人材確保の状況 

以上みてきたように、大阪の素形材関連企業にとって、強みを強化し、ＩＴの活用を促

し、ものづくりの能力を高めるうえで優秀な人材の確保と育成が特に重要であるが、その

人材の過不足の状況を職種毎にみると、いずれの職種においても「余剰感がある」企業は

ほとんどなく、職種にかかわらず、素形材関連企業全般に広く人材の不足感が広がってい

ることがわかる（図表Ⅳ-4-4）。 

 

図 表 Ⅳ -4-4　 人 材 の 過 不 足 状 況 （ 職 種 別 ）
不 足 し て
い る

充 足 し て
い る

余 剰 感 が
あ る

い な い
合 計

設 計 、 解 析 、 技 術 開 230 83 6 5 8 3 7 7
( % ) 6 1 . 0 2 2 .0 1 . 6 1 5 . 4 1 0 0 . 0
加 工 （ 熟 練 者 ） 184 18 5 1 4 6 3 8 9
( % ) 4 7 . 3 4 7 .6 3 . 6 1 . 5 1 0 0 . 0
加 工 （ 若 手 ） 239 12 9 1 0 1 8 3 9 6
( % ) 6 0 . 4 3 2 .6 2 . 5 4 . 5 1 0 0 . 0
品 質 管 理 176 17 4 7 2 9 3 8 6
( % ) 4 5 . 6 4 5 .1 1 . 8 7 . 5 1 0 0 . 0
生 産 管 理 158 18 9 7 3 1 3 8 5
( % ) 4 1 . 0 4 9 .1 1 . 8 8 . 1 1 0 0 . 0
営 業 185 1 4 3 9 5 6 3 9 3
( % ) 4 7 . 1 3 6 .4 2 . 3 1 4 . 2 1 0 0 . 0  
 

これを職種別にみると、「不足」の割合が最も高いのは「設計、解析、技術開発」で 61％

に上っており、全ての業種で「不足」が半数を上回っている。次いで「加工（若手）」も「不

足」が 60％に達しており、これも同じく全ての業種で、半数を上回る企業が「不足」と回

答している。 

若者の製造業離れが進むなかで、特に３Ｋのイメージが残る素形材関連企業にとって、

若い人材の確保が難しいことと、納期短縮や要求精度の向上、海外との競争が激しくなる

なかで付加価値が高く、海外ではできない難度の高い加工に対する要求への対応など、設

計や技術開発を担う技術者へのニーズは強くなっており、こうした状況への対応が必要と

なるなかで、若い人材や技術者が慢性的に不足しているものと考えられる。 

そして、「設計、解析、技術開発」や「加工（若手）」に比べると割合は低いものの、「営

業」でもおよそ半数の企業が「不足」と回答している。既にみたように、回答企業のなか

でも新規取引の開拓や他の地域からの受注のための取り組みが進むなかで、新たな取引を

確保するための営業機能の強化が必要になっており、そのための営業面での人材ニーズが

高まっていることがわかる。 

次に不足する人材のなかで、どういった職種を優先して補おうとしているのかを、「最も

補強したい人材の能力」からみると、3 割の企業が「加工（若手）」の補強を挙げており、

業種別でみても、「鋳造」を除く全ての業種で最も高い割合となっている（図表Ⅳ-4-5）。 
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図表Ⅳ-4-5　現在最も補強したい人材
現在最も補強したい人材 合計
設計、解
析、技術
開発

加工(熟
練者）

加工(若
手）

品質管理 生産管理 営業 その他

業種 金型製造 35 27 46 5 10 18 0 141
(%) 24.8 19.1 32.6 3.5 7.1 12.8 0.0 100.0
金属プレス 11 6 18 6 9 11 0 61
(%) 18.0 9.8 29.5 9.8 14.8 18.0 0.0 100.0
鋳造 4 10 6 3 2 0 0 25
(%) 16.0 40.0 24.0 12.0 8.0 0.0 0.0 100.0
鍛造 2 3 3 0 1 0 0 9
(%) 22.2 33.3 33.3 0.0 11.1 0.0 0.0 100.0
ダイカスト 3 1 5 0 0 1 0 10
(%) 30.0 10.0 50.0 0.0 0.0 10.0 0.0 100.0
プラスチック成形 8 4 8 3 2 6 0 31
(%) 25.8 12.9 25.8 9.7 6.5 19.4 0.0 100.0
熱処理 0 3 7 2 0 3 0 15
(%) 0.0 20.0 46.7 13.3 0.0 20.0 0.0 100.0
メッキ、表面処理 8 14 21 4 8 15 1 71
(%) 11.3 19.7 29.6 5.6 11.3 21.1 1.4 100.0
その他 2 0 6 1 0 6 1 16
(%) 12.5 0.0 37.5 6.3 0.0 37.5 6.3 100.0

合計 73 68 120 24 32 60 2 379
(%) 19.3 17.9 31.7 6.3 8.4 15.8 0.5 100.0  

 

従業者規模で 20 人未満が過半を占めるなど（図表Ⅱ-2-2 参照）、小規模企業が多い素形

材関連企業の多くは、人材の育成は職種ごとに行われるのではなく、多様な職種を経験す

るなかで一人前の職人として育成されており、人材育成の最初の段階として加工現場の経

験が重視されていることの反映と考えられ、それぞれの職種を即戦力として補強するより

も、若手の人材を社内で育成することを重視しているといえよう。 

ただ、「加工（熟練者）」でも、半数近い企業で人材が不足しており、最も補強したい職

種でも「加工（熟練者）」を挙げる企業が 18％に上っている。特に業種別の「鋳造」では 4

割が「加工（熟練者）」を最も補強したい職種として挙げている。 

熟練の加工技能者が担う技術・ノウハウは素形材関連企業にとってその企業の技術・ノ

ウハウの中核を構成するものである。したがって、この人材の補強が必要になっているこ

とは、その企業がものづくりの経験のなかから、長い期間をかけて蓄積・形成してきた技

術・ノウハウが脆弱になっていることを意味している。 

既にみたように、素形材関連企業の事業上の強みは多様であるが、その強みを作り出し

ているのは「社内の優秀な人材」であった。若い人材に対するニーズの高まりは、その企

業の将来の発展を担う人材を確保する意味で、長期的な視野に立った課題への対応を目指

すものであるが、ベテランに対するニーズの高まりは、その企業の強みをなす存立基盤に

かかわる課題への喫緊の対応を迫られていることを示すものである。 

このベテランに対するニーズが高まっている背景としては、これまでの分析から 2 つの

要因が考えられる。 

一つは、従業者の平均年齢から分かるように、ものづくりを担う中核的な人材の世代交

代が進まずに、重要な技術、ノウハウの維持・保全が難しくなっていることが考えられる。

この場合には、従業者の年齢構成が大きく高年層に偏っていることになり、事業の存続自
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体が危ぶまれる、より深刻な状況であると判断できる。 

そして、もう一つは、既存の取引先との取引確保を重視しながらも、それに加えて新た

な取引先の確保を目指す企業が多くみられることから、取引の確保・開拓に際して従来に

ない技術的な対応が必要で、中核技術の修正や新たな要素の付加、新規に重要な技術の獲

得による対応にベテランの技術や技能が必要となっていることが考えられる。この場合に

は、ものづくりの能力に新たな要素を付加し、取引の幅を拡げ、事業の一層の発展を模索

するという意味で、より積極的なものといえよう。 

必要な設備の状況でもみたように、多くの企業が、設備のグレードアップを抑え、必要

な設備の導入を控えて外注を活用しているように、要求精度の向上やコスト削減、納期短

縮のための製造・加工の効率化を進めるうえで、加工を担う人材の経験に基づく工夫に依

存するウェイトが高まっており、若い人材かベテランかを問わず、機械・設備にもまして

人材の能力とその育成が一層重要性を高めているといえよう。 

 

５．国際化への対応と事業展開の方向性 

厳しい事業環境変化による影響を受けながらも、大阪の素形材関連産業はこれまでの事

業の枠組みを維持しつつ、新たな取引の確保を通じて変化への適応に向けた取り組みを続

けているが、中国を中心にアジア地域の産業は、今後も一層の発展を見せるものと考えら

れる。そのなかで、今後、大阪の素形材関連産業はどのように国際化に適応し、事業を展

開させていこうとしているのか。ここでは、大阪の素形材関連産業の国際化に向けた方向

性と今後の事業方針についてみていく。 

 

（１）産業の国際化に向けた事業方針 

製造業の海外生産比率は年々高くなっており、日本からの製造業の進出が多いアジアお

よび中国の日系法人企業の業種を見ると素形材関連産業の主要なユーザー業種である「電

気機器」「機械」「自動車・部品」の製造業全体に占める事業所数のウェイトが、アジア全

体で 45％を占め、中国でも 40％に達している（図表Ⅳ-5-1）。そして、海外に進出する日

系製造業の部品の現地調達率も、生産の現地化の度合いが高まるにしたがって年々上昇し

ているといわれている。 

 

図表Ⅳ-5-1　現地法人の業種別構成

法人数 構成比 法人数 構成比
2,108 70.8 5,716 54.6

電気機器 471 15.8 1,318 12.6
化学 321 10.8 988 9.4
繊維業 296 9.9 470 4.5
機械 244 8.2 632 6.0
食料品 148 5.0 298 2.8
自動車・部品 140 4.7 601 5.7
金属製品 97 3.3 296 2.8

431 14.5 2,672 25.5
卸売業 400 13.4 2,547 24.3
小売業 19 0.6 91 0.9

2,979 100.0 10,465 100.0

資料：東洋経済新報社『海外進出企業総覧2003（国別編）』

全産業

中　　国 アジア計

製造業

商　業
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こうした製造業の生産における海外展開の状況は、素形材関連産業にとって、一面では、

自らが製造、加工してきた部品や金型を使用するユーザーの生産拠点が海外へとシフトす

ることを意味し、海外調達の拡大とともに、海外企業との競合、さらには受注の喪失を伴

うものである。先にみた事業環境変化の状況における「価格引下げ圧力」や「輸入品や海

外企業との競争激化」「海外コストとの比較」「市場の縮小」「納期短縮要求の厳しさ」など

はこうした製造業の生産海外シフトによる直接、間接の影響が及んでいるものといえよう。 

ただ、生産の海外シフトのもう一つの側面として、次のようなことが指摘できる。 

製造業の海外生産品が、その地域やその他の地域の需要を獲得し、国内からシフトした

以上の生産規模となる場合や、国内からのシフトではなく新たな海外生産として行われる

場合には、素形材関連産業にとっては新たな受注獲得機会が創出されたことを意味する。 

いずれにせよ、素形材関連産業においては、海外進出や海外からの受注獲得を具体的に

目指すか否かに関わらず、取引先の生産と調達にかかわって海外の動向を意識せざるを得

ない状況になっているといえよう。 

そこで、ものづくりの国際化に応じた事業の方針についてみると、「国内での新規取引先

の開拓」が 59％、「国内既存取引先との関係強化」が 52％を占め、直接の海外展開や海外

からの受注獲得を意識した回答はほとんどみられない（図表Ⅳ-5-2）。 

 

図表Ⅳ-5-2　国際化に応じた事業方針
国際化に応じた事業方針 合計
国内での
新規取引
先の開拓

国内既存
取引先と
の関係強
化

海外生産
拠点の確
保・増強

海外日系
企業から
の新規受
注獲得

海外企業
からの受
注獲得

海外企業
への技術
供与

海外企業
との技術
連携

海外営業
スタッフ
の強化

その他

業種 金型製造 72 70 5 11 10 2 2 0 1 125
(%) 57.6 56.0 4.0 8.8 8.0 1.6 1.6 0.0 0.8 36.1
金属プレス 35 25 9 2 4 4 3 0 4 53
(%) 66.0 47.2 17.0 3.8 7.5 7.5 5.7 0.0 7.5 15.3
鋳造 11 16 4 1 2 5 0 0 0 27
(%) 40.7 59.3 14.8 3.7 7.4 18.5 0.0 0.0 0.0 7.8
鍛造 7 5 1 0 0 0 1 0 0 10
(%) 70.0 50.0 10.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 2.9
ダイカスト 5 8 0 0 1 0 0 0 0 11
(%) 45.5 72.7 0.0 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2
プラスチック成形 17 7 5 4 1 0 0 0 0 28
(%) 60.7 25.0 17.9 14.3 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 8.1
熱処理 9 9 0 0 0 2 2 0 0 15
(%) 60.0 60.0 0.0 0.0 0.0 13.3 13.3 0.0 0.0 4.3
メッキ、表面処理 38 33 1 3 2 2 5 0 2 62
(%) 61.3 53.2 1.6 4.8 3.2 3.2 8.1 0.0 3.2 17.9
その他 11 8 2 1 2 1 0 0 0 15
(%) 73.3 53.3 13.3 6.7 13.3 6.7 0.0 0.0 0.0 4.3

合計 205 181 27 22 22 16 13 0 7 346
(%) 59.2 52.3 7.8 6.4 6.4 4.6 3.8 0.0 2.0 100.0

注：複数回答  
 

ただ、従業者規模別にみると、「海外生産拠点の確保・増強」では、50 人以上規模で２

割を超えるなど、従業者規模が大きくなるほど割合が高くなっている。また、「海外日系企

業からの新規受注獲得」も 50 人以上規模では 17％に上っており、規模による格差がみら

れる（図表Ⅳ-5-3）。海外に拠点を確保する場合はもちろん、海外企業への技術供与や連携

を図る場合にも、経験豊富なスタッフが現地に赴き、場合によっては常駐することが必要

となる。また、海外企業から受注を獲得しようとする際には、契約をはじめ、様々な手続

きが必要となり、人的な負担は決して少なくはない。こうした事情からも、海外に向けて

の事業上の対応については、企業規模による格差が生じているといえよう。 
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図表Ⅳ-5-3　国際化に応じた事業方針（従業者規模別）
国際化に応じた貴社の事業方針 合計
国内での
新規取引
先の開拓

国内既存
取引先と
の関係強
化

海外生産
拠点の確
保・増強

海外日系
企業から
の新規受
注獲得

海外企業
からの受
注獲得

海外企業
への技術
供与

海外企業
との技術
連携

海外営業
スタッフ
の強化

その他

主事業 10人未満 48 48 0 5 3 1 1 0 2 83
(%) 57.8 57.8 0.0 6.0 3.6 1.2 1.2 0.0 2.4 100.0
10～20人未満 65 62 6 5 8 4 5 0 3 112
(%) 58.0 55.4 5.4 4.5 7.1 3.6 4.5 0.0 2.7 100.0
20～50人未満 64 51 10 4 6 6 3 0 1 100
(%) 64.0 51.0 10.0 4.0 6.0 6.0 3.0 0.0 1.0 100.0
50人以上 28 19 10 8 5 5 4 0 0 48
(%) 58.3 39.6 20.8 16.7 10.4 10.4 8.3 0.0 0.0 100.0

合計 205 180 26 22 22 16 13 0 6 343
(%) 59.8 52.5 7.6 6.4 6.4 4.7 3.8 0.0 1.7 100.0

注：複数回答  
 

しかし、割合は小さいものの、10 人未満の企業においても海外企業との連携や海外から

の受注を目指す企業もみられ、20 人未満の企業のなかには、海外生産拠点の確保・増強を

目指す企業も存在しており、規模の小さな企業においても、潜在的には海外に向けた事業

展開や海外からの受注獲得を求める企業は少なくないものと考えられる。事業規模が小さ

いがゆえの制約を解消して、海外に向けた事業を進められるだけの条件整備が求められる

といえよう。 

 

（２）今後の事業の方向性 

国際化はものづくりの分野においても大きな流れになっているとはいえ、上にみたよう

に素形材関連産業の海外にむけた事業展開や海外からの受注獲得の意欲は、今のところ決

して大きくはない。しかし、既にみたように、現在の事業環境においても生産の海外シフ

トや海外企業、製品との競争は激しくなっており、今後もその影響は強まっていくものと

考えられる。こうした素形材関連産業を取り巻く現在の状況に対して、それぞれの企業は、

今後どのような方向に事業を進めようとしているのであろうか。 

今後重視する方針をみると、「新たな加工方法への取り組み」が 32％と特に多くなって

おり、そのほか「営業機能の確保・強化」（18％）、「自社製品製造への展開」（14％）、「受

注先への提案力の強化」（13％）が 1 割を超えている（図表Ⅳ-5-4）。 

 

図表Ⅳ-5-4　今後の方針として重視するもの
今後の方針として重視するもの 合計
新たな加
工方法へ
の取り組
み

営業機能
の確保・
強化

自社製品
製造への
展開

受注先へ
の提案力
の強化

設計機能
の強化

型から成
型までの
一貫化

新素材加
工への取
り組み

商社機能
の展開・
拡充

施策機能
の保有、
強化

その他

業種 金型製造 51 12 15 13 26 9 7 2 6 4 141
(%) 36.2 8.5 10.6 9.2 18.4 6.4 5.0 1.4 4.3 2.8 36.2
金属プレス 13 17 15 12 3 1 2 0 1 0 64
(%) 20.3 26.6 23.4 18.8 4.7 1.6 3.1 0.0 1.6 0.0 16.4
鋳造 0 5 5 1.0 2 4.0 2.0 3.0 2 2 26
(%) 0.0 19.2 19.2 3.8 7.7 15.4 7.7 11.5 7.7 7.7 3.7
鍛造 3 3 1 0 0 0 0 0 0 3 10
(%) 30.0 30.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 30.0 2.6
ダイカスト 4 0 1 3 0 4 0 0 0 0 11
(%) 36.4 0.0 9.1 27.3 0.0 36.4 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8
プラスチック成形 7 7 5 6 0 2 4 0 0 0 31
(%) 22.6 22.6 16.1 19.4 0.0 6.5 12.9 0.0 0.0 0.0 7.9
熱処理 8 2 2 3 0 0 1.0 0 0 0 16
(%) 50.0 12.5 12.5 18.8 0.0 0.0 6.3 0.0 0.0 0.0 4.1
メッキ、表面処理 31 18 9 12 0 1 4 0 0 1 74
(%) 41.9 24.3 12.2 16.2 0.0 1.4 5.4 0.0 0.0 1.4 19.0
その他 6 5 1 1 1 0 0 1 0 2 17
(%) 35.3 29.4 5.9 5.9 5.9 0.0 0.0 5.9 0.0 11.8 4.4

合計 123 69 54 51 32 21 20 6 9 12 390
(%) 31.5 17.7 13.8 13.1 8.2 5.4 5.1 1.5 2.3 3.1 100.0

注：複数回答  
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繰り返しになるが、素形材関連産業全般に製造・加工においては、短納期、コストダウ

ン、品質・精度要求の厳格化といった要求を、継続的に、しかもより強く求められるよう

になっている。 

こうした要求に対しては、従前の成形・加工方法に対する工夫や改善による漸進的なコ

ストダウンや加工の効率化による納期短縮、高精度化により対応することは次第に困難と

なっており、「新たな加工方法への取り組み」の割合の高さは、大幅なコストダウンや生産

の効率化、複数工程の単工程化や後処理工程をなくすような工法や難加工素材を効率的に

加工する方法の開発などが必要になっていることを反映しているといえよう。 

実際プラスチック成形の分野では、異なる素材を同時に成形する二色成形やプレス部品

を組み込んで射出成形を行うインサート成形に取り組む企業が増えているほか、肉薄で、

しかも安定した形状を確保できる成形方法を開発することによって、原料コストを抑える

だけでなく、成形サイクルタイムを半分以下に抑え、生産効率を大幅に高めたものや、異

種素材を挿入して安定した成形を可能とする成形方法を開発する例がみられる。 

また、金属プレスの分野でも、固く加工が難しいステンレス素材の高精度かつ効率的な

加工方法を開発する例がみられ、プラスチック、金属プレスともに、成形加工と同時に組

立までも行う加工法も開発されている。 

このほか、廃液の処理など環境への配慮が特に求められるメッキ処理では、環境負荷の

より少ない処理方法の導入が進められている。また、熱処理の分野では高周波誘導過熱処

理やプラズマ浸炭処理などの導入がみられ、海外に対しても高い競争力を有している。 

今後も、製造業の生産海外シフトの流れが続くなかでは、海外に対して、コストや生産

効率の面での優位性といったレベルではなく、海外にはない、日本でしかできない加工技

術の開発と導入が求められているといえよう。 

また、新たな加工技術が導入される場合、その技術を活用しうる取引が必ずしも既存の

取引先との取引であるとは限らない。むしろ既存の取引先からの要求によらない技術の開

発・導入の場合には、その技術による加工を必要とする新たな取引先を開拓することが必

要となる。もちろん、新たな技術を導入する場合に限らず、既存の取引先との取引を今後

も安定的に確保することは、現在のものづくりを取り巻く環境のなかでは決して容易なこ

とではなく、素形材関連企業にとって「営業機能の確保・強化」は主要な課題として重要

性を高めている。 

そして、「受注先への提案力」は、日本のものづくりに独特の要素である。契約を基に、

図面に忠実な加工を低コストで効率的に行うことが優先され、作り出された成形品が製品

を構成する他の部品のなかで有効に機能するか、相互に干渉しないか等は、それが図面ど

おりに作られている限り発注側の責任としてあまり関心を持たれることのない海外のもの

づくりでは、受注する側の知識、ノウハウを活かして取引先に対して提案が行われること

は希である。 

これに対して、発注元と受注先とが、成形加工の容易さや生産効率、成形品の強度や設

計上の不具合などについて相互のコラボレーションのもとによりよいものづくりを目指し、

場合によっては成形方法について受注先から提案があることも珍しくない日本のものづく

りの現場においては、成形加工や成形品に関して蓄積された知識やノウハウをもとにした、
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取引先に対する提案力は取引を確保する上の重要な要素である。 

こうしたコラボレーションを基調とする取引先との取引慣行は、海外では当然のことと

されている契約に対する意識をかえって希薄にさせ、問題が生じた際の責任の所在を曖昧

にする。そして、金型製造業における図面流出問題にもみられるように、規模が小さく交

渉力が不足する素形材関連メーカーに対して、往々にして不要な負担を強いるという問題

点にもつながっている。とはいえ、海外との競争に晒され、付加価値の高い、高度のもの

づくりが求められている日本の製造業にとって、取引先に対する提案力を高めることが一

層重要になっているといえよう。 

このように、素形材関連企業の今後の方針は、厳しい取引環境に晒されるなかで、もの

づくりの能力をさらに高め、取引の確保と開拓をより確実なものにしようとする方向に向

かっている。また、既に見たように、素形材関連企業の事業における強みは「社内の優秀

な人材」であり、今後の事業方針を実現する力も社内に確保される人材によるところが大

である。 

そこで、先にみた最も補強したい人材と今後の方針の関連から、素形材関連産業に今後

必要となる人材の要素についてみると、「設計機能の強化」を方針とする企業では「設計、

解析、技術開発」（55％）の職種を求めており、「営業機能の確保・強化」を目指す企業で

は「営業」（36％）の職種、「自社製品への展開」を目指す企業では「加工（若手）」（33％）

に次いで「設計、解析、技術開発」（26％）の職種の補強を進めようとしており、事業を進

めようとするために必要な職種の強化を進めようとしていることがわかる（図表Ⅳ-5-5）。 

 

 

 

 

図表Ⅳ-5-5　今後補強したい人材（今後の方針として重視するもの別）
最も補強したい人材

新たな加工方法への取り組 26 26 33 10 11 8 0 114
(%) 22.8 22.8 28.9 8.8 9.6 7.0 0.0 31.1
新素材加工への取り組み 3 6 4 1 3 3 0 20
(%) 15.0 30.0 20.0 5.0 15.0 15.0 0.0 5.4
自社製品製造への展開 13 7 17 2 4 8 0 51
(%) 25.5 13.7 33.3 3.9 7.8 15.7 0.0 13.9
商社機能の展開・拡充 1 1 1 1 0 2 0 6
(%) 16.7 16.7 16.7 16.7 0.0 33.3 0.0 1.6
営業機能の確保・強化 4 10 16 3 8 23 0 64
(%) 6.3 15.6 25.0 4.7 12.5 35.9 0.0 17.4
受注先への提案力の強化 6 4 16 5 4 11 1 47
(%) 12.8 8.5 34.0 10.6 8.5 23.4 2.1 12.8
設計機能の強化 17 3 8 0 2 1 0 31
(%) 54.8 9.7 25.8 0.0 6.5 3.2 0.0 8.4
試作機能の保有、強化 3 5 1 0 0 0 0 9
(%) 33.3 55.6 11.1 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5
型から成型までの一貫化 2 1 13 3 0 1 0 20
(%) 10.0 5.0 65.0 15.0 0.0 5.0 0.0 5.4
その他 0 1 6 1 0 2 1 11
(%) 0.0 9.1 54.5 9.1 0.0 18.2 9.1 3.0

合計 72 63 114 25 32 59 2 367
(%) 19.6 17.2 31.1 6.8 8.7 16.1 0.5 100.0

設計、解
析、技術

加工（熟
練者）

加工（若
手）

合計

今後の方
針として
重視する
もの

生産管理 営業 その他品質管理
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こうしたなかで素形材関連企業の今後の方針として最も多かった「新たな加工方法への

取り組み」では、「加工（若手）」に次ぎ、「設計、解析、技術開発」（23％）と並んで「加

工（熟練）」（23％）の割合が高くなっている。 

新しい加工方法を開発し導入するためには、設備の設計開発のための人材や新鋭設備に

早期に習熟しうる柔軟性を持った若い人材の存在が重要である。ただ、これらと並んでベ

テランの確保、補強が重視されていることは、新たな加工方法を導入する際にも、これま

で蓄積されてきた技術、ノウハウの上に新しい技術を適用していくことが重要であること

を示している。さらに、新たな技術の導入に際して生じる恐れのある多様な問題点の解決

に当たっては、ベテランが有する多様な試行錯誤の経験とその経験に基づく柔軟な問題解

決能力が求められているといえよう。 
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むすび 

 

ここまで分析してきた大阪の素形材関連産業を構成する企業の現状を整理すると、景気

が回復傾向を鮮明にし、産業全般の設備投資の回復や生産の増加がみられるなかで、大阪

の素形材関連産業にも売上を増加させる企業もみられる。ただ、売上に比べて収益の回復

は遅れており、その背景には生産拠点の海外シフトとアジア地域の製造業との競争激化が

ある。素形材関連の企業を取り巻く事業環境は、受注単価の下落や納期短縮、精度、品質

要求の一層の強まり、受注の多頻度化、小口化が引き続き進むなど、依然として厳しさを

増している。 

こうした環境のなかで、大阪の素形材関連企業は、西日本域外からの新規取引の開拓な

ど、新たな受注の獲得に向けた取り組みもみられるが、それは必ずしも十分なものではな

く、新規の受注獲得ができる企業とそうでない企業の間の企業間格差は広がっている。 

また、大手組立メーカーを中心に製造業の生産海外シフトの流れが続くなか、素形材関

連企業自体の海外展開など海外に目を向けることが求められるはずではあるが、現実には

僅かな動きに止まっている。 

その理由は、半数の企業が「営業」の人材不足を挙げているように、特定取引先との安

定的な関係のなかで技術を蓄積してきた素形材関連企業には、新規の取引先の開拓自体が、

経験も少なく大きな労力を要することにある。主要な取引先の海外進出に際し安定的、継

続的な取引が見込まれる場合を除けば、利益を求める「経営体」であるよりも、よりよい

ものづくりを目指す「メーカー」としての性格を強く持つ素形材関連企業にとって、海外

との取引や海外への進出は非常に大きな決断を要するものに違いがないからである。しか

も、規模の小さな企業が多く、僅かな人材で海外にまで目を向けることはさらに難しいと

いえよう。 

他方、海外生産や部品の海外調達の流れが今後も続くと見込まれるなかで、既存の取引

先との安定した取引を継続できる可能性は次第に小さくなっている。それを補うためには

新規取引の開拓・確保が必要であり、そして、それを国内で行っていくためには、海外の

ライバルに負けないよう、さらにものづくりのための能力を高めていくことが重要となっ

ている。 

ただ、新しい技術の形成・蓄積を担い、今後のものづくりを支えていくべき若い人材が

不足しており、若い人材を育成するための体制が整っていない企業も多い。また、新規取

引の開拓にとって、インターネットの活用が有力な手段になると思われるが、有効に活用

できている企業は少なく、この面でも若い人材の不足による影響が認められる。 

また、規模が小さく特定の分野に専門特化することで、より高い技術の形成、蓄積を進

めてきた企業が多い素形材関連企業にあっては、受注の間口を広く取るためには近隣に集

積する製造業とのネットワークを形成し、緊密な連携関係を築いていくことが欠かせない。

しかし、東大阪における製造業事業所数の減少にもみられるように、地域の製造業の集積

は徐々に厚みを減じつつあり、その意味からも、技術の形成・蓄積を担う若い人材の確保、

育成が大きな課題となっている。 

それに加えて、技術、ノウハウの中核を担っているベテランにも人材の不足感が広がっ
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ており、素形材関連企業を取り巻く環境は、その外側からばかりでなく、内側からも厳し

さを増している。 

素形材関連産業は、量産組立工業が優れた製品を作り出していくためには欠くことので

きない産業である。大手電機メーカーが相次いで基幹工場を関西の地に新設するなど、海

外シフトの流れから、ものづくりの国内回帰と国内ものづくり産業の再評価が進み、さら

に、日本の自動車メーカーが世界的なシェアを拡大させ、日本の素形材関連産業への需要

も拡大を見せている。その意味で、ものづくりにおける素形材関連産業の重要性とその高

度化の必要性が一層高まっているといえよう。そして、中小企業庁が平成 18 年度中小企業

対策の概算要求の基本的考え方の第一に、「高度部材・基盤産業を支える中小企業への支援」

を掲げているのはその証左であろう。 

ここまでの分析からは、大阪の素形材関連産業の育成と高度化を図るために、以下のよ

うな課題をあげることができよう。 

 

①技術の蓄積、活用、連携を担うことができるものづくり人材の育成とベテランの技術、

技能・ノウハウの有効活用 

③海外進出や海外取引の促進 

④蓄積された技術を応用する可能性を高めるための、地域のものづくり企業同士の新たな

連携の促進 

⑤業種横断的な技術の融合と企業連携 

⑥大学・試験研究機関との連携、活用、交流の一層の促進 

⑦新規取引先開拓のためのＩＴ活用能力の育成と技術経営力の形成・促進 

⑧蓄積技術とその活用能力を高めるための経営に関する実践的な知識の普及・啓発 

 

そして、以上のような課題に向けては、次のような取り組みが必要となろう。 

第一に、人材の確保、育成、能力活用については、まず、若い人たちの製造業離れの傾

向に歯止めをかけ、素形材関連産業に対する３Ｋのイメージを払拭する必要がある。素形

材関連企業の作業環境の一層の改善を促すことはもとより、高等学校や大学の技術系学部

と府内の優良な素形材関連企業の交流の促進を通じて、素形材関連産業の現状に即した技

術教育カリキュラムの整備やインターンシップの充実、素形材関連企業に在籍する若い人

材と高等学校や大学の学生との交流促進などが挙げられよう。次に、素形材関連企業に在

籍する若い人材の技術の習得と技能形成を促進するための、教育機関のカリキュラムの整

備と講座の受講を促進することも有効であろう。また、企業をリタイアしたベテランの技

術、技能の有効活用を図るためには、こうした人材に関するデータベースの一層の整備促

進と、必要とする技術・技能を持った人材の紹介、斡旋、派遣を行う制度の整備・充実が

必要となろう。 

第二に、素形材関連企業の海外進出や海外取引を促進するためには、まず、日系企業が

多く進出する地域を中心に海外の必要な情報を整備することが求められよう。大阪府でも

ＩＢＯ上海事務所の機能充実を図り、必要な情報の整備を進めており、今後は現地市場の

情報、進出企業情報や取引情報をはじめとする必要情報の整備だけでなく、他府県の自治
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体が主体となって設けている海外事務所との交流による情報の整備・充実が求められよう。

また、国内には、中国をはじめ成長著しいアジア地域からの留学生が多く在籍しており、

こうした人材を活用することも、素形材関連企業が海外に向けて事業を進めるうえで大き

な戦力となるものと考えられる。現在大阪府が進めている、留学生を対象としたインター

ンシップの素形材関連企業による活用促進が図られるべきであろう。その上でなによりも、

中小企業の海外へ向けた事業の展開に当たっては、企業自らが足を運んで、海外情報を直

接十分に収集することが何よりも必要であろう。 

第三に、蓄積した技術を高度化し、新たな受注に結びつけるための連携の促進を図るこ

とが必要である。素形材関連企業の多くが中小企業であることもあって、事業の対象を特

定分野に絞り込むことで高い専門性を有する技術、ノウハウを形成しており、受注の間口

を広げ、あるいは新たな技術的な課題への対応のためには、異なる能力を有する企業との

技術の融合を図ることが不可欠となる。これまでにも、大阪府や各地の商工会議所におい

て、企業間の技術的な融合を目指して、異業種交流のための機会が設けられてきたが、こ

うした異業種交流の機会から直接に技術融合の成果を求めるのではなく、異業種交流の機

会を通じて、任意の異業種のグループ化を促すための取り組みや、条件整備が求められる。

さらに、こうした任意の異業種の技術を融合させるための触媒の役割が必要となるが、府

内の大学の技術系の学部や大学院、試験研究機関には、そうした役割を果たすセンター機

能を形成する動きが現れ始めており、公的な施策として大学、試験研究機関による地域の

技術融合のための触媒機能形成を側面からさらに支援していくことが求められよう。また、

大学や試験研究機関がこうした活動に取り組んでいくことが、大学、試験研究機関と素形

材関連企業との垣根を低くするものと考えられ、こうした機関には、待ちの姿勢で企業か

らのアクセスを受け止めるのではなく、企業に対して能動的にアプローチしていく姿勢が

求められよう。 

第四に、蓄積した技術を活用するための経営ノウハウの形成については、素形材関連企

業は、取引の面では特定取引先との長期にわたる安定した取引関係を続けている企業が少

なくない。そのために、取引に関して契約に対する意識が希薄な企業も多く、技術につい

ても、取引先から求められる課題を解決するために開発、蓄積、活用することには積極的

であっても、事業のあり方自体が受注内容に応じて製造、加工を始めるという受身の取引

が主体であるために、技術を活かすことができる分野を自らの求め、取引先に積極的にア

プローチすることは少なく、自らの技術をマネジメントしようとする姿勢はそれほど強く

はない。 

そこでまず、新規の受注確保や、特に海外の企業との取引に際して、公正で対等な立場

で取引を進めるために、契約に対する認識を明確に持つことが必要となる。それぞれの業

界ごとに日本語と海外の主要言語で共通の取引基本契約書を作成する例はみられるが、そ

の活用、普及に努めるなど、公正な契約確保のための意識啓発を進めることが有効であろ

う。次に、近年大学の技術系学部などでは、製造業が有する技術の積極的な活用と知的財

産権の確保・保全を目指して、技術のマネジメントに関する技術経営（ＭＯＴ）の研究が

活発化しつつある。このＭＯＴに関しては、素形材分野に特化し、素形材関連企業の実態

に即した実践的な研究成果に結び付くよう、研究を誘導・促進し、素形材関連企業への実
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践普及を着実に進めるなど、素形材関連技術活用のためのノウハウの形成・蓄積に努める

べきであろう。そして、素形材関連企業の新規取引の開拓に向けては、各企業に固有の技

術を熟知した営業人材の育成を早急に進めることが求められるが、そのためには技術を理

解した営業の人材を育成するよりも、技術を習得した技術者・技能者に対して営業に関す

る能力の育成を図ることが有効であろう。 

生産の海外シフト、さらには中国における製造業の急速な発展・成長は、当初、日本国

内におけるものづくりの空洞化への懸念要因となっていたが、現実には、中国におけるも

のづくりの発展は、第１章でみた貿易の動きにもみられるように、むしろ日本の素形材関

連産業に対するニーズの拡大となって現れている。さらには、関西地域における大手電機

メーカーの主要工場新設の動きにもみられるように、ものづくりの国内回帰の動きは、関

西地域においても着実に進んでいる。こうしたなかで、大阪に多数集積する素形材関連産

業に求められる役割は着実に重要性を増しているといえようが、その経営状況は、受注単

価の下落や厳しい納期対応のなかで、ベテランをも含めた人材の不足をきたしているなど、

決して楽観できるものではない。 

以上にまとめたような取り組みを通じて、大阪の素形材関連産業の経営体質の強化を図

り、産業としての一層の発展を進めていくことが、大阪産業の地位と役割を高めていく上

でより重要性を増しているといえよう。 
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〔集計結果〕

(業種)
回答数 割合（％） 　

金型製造 148 36.2
金属プレス 64 15.6
鋳造 28 6.8
鍛造 10 2.4
ダイカスト 12 2.9
プラスチック成形 32 7.8
熱処理 16 3.9
メッキ、表面処理 81 19.8
その他 18 4.4
合計 409 100.0

(従業者数) 　
回答数 割合（％）

5人未満 35 8.7
5～10人未満 64 15.8
10～20人未満 142 35.1
20～30人未満 58 14.4
30～50人未満 53 13.1
50～100人未満 31 7.7
100人以上 21 5.2
合計 404 100.0

(平均年齢) 　
回答数 割合（％）

30歳未満 4 1.0
30歳代 85 21.4
40歳代 210 52.8
50歳代 94 23.6
60歳以上 5 1.3
合計 398 100

(価格引き下げ圧力が強くなっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 167 41.2
やや当てはまる 136 33.6
どちらともいえない 88 21.7
やや逆の傾向である 12 3.0
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 405 100.0

(原材料価格が高騰している) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 300 73.7
やや当てはまる 88 21.6
どちらともいえない 18 4.4
やや逆の傾向である 1 0.2
合計 407 100.0
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(輸入品や海外企業との競争が激しくなっている)　
回答数 割合（％）

当てはまる 145 36.6
やや当てはまる 98 24.7
どちらともいえない 141 35.6
やや逆の傾向である 10 2.5
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 396 100.0

(海外コストと比較されるようになっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 130 33.2
やや当てはまる 118 30.1
どちらともいえない 133 33.9
やや逆の傾向である 9 2.3
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 392 100.0

(市場が縮小している) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 123 30.7
やや当てはまる 103 25.7
どちらともいえない 132 32.9
やや逆の傾向である 35 8.7
全く逆の傾向である 8 2.0
合計 401 100.0

(国内同業者との競争が激しくなっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 128 31.6
やや当てはまる 126 31.1
どちらともいえない 129 31.9
やや逆の傾向である 17 4.2
全く逆の傾向である 5 1.2
合計 405 100.0

(同業者や取引先の転業、廃業が多くなっている)　
回答数 割合（％）

当てはまる 91 22.9
やや当てはまる 141 35.4
どちらともいえない 143 35.9
やや逆の傾向である 19 4.8
全く逆の傾向である 4 1.0
合計 398 100.0
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(品質・精度要求が厳しくなっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 253 62.5
やや当てはまる 119 29.4
どちらともいえない 32 7.9
やや逆の傾向である 1 0.2
合計 405 100.0

(納期短縮要求が厳しくなっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 244 60.1
やや当てはまる 139 34.2
どちらともいえない 22 5.4
やや逆の傾向である 1 0.2
合計 406 100.0

(業界で技術革新や新技術導入が進んでいる) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 91 22.5
やや当てはまる 151 37.4
どちらともいえない 155 38.4
やや逆の傾向である 5 1.2
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 404 100.0

(ユーザー側技術変化への対応が必要になっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 117 29.1
やや当てはまる 183 45.5
どちらともいえない 99 24.6
やや逆の傾向である 2 0.5
全く逆の傾向である 1 0.2
合計 402 100.0

(素材、加工の環境配慮への要求が強まっている) 　
回答数 割合（％）

当てはまる 158 39.3
やや当てはまる 144 35.8
どちらともいえない 96 23.9
やや逆の傾向である 2 0.5
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 402 100.0
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（取引先による選別強化が進んでいる） 　
回答数 割合（％）

当てはまる 112 27.9
やや当てはまる 168 41.9
どちらともいえない 117 29.2
やや逆の傾向である 2 0.5
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 401 100.0

（受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる） 　
回答数 割合（％）

当てはまる 174 42.9
やや当てはまる 142 35.0
どちらともいえない 85 20.9
やや逆の傾向である 3 0.7
全く逆の傾向である 2 0.5
合計 406 100.0

（ユーザー業界の生産の海外シフトが進んでいる）　
回答数 割合（％）

当てはまる 136 34.0
やや当てはまる 130 32.5
どちらともいえない 124 31.0
やや逆の傾向である 9 2.3
全く逆の傾向である 1 0.3
合計 400 100.0

（ユーザー業界の生産の国内回帰が進んでいる） 　
回答数 割合（％）

当てはまる 8 2.0
やや当てはまる 34 8.6
どちらともいえない 257 64.9
やや逆の傾向である 58 14.6
全く逆の傾向である 39 9.8
合計 396 100.0
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（受注・販売単価） 　
回答数 割合（％）

上昇 65 16.0
ほぼ横ばい 178 43.7
下落 164 40.3
合計 407 100.0

（受注・販売量） 　
回答数 割合（％）

増加 135 33.1
ほぼ横ばい 158 38.7
減少 115 28.2
合計 408 100.0

（既存事業の業況） 　
回答数 割合（％）

改善 94 23.1
ほぼ横ばい 215 52.8
悪化 98 24.1
合計 407 100.0

（販売先・受注先数） 　
回答数 割合（％）

増加 101 24.7
ほぼ横ばい 223 54.5
減少 85 20.8
合計 409 100.0

（人材(全体として）） 　
回答数 割合（％）

不足 105 25.7
ほぼ横ばい 275 67.4
過剰 28 6.9
合計 408 100.0

（事業内容と人的能力のアンバランス）　
回答数 割合（％）

拡大 91 22.4
変化は少な 302 74.2
縮小 14 3.4
合計 407 100.0
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（受注先との取引条件） 　
回答数 割合（％）

改善 29 7.1
ほぼ横ばい 323 79.0
悪化 57 13.9
合計 409 100.0

（資金繰り） 　
回答数 割合（％）

改善 78 19.2
ほぼ横ばい 238 58.5
悪化 91 22.4
合計 407 100.0

（自社の既存の製品・技術・サービス）　
回答数 割合（％）

競争力向上 136 33.6
ほぼ横ばい 256 63.2
陳腐化 13 3.2
合計 405 100.0

（売上高） 　
回答数 割合（％）

増加傾向 141 34.4
ほぼ横ばい 168 41.0
減少傾向 101 24.6
合計 410 100.0

（経常利益） 　
回答数 割合（％）

増加傾向 106 25.9
ほぼ横ばい 158 38.6
減少傾向 145 35.5
合計 409 100.0
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（生産、技術面で特に重視していること） 　　
回答数 割合（％）

専門化 29 7.5
特注(一品生産）化 25 6.5
精度向上 124 32.1
納期短縮 135 35.0
製造コストの削減 165 42.7
難加工技術の強化 39 10.1
技術対応力の強化 69 17.9
取引先への技術提案力強化 35 9.1
生産品種・分野の拡大、多様 49 12.7
生産品種・分野の絞込み 9 2.3
独自技術の開発 49 12.7
技術・ノウハウの流出防止 11 2.8
生産ネットワークの形成・強 12 3.1
自社製品保有への取組 10 2.6
その他 6 1.6
合計 386 100.0
＊複数回答

（取引先数） 　
回答数 割合（％）

5社未満 100 25.2
5～10社未満 65 16.4
10～30社未満 108 27.2
30～50社未満 39 9.8
50～100社未満 50 12.6
100社以上 35 8.8
合計 397 100.0

(３年未満取引先数) 　
回答数 割合（％）

なし 47 12.1
1～2社 114 29.3
3～4社 71 18.3
5～9社 64 16.5
10～14社 42 10.8
15～19社 14 3.6
20社以上 37 9.5
合計 389 100.0

(10年以上取引先数)
回答数 割合（％）

5社未満 122 30.7
5～10社未満 63 15.9
10社～30社未満 113 28.5
30～50社未満 37 9.3
50～100社未満 31 7.8
100社以上 31 7.8
合計 397 100.0
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(最大取引先との取引開始からの期間) 　
回答数 割合（％）

3年未満 9 2.2
3年以上5年未満 24 5.9
5年以上10年未満 43 10.5
10年以上 333 81.4
合計 409 100.0

(上位3社の取引割合) 　
回答数 割合（％）

10％未満 1 0.2
10～30％未満 44 10.9
30～50％未満 74 18.4
50～80％未満 133 33.0
80～90％未満 65 16.1
90％以上 86 21.3
合計 403 100.0

(上位3社取引先取引割合の変化) 　
回答数 割合（％）

割合は拡大している 104 25.7
横ばい程度 208 51.5
割合は減少している 92 22.8
合計 404 100.0

(主要取引先の業態) 　
回答数 割合（％）

完成品メーカー 142 35.4
部品メーカー 127 31.7
成形・加工、表面処理メーカー 69 17.2
金型メーカー 34 8.5
商社 29 7.2
合計 401 100.0

(最近3年間の取引先の変化) 　
回答数 割合（％）

主要な取引先が大きく入れ替わった 57 14.0
製品のユーザー業界が大きく入れ替わっ 19 4.7
取引先の業態が大きく入れ替わった 41 10.1
大きな変化はない 300 73.9
合計 406 100.0
＊複数回答
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(主要な取引先の所在地) 　
回答数 割合（％）

ほとんどが大阪府内に立地 249 61.8
府外の近畿圏内に立地 176 43.7
近畿圏を除く西日本に立地 48 11.9
西日本を除く国内に立地 78 19.4
ある程度海外にも立地 30 7.4
ほとんど海外に立地 4 1.0
合計 403 100.0
＊複数回答

 (現在の海外企業との取引状況) 　
回答数 割合（％）

日系以外の企業との直取引 17 4.9
日系企業との直取引 40 11.5
日系以外の企業との商社経由の取引 20 5.7
日系企業との商社経由の取引 17 4.9
国内取引先を通じた取引 73 21.0
海外企業との取引はない 214 61.5
合計 348 100.0
＊複数回答

(今後の受注・取引の方針) 　
回答数 割合（％）

主要取引先との安定的な取引の継続 260 63.7
主要取引先との取引の一層の拡大 135 33.1
新たな取引先（国内）の開拓 249 61.0
海外販路の開拓 17 4.2
その他 0 0.0
合計 408 100.0
＊複数回答

(開発段階からの参画) 　
回答数 割合（％）

ある 217 53.8
ない 186 46.2
合計 403 100.0
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(工場数(府内）) 　
回答数 割合（％）

1か所 308 79.6
2～3か所 73 18.9
4～5か所 6 1.6
合計 387 100.0

(工場数(西日本）) 　
回答数 割合（％）

なし 2 6.3
1か所 25 78.1
2～3か所 5 15.6
合計 32 100.0

(工場数（中部・東日本）) 　
回答数 割合（％）

なし 2 11.1
1か所 14 77.8
2～3か所 2 11.1
合計 18 100.0

(工場数（中国）) 　
回答数 割合（％）

なし 2 13.3
1か所 10 66.7
2～3か所 3 20.0
合計 15 100.0

(工場数（中国以外のアジア）) 　
回答数 割合（％）

なし 2 20.0
1か所 7 70.0
2～3か所 1 10.0
合計 10 100.0

(工場数（アジア以外の海外）) 　
回答数 割合（％）

なし 2 28.6
1か所 4 57.1
2～3か所 1 14.3
合計 7 100.0
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(最近3年間の製造・加工内容の変化) 　
回答数 割合（％）

生産規模が大幅に縮小した 39 9.7
技術が陳腐化した 13 3.2
製造・加工難度が高度化した 153 37.9
ユーザーへの対応で生産体制が変化した 78 19.3
新たな製造・加工方法が導入された 92 22.8
他の素材、成型分野を事業化した 9 2.2
製品の内容が大きく変化した 52 12.9
その他 7 1.7
大きな変化はない 149 36.9
合計 404 100.0
＊複数回答

(製造・加工分野の今後の方針) 　
回答数 割合（％）

現状の分野・品種の確保・維持に注力 260 64.2
生産・加工分野・品種緒絞込み 30 7.4
生産・加工分野・品種の多様化 99 24.4
生産・加工分野・品種の転換 16 4.0
合計 405 100.0

(必要な技術の形成・蓄積) 　
回答数 割合（％）

必要な技術は十分確保できている 161 40.5
維持すべき技術の保全・強化ができてい 157 39.4
従来の技術の陳腐化が進んでいる 52 13.1
新しい技術への対応が困難になっている 88 22.1
合計 398 100.0
＊複数回答
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(製造・加工における強み) 　
回答数 割合（％）

製品・加工精度 82 21.1
納期 80 20.6
加工工程、製品などの設計・構想力 39 10.1
品質安定性 88 22.7
製品設計、加工方法等、ユーザーへの技術提案力 54 13.9
コスト対応力 33 8.5
メンテ、アフターサービス 8 2.1
難加工、新素材加工、複雑形状要求などへの対応 29 7.5
その他 7 1.8
合計 388 100.0
＊複数回答

(強みを維持する上で重要なもの) 　
回答数 割合（％）

ユーザーからの厳しい要求 168 42.0
社内の優秀な人材の存在 272 68.0
優れた技術を持つ外注先の存在 63 15.8
優れた技術を持つ異業種連携先の存在 17 4.3
優れた素材、部品提供者の存在 26 6.5
大学や研究機関など連携先の存在 8 2.0
優れた設備の保有 107 26.8
その他 5 1.3
合計 400 100.0
＊複数回答

(生産、取引に関する外部連携の状況) 　
回答数 割合（％）

中小企業団体に加盟 115 33.0
異業種交流会に参加 60 17.2
独自の異業種グループを形成 30 8.6
同業種でグループを構成 99 28.4
大学・試験研究機関を利用 36 10.3
近隣の製造業と常時連携 134 38.5
技術的に依存している外部メーカーがある 48 13.8
その他 23 6.6
合計 348 100.0
＊複数回答

(最も重視する連携先) 　
回答数 割合（％）

中小企業団体 18 8.4
異業種交流会 24 11.2
独自の異業種グループ 19 8.9
同業主グループ 42 19.6
大学・市研究機関 24 11.2
近隣の製造業との常時連携 57 26.6
技術的に依存している外部メーカー 28 13.1
その他 2 0.9
合計 214 100.0

-90-



(最も重視する連携目的) 　
回答数 割合（％）

製造・加工機能の強化 68 19.7
現有技術力の強化 51 14.7
新技術の導入 22 6.4
新技術・新製品開発 28 8.1
既存取引先の維持 24 6.9
新規取引先の開拓 42 12.1
新分野取引先の開拓 7 2.0
設備の補充 7 2.0
受注能力の確保・拡大 37 10.7
情報交換 54 15.6
その他 6 1.7
合計 346 100.0

(最も重要な外部連携先の所在地) 　
回答数 割合（％）

同一市町村内 59 16.5
その他の大阪府内 214 59.9
大阪府以外の近畿圏内 54 15.1
近畿圏以外の西日本 7 2.0
西日本以外の国内 16 4.5
海外 7 2.0
合計 357 100.0
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(集積の機能) 　
回答数 割合（％）

高まっている 62 16.2
低下している 35 9.2
変わらない 164 42.9
わからない 121 31.7
合計 382 100.0

(集積の厚み) 　
回答数 割合（％）

増している 47 12.3
希薄になっている 61 15.9
変わらない 163 42.6
わからない 112 29.2
合計 383 100.0

(集積の活用しやすさ) 　
回答数 割合（％）

しやすくなっている 25 6.5
しにくくなっている 51 13.4
変わらない 187 49.0
使えない 17 4.5
わからない 102 26.7
合計 382 100.0

(集積の重要性) 　
回答数 割合（％）

高まっている 91 24.6
低くなっている 21 5.7
変わらない 206 55.7
重要ではない 52 14.1
合計 370 100.0

(事業を進めるうえで必要な設備の状況) 　
回答数 割合（％）

必要な設備、能力は十分整っている 131 33.2
設備の更新・グレードアップを抑制している 132 33.5
設備の生産能力増強を抑制しいてる 46 11.7
自社に設備がなく、他の設備でやりくりしている工程・加工が 58 14.7
自社に設備がなく、外注を利用している工程・加工がある 137 34.8
合計 394 100.0
＊複数回答
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(ITの活用に対する姿勢) 　
回答数 割合（％）

積極的に導入、活用 77 19.3
業界平均程度に導入、活用 213 53.3
あまり積極的ではない 110 27.5
合計 400 100.0

(インターネットで現在自社が活用しているもの) 　
回答数 割合（％）

受発注サイトへの登録 123 32.5
ｅ－マーケットプレイスへの参加 5 1.3
自社サイトでの会社概要の提供 155 40.9
自社サイトによるネット調達 16 4.2
自社サイトによるネット受注 40 10.6
自社サイトによる人材募集 2 0.5
その他 15 4.0
なし 130 34.3
合計 379 100.0
＊複数回答

　
(インターネットの活用で最も効果の大きなもの) 　

回答数 割合（％）
受発注サイトへの登録 61 33.7
ｅ－マーケットプレイスへの参加 1 0.6
自社サイトでの会社概要の提供 70 38.7
自社サイトによるネット調達 4 2.2
自社サイトによるネット受注 18 9.9
自社サイトによる人材募集 8 4.4
その他 7 3.9
なし 12 6.6
合計 181 100.0

(事業に必要な技術・技能の継承) 　
回答数 割合（％）

順調に継承されている 101 25.7
技術・技能を担うべき若い人材が不足してい 215 54.7
必要な技術・技能習熟前の転・退職が増加 13 3.3
技術・技能の社内教育体制が確立されていな 64 16.3
合計 393 100.0

(技術・製品開発人材数) 　
回答数 割合（％）

いない 12 3.1
1人 56 14.5
2～3人 195 50.6
4～5人 89 23.1
6～9人 20 5.2
10人以上 13 3.4
合計 385 100.0
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(事業に必要な技術・技能の継承) 　
回答数 割合（％）

コアの技能や熟練でも機械で代替が可能 52 13.2
コアの技能や熟練は機械では代替できない 220 56.0
コアではない技能や熟練はすべて機械で代替が可能 41 10.4
コアではないが機械では代替できない技能や熟練が 233 59.3
合計 393 100.0
＊複数回答
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(人材に関する状況(設計、解析、技術開発))
回答数 割合（％） 　

不足している 230 60.8
充足している 84 22.2
余剰感がある 6 1.6
いない 58 15.3
合計 378 100.0

(人材に関する状況(加工・熟練者）) 　
回答数 割合（％）

不足している 184 47.2
充足している 186 47.7
余剰感がある 14 3.6
いない 6 1.5
合計 390 100.0

(人材に関する状況（加工・若手）) 　
回答数 割合（％）

不足している 239 60.2
充足している 130 32.7
余剰感がある 10 2.5
いない 18 4.5
合計 397 100.0

(人材に関する状況（品質管理）) 　
回答数 割合（％）

不足している 176 45.5
充足している 175 45.2
余剰感がある 7 1.8
いない 29 7.5
合計 387 100.0

(人材に関する状況（生産管理）) 　
回答数 割合（％）

不足している 158 40.9
充足している 190 49.2
余剰感がある 7 1.8
いない 31 8.1
合計 386 100.0

(人材に関する状況（営業）) 　
回答数 割合（％）

不足している 185 47.0
充足している 144 36.5
余剰感がある 9 2.3
いない 56 14.2
合計 394 100.0
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(現在最も補強したい人材(能力）） 　
回答数 割合（％）

設計、解析、技術開発 73 19.2
加工(熟練者） 68 17.9
加工(若手） 120 31.6
品質管理 25 6.6
生産管理 32 8.4
営業 60 15.8
その他 2 0.5
合計 380 100.0

(今後の方針として重視するもの) 　
回答数 割合（％）

新たな加工方法への取り組み 124 31.7
新素材加工への取り組み 20 5.1
自社製品製造への展開 54 13.8
商社機能の展開・拡充 6 1.5
営業機能の確保・強化 69 17.6
受注先への提案力の強化 51 13.0
設計機能の強化 32 8.2
施策機能の保有、強化 9 2.3
型から成型までの一貫化 21 5.4
その他 12 3.1
合計 391 100.0
＊複数回答

(国際化に応じた事業方針) 　
回答数 割合（％）

海外生産拠点の確保・増強 27 7.8
海外日系企業からの新規受注獲
得 22 6.3
海外企業からの受注獲得 22 6.3
海外企業との技術連携 13 3.7
海外企業への技術供与 16 4.6
海外営業スタッフの強化 0 0.0
国内での新規取引先の開拓 206 59.4
国内既存取引先との関係強化 181 52.2
その他 7 2.0
合計 347 100.0
＊複数回答
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(支援機関の認知度（クリエイション・コア東大阪）　
回答数 割合（％）

現在利用している 19 5.9
過去に利用したことがある 17 5.3
利用してみたい 52 16.2
利用したいとは思わない 30 9.3
知らない 203 63.2
合計 321 100.0

(支援機関の認知度（産業技術総合研究所）) 　
回答数 割合（％）

現在利用している 42 12.2
過去に利用したことがある 56 16.2
利用してみたい 72 20.9
利用したいとは思わない 27 7.8
知らない 148 42.9
合計 345 100.0

(支援機関の陳知度（特許情報センター）) 　
回答数 割合（％）

現在利用している 2 0.6
過去に利用したことがある 20 6.4
利用してみたい 54 17.3
利用したいとは思わない 39 12.5
知らない 197 63.1
合計 312 100.0

(支援機関の認知度（産業デザインセンター）) 　
回答数 割合（％）

現在利用している 2 0.6
過去に利用したことがある 5 1.6
利用してみたい 36 11.5
利用したいとは思わない 44 14.1
知らない 226 72.2
合計 313 100.0

(支援機関の認知度（中小企業支援センター）) 　
回答数 割合（％）

現在利用している 15 4.7
過去に利用したことがある 18 5.6
利用してみたい 87 27.2
利用したいとは思わない 38 11.9
知らない 162 50.6
合計 320 100.0
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  素形材製造業の生産・取引の現状に関するアンケート調査 

（平成17年10月末日現在） 

 
 
ご記入に当たってのお願い                  お問い合わせ先・ご返送先 
【調査の届出】この調査は、統計法（昭和22年法律第18号）第

8 条第 1 項に基づき総務大臣に届出を行っている届出統計調査で

す。統計関係者は、統計法により、調査票の記入内容を他に漏ら

したり、統計以外の目的に使用したりすることは固く禁じられて

います。さらに、当研究所では、｢個人情報保護方針｣及び「個人

情報保護のための各種調査実施要領」を定め、個人情報を適正に

取り扱っています。 
 
【調査の目的】この調査は、国内ものづくりの一層の高度化が求

められるなかで、大阪に集積する素形材産業が置かれた状況を把

握し、今後の発展方向を探ることを目的としています。なお、こ

の調査の調査結果は、大阪府の産業労働施策の基礎資料作成の

ために使用されるものです。 
 

【ご記入方法】ご回答は、平成17年10月末日現在の状況でご

記入ください。 
なお、ご記入に際しては、特に指示のない限り選択肢の番号

を○印で囲んでください。指示のある場合は、それに従ってご

記入ください。また、（   ）内には、具体的な内容をご記

入ください。 
 
【ご提出】この調査票にご記入いただきましたら、ご面倒です

が来る11月10日（木）までに、同封の返信用封筒またはＦＡ

Ｘにてご返送くださるようお願いいたします。 

 

大阪府商工労働部 
 

大阪府立産業開発研究所 

 

〒540-0029   大阪市中央区本町橋2-5 
        マイドームおおさか５階 
ＴＥＬ   06-6947-4363 
ＦＡＸ   06-6947-4369 
ＵＲＬ  http://www.pref.osaka.jp/aid/ 

 
担当：調査研究部 

 動向調査研究グループ 
           江頭、田中（智） 
     
 
          

記入不要 ↓ 
 
 （整理番号）     

貴社名 
 

貴社の所在地 
〒 

ご記入者のお名前 
 

電  話
 

所属部署・役職名 
 

F A X
 

ホームページＵＲＬ 
 

電子メールアドレス 
 

※このページを切り離さずに、次ページ以降の設問にご回答ください。 

大阪府 

秘 
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Ⅰ 貴 社 の 概 要 に つ い て                                     (整理番号) 

（１）貴社の主たる事業として当てはまる番号を１つ○で囲んでください。 

１．金型製造 ２．金属プレス ３．鋳造   ４．鍛造  ５．ダイカスト ６．プラスチック成形 

７．熱処理  ８．めっき、表面処理    ９．その他（                    ） 

（２）貴社の生産・加工品目の主要な用途を具体的にご記入ください。 

     （例：自動車部品、音響機器部品など） 

  〔                                               〕 
（３）貴社の現在の常用従業者数（経営者、常勤役員、常用パートを含む）を実数でご記入ください。 

（              名） 

（４）上記常用従業者の平均年齢は（不明の場合は空欄で結構です）。（約        歳） 
 

Ⅱ 事業環境の変化と対応について 

（５）貴社が感じる近年の事業環境変化について、各項目で当てはまる番号を○で囲んでください。 

                                              当ては
まる 

やや当
てはま
る 

どちら
ともい
えない 

やや逆
の傾向
である 

全く逆
の傾向
である 

① 価格引下げ圧力が強くなっている １ ２ ３ ４ ５ 

② 原材料価格が高騰している １ ２ ３ ４ ５ 

③ 輸入品や海外企業との競争が激しくなっている １ ２ ３ ４ ５ 

④ 海外コストと比較されるようになった １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 市場が縮小している １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ 国内の同業者との競争が激しくなっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑦ 同業者や取引先の転業、廃業が多くなっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑧ 品質・精度向上要求が厳しくなっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑨ 納期短縮要求が厳しくなっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑩ 業界で技術革新や新技術導入が進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 

⑪ ﾕｰｻﾞｰ側技術変化への対応が必要になっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑫ 素材、加工の環境配慮への要求が強まっている １ ２ ３ ４ ５ 

⑬ 取引先による選別強化が進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 

⑭ 受注の多頻度・少量化、小口化が進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 

⑯ ﾕｰｻﾞｰ業界の生産の海外シフトが進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 

⑰ ﾕｰｻﾞｰ業界の生産の国内回帰が進んでいる １ ２ ３ ４ ５ 

 

（６）貴社の最近３年間の事業の状況として、それぞれの項目で当てはまる番号を○で囲んでください。 

① 受注・販売単価 １．上   昇 ２．ほぼ横ばい ３．下  落 

② 受注・販売量 １．増   加 ２．ほぼ横ばい ３．減  少 

③ 既存事業の業況 １．改   善 ２．ほぼ横ばい ３．悪  化 

④ 販売先・受注先数 １．増   加 ２．ほぼ横ばい ３．減  少 

⑤ 人材（全体として） １．不   足 ２．ほぼ横ばい ３．過  剰 

⑥ 事業内容と人的能力のｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ １．拡   大 ２．変化は少ない ３．縮  小 

⑦ 受注先との取引条件 １．改   善 ２．変化は少ない ３．悪  化 

⑧ 資金繰り １．改   善 ２．変化は少ない ３．悪  化 

⑨ 自社の既存の製品・技術・ｻｰﾋﾞｽ １．競争力向上 ２．ほぼ横ばい ３．陳 腐 化 

⑩ 売上高 １．増 加 傾 向 ２．ほぼ横ばい ３．減少傾向 

⑪ 経常利益 １．増 加 傾 向 ２．ほぼ横ばい ３．減少傾向 
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（７）生産、技術面の対応で貴社が現在特に重視していることについて、当てはまる番号を２つまで○で

囲んでください。 

１．専門化   ２．特注（一品生産）化  ３.精度向上  ４．納期短縮    ５．製造コストの削減 

６．難加工技術の強化     ７．技術対応力の強化（新素材対応、新技術導入など）       

８．取引先への技術提案力強化 ９．生産品種・分野の拡大、多様化 10．生産品種・分野の絞込み 

11．独自技術の開発      12．技術・ノウハウの流出防止    13．生産ﾈｯﾄﾜｰｸの形成・強化 

14．自社製品保有への取り組み 15．その他（                              ） 
 

Ⅲ 取引の状況 

 (８) 貴社が受注している取引先数を、下記のそれぞれについて具体的に数字でご記入ください。 

① 現在定期的に受注している取引先数・・・・・・・（       社） 

② 最近３年間に新たに取引の始まった取引先数・・・（       社） 

③ 10 年以上前から取引が続いている取引先数・・・・（       社） 

 

（９）貴社の最大取引先との取引開始からの期間として、当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

  １．３年未満    ２．３年以上５年未満    ３．５年以上10年未満    ４．10年以上 

 
（10）貴社の年間取引額に占める上位３社合計の取引額割合を具体的にご記入ください。 （    ％） 

 

（11）上記（10）の取引割合の、最近３年間の傾向として当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

  １．割合は拡大している     ２．横ばい程度       ３．割合は減少している 

 

（12）貴社の主要な取引先の業態として最も当てはまる番号を１つ○で囲んでください。 

１．完成品ﾒｰｶｰ   ２．部品ﾒｰｶｰ  ３．成形・加工、表面処理ﾒｰｶｰ  ４．金型ﾒｰｶｰ  ５．商社 

 

（13）貴社の最近３年間の取引先の変化について、当てはまるものの番号を全て○で囲んでください。 

  １．主要な取引先企業が大きく入れ替わった   ２．製品のﾕｰｻﾞｰ業界が大きく入れ替わった 

  ３．取引先の業態が大きく入れ替わった     ４．大きな変化はない 

 

（14）貴社の主要な取引先の所在地として当てはまる番号をすべて○で囲んでください。 

１．ほとんどが大阪府内に立地  ２．府外の近畿圏内に立地  ３．近畿圏を除く西日本に立地 

４．西日本を除く国内に立地   ５．ある程度海外にも立地  ６．ほとんど海外に立地 

 

（15）現在の海外企業との取引状況について、行っている取引形態の番号を全て○で囲んでください。 

１．日系以外の企業との直接取引       ２．日系企業との直接取引 

３．日系以外の企業との商社経由の取引    ４．日系企業との商社経由の取引 

５．国内取引先（メーカー）を通じた取引     ６．海外企業との取引は無い 

 

（16）貴社の今後の受注・取引の方針として重視するものの番号を２つまで○で囲んでください。 

１．主要取引先との安定的な取引の継続          ２．主要取引先との取引の一層の拡大 

３．新たな取引先（国内）の開拓  ４．海外販路の開拓   ５．その他（          ） 

 

（17）受注先の開発段階から参画して、受注を確保することがありますか。当てはまるものの番号を１つ

○で囲んでください。 

  １．ある      ２．ない 
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Ⅳ 製造、加工、技術、設備について 

（18）貴社の工場数を立地地域ごとに具体的にお答えください（海外の場合は合弁の形態も含みます）。 

a.大阪府内（   か所） b.大阪を除く西日本（   か所） c.中部・東日本（   か所） 

d.中  国（   か所） e.中国以外のアジア（   か所） f.その他海外（   か所） 

 

（19）最近３年間の貴社の製造・加工内容の変化について、当てはまる番号を全て○で囲んでください。 

１．生産規模が大幅に縮小した  ２．技術が陳腐化した  ３．製造・加工難度が高度化した 

４．ﾕｰｻﾞｰへの対応で生産体制が変化した     ５．新たな製造・加工方法が導入された 

６．他の素材、成形分野を事業化した        ７．製品の内容が大きく変化した 

８．その他（               ）  ９．大きな変化はない 

 

（20）貴社の製造・加工分野の今後の方針として、最も重視するものの番号を1つ○で囲んでください。 

  １．現状の分野・品種の確保・維持に注力      ２．生産・加工分野・品種の絞込み 

３．生産・加工分野・品種の多様化         ４．生産・加工分野・品種の転換   

５．その他（                  ） 

 

（21）上記（20）で（３．・・・多様化）（４．・・・転換）を選択された方にうかがいます。新たに事業化

された（或は、事業化される）分野、品種を具体的にお書きください。  （            ） 

 

（22）貴社にとって必要な技術の形成・蓄積について当てはまる番号を全て○で囲んでください。 

１．必要な技術は十分確保できている     ２．維持すべき技術の保全・強化ができていない 

３．従来の技術の陳腐化が進んでいる     ４．新しい技術への対応が困難になっている 
 

（23）製造・加工における貴社の強みとして、最も当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

１．製品・加工精度  ２．納期  ３．加工工程、製品などの設計・構想力 ４．品質安定性 

５．製品設計、加工方法等、ﾕｰｻﾞｰへの技術提案力    ６．コスト対応力  ７．ﾒﾝﾃ､ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ 

８．難加工、新素材加工、複雑形状要求などへの対応力 ９．その他（            ） 

 

（24）貴社にとっての強みを維持、強化する上で特に重要なものの番号を２つまで○で囲んでください。 

１．ﾕｰｻﾞｰからの厳しい要求  ２．社内の優秀な人材の存在 ３．優れた技術を持つ外注先の存在 

４．優れた技術を持つ異業種連携先の存在          ５．優れた素材、部品供給者の存在 

６．大学や研究機関など連携先の存在  ７．優れた設備の保有 ８．その他（         ） 

 

（25）貴社の生産、取引に関する外部連携の状況について、当てはまる番号を全て○で囲んでください。 

１．中小企業団体に加盟    ２．異業種交流会に参加     ３．独自の異業種ｸﾞﾙｰﾌﾟを構成 

４．同業種でｸﾞﾙｰﾌﾟを構成   ５．大学・試験研究機関を利用  ６．近隣の製造業と常時連携 

７．技術的に依存している外部ﾒｰｶｰがある   ８．その他（                ） 

 

（26）上記（25）の外部連携で貴社が最も重視するものの番号を1つお答えください。・・（      ） 

 

（27）上記（25）の連携で貴社が最も重視する目的として、当てはまる番号を１つ○で囲んでください。 

１．製造、加工機能の強化  ２．現有技術力の強化 ３．新技術の導入  ４．新技術・製品開発 

５．既存取引の維持       ６．新規取引先の開拓 ７．新分野取引の開拓   ８．設備の補充 

９．受注能力の確保・拡大  10．情報交換     11．その他（            ） 
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（28）貴社の最も重要な外部連携先の所在地として当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

１．同一市町村内      ２．その他の大阪府内    ３．大阪府以外の近畿圏内 

４．近畿圏以外の西日本   ５．西日本以外の国内    ６．海外 

 

（29）府内製造業集積への貴社の認識について、各項目で当てはまる番号を１つずつ○で囲んでください。 

① 生産ネットワークや技術課題解決のための集積の機能について 

１．高まっている   ２．低下している    ３．変わらない ４．わからない 

② 集積の厚み（企業数や業種の多様性）について 

１．増している    ２．希薄になっている  ３．変わらない ４．わからない 

③ 生産ネットワーク先や横受け、外注先としての集積の活用しやすさについて 

１しやすくなっている ２．しにくくなっている ３．変わらない ４．使えない  ５．わからない 

④ 貴社にとっての集積の重要性について 

１．高まっている   ２．低くなっている   ３．変わらない ４．重要ではない 

 

（30）貴社が事業を進めるうえで必要な設備について、当てはまる番号を全て○で囲んでください。 

１．必要な設備、能力は十分整っている      ２．設備の更新・ｸﾞﾚｰﾄﾞｱｯﾌﾟを抑制している 

３．設備の生産能力増強を抑制している       

４．自社に設備がなく、他の設備でやりくりしている工程・加工がある 

５．自社に設備がなく、外注を利用している工程・加工がある 
 

Ⅴ ＩＴの活用状況について 

（31）ＩＴの活用に対する貴社の姿勢として最も当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

１．積極的に導入、活用      ２．業界平均程度に導入、活用   ３．あまり積極的ではない 

 

（32）貴社のインターネットの活用状況について、現在活用している番号を全て○で囲んでください。 

１．受発注サイトへの登録   ２．e-ﾏｰｹｯﾄﾌﾟﾚｲｽへの参加   ３．自社サイトでの会社概要の提供 

４．自社サイトによるネット調達    ５．自社サイトによるネット受注 

６．自社サイトによる人材募集     ７．その他（          ）   ８．なし 

 

（33）上記（32）インターネットの活用で、貴社に最も効果が大きいものの番号を1つお答えください。 

（効果が大きなものの番号：        ） 

Ⅵ 貴社の人材と能力、雇用について 

（34）貴社の事業に必要な技術・技能の継承について、当てはまる番号を１つ○で囲んでください。 

１．順調に継承されている          ２．技術・技能を担うべき若い人材が不足している 

３．必要な技術・技能習熟前の転・退職が増加 ４．技術・技能の社内教育体制が確立できていない 

 

（35）貴社の技術、製品開発の核となる人材は何人いますか、具体的にお答えください。⇒（   人） 

 

（36）人材と機械との関係について、貴社の考えに最も近いと思われる番号を全て○で囲んでください。 

１．コアの技能や熟練でも機械で代替が可能   ２．コアの技能や熟練は機械では代替できない 

３．コアではない技能や熟練はすべて機械で代替が可能 

４．コアではないが機械では代替出来ない技能や熟練がある 
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（37）人材に関する貴社の状況として、それぞれの項目で当てはまる番号を○で囲んでください。 

 不足している 充足している 余剰感がある いない 

① 設計、解析、技術開発 １ ２ ３ ４ 

② 加工(熟練者) １ ２ ３ ４ 

③ 加工(若手) １ ２ ３ ４ 

④ 品質管理 １ ２ ３ ４ 

⑤ 生産管理 １ ２ ３ ４ 

⑥ 営業 １ ２ ３ ４ 

 

（38）貴社が現在最も補強したい人材（能力）として、最も当てはまる番号を1つ○で囲んでください。 

  １．設計、解析、技術開発   ２．加工(熟練者)   ３．加工(若手)   ４．品質管理 

５．生産管理         ６． 営業      ７．その他（              ） 
 

Ⅶ 今後の方針 

（39）貴社の今後の方針として最も重視する番号を1つ○で囲んでください。 

  １．新たな加工方法への取り組み  ２．新素材加工への取り組み  ３．自社製品製造への展開 

  ４．商社機能の展開・拡充     ５．営業機能の確保・強化   ６．受注先への提案力の強化 

７．設計機能の強化        ８．試作機能の保有、強化   ９．型から成形までの一貫化 

10．その他（               ） 
 

（40）国際化に応じた貴社の事業方針として、当てはまる番号を全て○で囲んでください。 

  １．海外生産拠点確保・増強 ２．海外日系企業からの新規受注獲得 ３．海外企業からの受注獲得 

４．海外企業との技術連携   ５．海外企業への技術供与     ６．海外営業スタッフの強化 

７．国内での新規取引先の開拓 ８．国内既存取引先との関係強化  ９．その他（        ） 

 

（41）大阪府のものづくりに関する支援機関について、以下のそれぞれの機関をどの程度ご存知ですか。

それぞれ、（ ）内に、当てはまる番号を1つずつお答えください。 

 

  ａ．（クリエイション・コア東大阪：    ）     １．現在利用している 
ｂ．（大阪府立産業技術総合研究所：    ）     ２．過去に利用したことがある 
ｃ．（大阪府立特許情報センター ：    ）     ３．利用してみたい 
ｄ．（大阪府産業デザインセンター：    ）     ４．利用したいとは思わない 
ｅ．（大阪府中小企業支援センター：    ）     ５．知らない 

 

----------------------------------設 問 項 目 は 以 上 で す---------------------------------- 
 
◆ その他、公的な支援の要望、技術や人材活用に関することなど、ご自由にお書きください。 
 
 
 
 
最後に、お手数ですが、今後の改善の資料とするため、本アンケート調査についてお聞かせください。 
Q１：回答に要した時間はどのくらいでしたか。     約       分 
Q２：意図がわかりにくかった設問はありましたか。また、それはどの設問でしたか。 
   １．あった（設問番号：             ）    ２．特になかった 
 

☆☆☆☆☆ご協力ありがとうございました☆☆☆☆☆ 
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